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1. 事業目的 

原子力規制委員会(以下「委員会」という。)は原子力に対する確かな規制を通じて人と環境

を守ることを使命としており、委員会が平成 24 年 9 月に設置されて以来、課題に応じた安全

研究を実施し科学的知見を蓄積してきた。平成 28 年 7 月 6 日には「原子力規制委員会にお

ける安全研究の基本方針」を公表し、放射線源規制・放射線防護分野に対しても調査研究活

動の推進をしているところである。 

こうした状況を踏まえ、放射線源規制・放射線防護による安全確保のための調査研究を体

系的かつ戦略的に実施するために放射線安全規制研究推進事業、放射線防護研究ネットワ

ーク形成推進事業を実施している。 

本事業では、原子力規制委員会、放射線審議会等が明らかにした技術的課題の解決につ

ながるような研究を推進するとともに、研究活動を通じた放射線防護分野の研究基盤の強化

を図り、得られた成果を最新の知見の国内制度への取入れや規制行政の改善につなげるこ

とで研究と行政施策が両輪となって、継続的かつ効率的・効果的に放射線源規制・放射線防

護による安全確保を最新・最善のものにすることを目指す。 

 

2. 事業内容 

本事業の受託者である日本原子力開発機構（以下「受託者」あるいは「JAEA」という。）は

規制事業を支える放射線防護に関する調査研究を効果的に推進することに寄与するような

関連機関・専門家によるネットワークを構築するために、下記(1)の事業を実施した。また、受

託者は事業の実施結果について、原子力規制庁が開催する成果発表会で報告し、評価を受

けた。研究の実施に当たっては原子力規制庁が指定するプロジェクトオフィサーの指示に従

った。 

 

(1)緊急時放射線防護に関する検討 

東京電力福島原子力発電所事故における災害支援活動においては、教育研究機関や原

子力事業所等の放射線管理に関連する研究者、技術者は、それぞれの専門性を生かして放

射線モニタリング、住民避難、被災地域や避難先における住民サーベイ、生活環境における

除染活動等を支援した。一方で、激甚、複合災害における対応のスキームの整備が必ずしも

十分ではなく、様々な災害現場で直面する放射線防護上の課題に対する対応方針について

の専門家間の意見の違いが社会的な不安を助長するなどの教訓を残した。これらのことを踏

まえて、万一の緊急事態発生時に、教育研究機関、原子力事業所等の放射線防護分野の研

究者、技術者、放射線管理員が、専門性を生かして適材適所で災害支援をするには平常時

からどのような活動を行っていくことが必要かを検討し、その標準化、定着化に向けた活動を

展開することとした。 

 その具体化に向けて、指定公共機関としての機能を持ち比較的所属する人数の多い JAEA
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の原子力緊急時支援組織等をコアとして放射線防護分野の関係者のリストを整備し、関係者

間の協議等によって災害対応に係る技術的課題等に関する問題意識を共有し、その改善に

向けた活動を提案・実現する活動を継続する人的なネットワークを構築していくこととした。 

 

①緊急時放射線防護ネットワークの活動 

緊急時放射線防護ネットワーク（以下防護 NW という）と原子力防災対策組織の関係及び

ネットワーク活動項目の概要を図 1 に示す。また、今年度の防護 NW の組織と活動の概要を

図２に示す。 

防護 NW の活動に当たっては、実施方針等の適切性確保のため、防護 NW 構成員から専

門家を招集し、 TV 会議により緊急時放射線防護ネットワーク検討会（以下検討会という）を

開催した。この検討会は令和２年 11 月 11 日、令和３年２月５日、令和３年２月２５日の３回実

施した。 

防護 NW には、環境モニタリング、放射線管理、個人被ばく線量測定の分野別に３つの Gr

を編成し下記の活動を実施した。また、各 Gr の主査及び幹事と本事業の責任者及び副責任

者から構成する緊急時放射線防護ネットワーク検討 Gr を設け、活動計画案の策定、ネットワ

ークの制度設計や運営のあり方検討、各 Gr の進捗管理、防護 NW 構成員のリストの維持管

理等を行った。 

ⅰ)専門家の要件（人材スペック）の明確化と改善に係る検討 

環境モニタリング Gr は、緊急時モニタリングセンター（EMC）が実施する環境モニタリング

活動を支援する専門家の力量等に関する検討を継続するとともに、原子力防災訓練関係者

からのヒアリングを行なって専門家として期待される役割と対応するための力量についてまと

めた。 

放射線管理 Gr は、避難退域時検査を支援する専門家の力量等に関する検討を継続する

とともに、1/15 宮城県（避難退域時検査訓練）へ参加し使用されている資機材の調査や参加

者等からのヒアリングを行なって専門家として期待される役割と対応するための力量につい

てまとめた。 

 個人線量測定評価 Gr は、個人線量評価の枠組み整備の動向について情報収集を行っ

た。 

ⅱ)ガイドの素材整理とガイド素案の作成、教育・訓練カリキュラムの検討 

災害時に派遣される放射線防護分野の専門家に必要な情報や資料について既存の情報

を中心に整理した。具体的には環境モニタリングの分野を中心に IAEA 等が公表している文

献の翻訳状況をリスト化した。また、教育・訓練カリキュラムの検討に向けて内閣府が災害対

応要員向けに行っている教育研修事業に関する情報の収集や訓練等の視察による定着状

況の把握を行った。 

ⅲ)グッドプラクティスの把握とネットワーク活動への反映 

防護 NW 活動に期待される内容や活動の進め方に参考となる良好事例収集のため、原子
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力事業者が実施している原子力防災に係る教育訓練状況について電気事業連合会の協力

を得てアンケート調査を令和３年 1 月に実施した。 

 

さらに専門家と行政機関関係者を結ぶ防護 NW のあり方に関する提言に向けて下記の活

動を実施した。 

ⅰ）東京電力福島第一原子力発電所事故等過去の原子力事故を教訓とした防災体制に適

応した防護 NW 活動の制度設計 

ⅱ)人材の登録・認定・管理方法の検討 

これらの検討結果を踏まえて平常時及び緊急時における防護 NW 活動の全体像について

図にまとめ、下記のステークホルダー会合において発表し、関係者からの意見集約を経て案

としてまとめた。 

 

②ステークホルダー会合の開催 

国内専門家からの意見等の反映のため、日本保健物理学会、日本放射線安全管理学会

のそれぞれの年次大会において企画セッションを設け、上記の防護 NW のあり方の検討結

果を発表し、学会関係者からの意見集約と防護 NW 制度設計への反映を行った。 

 

3. 事業報告 

3.1 緊急時放射線防護ネットワークの活動 

3.1.1 緊急時放射線防護 NW 検討会 

(1)出席者 

外部有識者：松田尚樹（長崎大）、渡部浩司（東北大）、床次眞司（弘前大）、立崎英夫

（QST）、栗原治（QST）、宮澤晃（東電 HD)、佐藤将（原安協）、谷口和史（千代田テクノル；

オブザーバー） 

アンブレラ事業関係者：高橋知之（京大炉／PO）、神田玲子（QST／NW 形成事業代表者）、

大町康、野島久美恵（原子力規制庁） 

JAEA：百瀬琢麿、早川剛、高田千恵、中野政尚、吉田忠義、渡邊裕貴、木内伸幸、住谷秀

一、高崎浩司、石川敬二、中根佳弘、山田純也、前田英太、横須賀美幸、富岡哲史 

(2) 活動実績 

 3 回の Web による会合を開催し、緊急時放射線防護ネットワークの運営に関する意見交換、

調査検討状況の報告等を行った。 

①第 1 回検討会（令和２年 11 月 11 日）（別添１） 

１）令和 2 年度活動計画及び実施体制について 

２）緊急時放射線防護ネットワークのあり方の検討状況について 

・日本保健物理学会第 53 回研究発表会企画シンポジウムの報告 

・現行の原子力防災体制の整理及び緊急時放射線防護ネットワークの全体像について 
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３）要件リスト及び専門家向けガイドの検討状況について 

・環境モニタリング分野における力量の目安及びガイドの目次案 

・放射線管理分野（避難退域時検査）における力量の目安及びガイドの目次案 

・電力事業者を対象とした原子力防災訓練に関するアンケート調査 

４）放射線安全管理学会企画セッションについて 

②第 2 回検討会（令和３年２月５日）（別添２） 

１）第 1 回検討会からの活動状況 

・日本放射線安全管理学会第 19 回学術大会企画セッションの報告 

・原子力防災訓練に関するアンケート調査の実施状況 

・宮城県避難退域時検査事前演習の視察報告 

・民間企業における原子力防災の取り組み状況についての情報提供 

２）今年度のまとめ、来年度の予定 

③第 3 回検討会（令和３年２月 25 日）（別添３） 

１）緊急時放射線防護ネットワークの制度設計 

２）要件リスト及び専門家向けガイドの検討状況について 

・環境モニタリング分野における力量の目安及びガイドの目次案 

・放射線管理分野（避難退域時検査）における力量の目安及びガイドの目次案 

３）まとめ、今後の予定 

 

3.1.2 環境モニタリング Gr 

緊急時の支援に際して環境モニタリング分野における専門家に望まれる要件（力量）、力

量項目を獲得するために必要なガイド等の検討を継続した。なお、検討過程においては、ネ

ットワーク検討会参加の外部有識者やオブザーバの他、緊急時に立ち上がる EMC において

重要な任務を担う原子力規制庁の上席放射線防災専門官や茨城県環境放射線監視センタ

ー職員のような国・県の立場の方々からも意見を伺い、参考にした。 

(1)参加者 

主査 ：JAEA 中野政尚 

幹事 ：JAEA 山田純也、前田英太 

参加者所属 ：JAEA 核サ研、JAEA 原科研、JAEA 大洗研 

(2)活動実績 

①福島第一原発事故による環境影響の検討及び論文作成 

令和元年度に日本保健物理学会の学会誌「保健物理」に投稿した、茨城県東海・大洗地

区の4つの事業所（JAEA原科研、核サ研、大洗研ならびに日本原電東海・東海第二発電所）

における環境放射線モニタリングデータの収集・統合・検討結果が、下記の通り掲載された。

この活動により、環境モニタリング Gr 参加者及び関係者の福島第一原子力発電所事故後の

環境放射線モニタリングデータについての理解が深まるとともに、今後の環境モニタリング結
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果を解釈するうえで重要な基礎データを持つことができた。 

論文：中野政尚他，茨城県東海・大洗地区における福島第一原子力発電所事故後の環境放

射線モニタリングデータの共有と課題検討活動，Jpn. J. Health Phys., 55 (2), 102 ～ 109 

(2020) （別添４） 

②専門家の要件（人材スペック）の明確化と改善に係る検討 

昨年度に検討した、ネットワークの対象として想定する人材（EMC各グループを構成する各

班への派遣専門家）が身に着けるべき力量項目及びその詳細についての明確化と改善を継

続するとともに、随時ネットワーク検討会や国・県の立場からのコメントを受け、検討を進めた。 

③ガイドの素材整理とガイド素案の作成、教育・訓練カリキュラムの検討 

②で検討している力量項目を獲得するために必要となる、ガイドの素材整理とガイド素案

の作成、教育・訓練カリキュラム等を検討するために、国内外の法令、指針、環境モニタリン

グ、放射線影響に関する知識、スキル、立地県特有の防災・避難・モニタリング等のマニュア

ル類、リスク管理・公衆コミュニケーション手法に関する文書等を収集し、記載内容から収集

文書を取捨選択することで、環境モニタリング分野における専門家が力量を獲得するに必要

な教育・訓練カリキュラムの一覧表を作成している。また、コロナ禍の下で、教育・訓練を安全

にそして効果的に進めるための e ラーニングの一部適用についても検討を開始した。（別添

５） 

④次年度の活動予定 

身に着けるべき力量項目等の検討については、引き続きネットワーク検討会等で外部有識

者等の意見を伺いながら内容を深めていく。なお、令和 2 年度においては EMC 訓練を視察

することで、訓練内容の調査の他、訓練参加者（国・県の他、訓練の企画者・評価者）から意

見を聴取して、専門家力量項目等に対しての考え方をまとめる予定であったが、令和 3 年の

年明けに発出された新型コロナ緊急事態宣言発出のため中止した。そのため、次年度に

EMC 訓練を視察し、力量項目等の検討に反映する予定である。 

 

3.1.3 放射線管理 Gr 

 避難退域時検査を支援する放射線防護分野の専門家が備えるべき力量と、力量を付与す

るための教育用の素材に関する検討を行った。また、検討にあたって、避難退域時検査に用

いられる汚染検査測定器や除染資機材、検査における一連の流れを把握、理解するため、

資機材展示場及び原子力防災訓練の事前演習への視察を行った。 

(1)参加者 

主査： JAEA 吉田忠義 

幹事： JAEA 横須賀美幸、富岡哲史 

参加者所属： JAEA 本部、JAEA 核サ研、JAEA 原科研 

(2)令和２年度活動実績 

①専門家の要件（人材スペック）の明確化と改善に係る検討 
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昨年度に引き続き、避難退域時検査における検査要員の役割等を想定し、自治体から依

頼を受けて放射線技師会や事業者等から派遣された多様なレベル・職種・職歴の検査要員

に対して必要な指導・監督を行うと共に、検査会場の管理運営を担う自治体職員（検査責任

者）に対して専門家の視点で指導・助言を行うために備えるべき要件（力量）を整理した。 

②ガイドの素材整理とガイド素案の作成、教育・訓練カリキュラムの検討 

整理した専門家が備えるべき力量を基に、力量におけるポイントとして更にブレークダウン

（必要な知識の具体化）を行い、それに応じた教材の選定等を進めた。 

また、力量のクラス分け（初級、中級、上級）を行うことで、専門家の派遣を依頼する側でどの

クラスの専門家が必要かを明確にすると共に、専門家としての研鑽の目標を明確にした。（別

添６） 

力量におけるポイントを整理するにあたり、避難退域時検査に用いられる汚染検査測定器

や除染資機材、検査における一連の流れを把握、理解するため、茨城県東茨城郡大洗町に

ある株式会社千代田テクノルの原子力防災機器展示棟への視察及び宮城県原子力防災訓

練に向けて実施した避難退域時検査訓練の事前演習への視察を行い、知見を反映した。（別

添７） 

③次年度の活動予定 

専門家が備えるべき力量項目等の検討については、引き続きネットワーク検討会等で外部

有識者等の意見を伺いながら内容を深めていく。また、実際に避難退域時検査で用いられて

いる資機材の情報を収集すると共に、継続して原子力防災訓練への視察等による情報収集

を行い、ガイドの充実化を図る予定である。 

 

3.1.4 個人線量評価 Gr 

(1)参加者 

主査： JAEA 高田千恵 

幹事： JAEA 渡邊裕貴 

参加者所属： JAEA 核サ研 

(2)令和２年度活動実績 

①個人線量評価分野における NW 活動のあり方についての検討 

昨年度までの調査において、防災基本計画や原子力災害対策マニュアル等の国文書を確

認し、原子力災害対応における個人線量評価に係る要求（線量評価を実施すべき者、対象と

具体的な時期等）は明確化されているものの、前述した環境モニタリングや避難退域時検査

と異なり、具体的な活動の目的、スキームが明確にはなっていない現状を確認した。また、福

島原発事故対応において混乱の一因となった可能性のある、個人モニタリングの目的（事故

影響の全体像を把握するための水準調査と個々人に対する医療を含めた介入要否の判断

のいずれと考えるのか）等、活動の土台となる考え方が明確化できていない状態であることも

明らかとなった。 
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このような現状から、当グループにおいては専門家に求められる力量を決定し、ガイドを作

成するには時期尚早と考えられることから、国の検討状況等を適宜把握し、適切なタイミング

でガイド作成の計画をたてることとした。このため、情報収集を継続して行っていたが、今年

度中にガイド作成の計画をたてる状況にはないと判断した。 

 

②次年度の活動予定 

令和３年２月３日に原子力規制委員会が緊急時の甲状腺被ばく線量モニタリングに関する

基本的事項の検討を行うことを目的として「緊急時の甲状腺被ばく線量モニタリングに関する

検討チーム」を設置した。次年度はこのチームにおける検討状況を確認するとともに、必要に

応じて関係省庁（環境省 放射線健康管理担当参事官室、原子力規制庁 放射線防護企画

課、内閣府 原子力防災担当）、指定公共機関（QST、JAEA）及び他の組織（電力事業者、大

学、病院等）における当分野の専門家の在否の把握のための調査を行い、当グループに求

められる活動項目とその優先度をまとめることとする。 
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3.2 専門家と行政機関関係者を結ぶ防護 NW 構築のあり方に関する提言の検討 

3.2.1 東京電力福島第一原子力発電所事故等過去の原子力事故を教訓とした防災体制に適

応した防護 NW 活動制度設計の検討 

（1）緊急時放射線防護ネットワーク制度の仕組み検討 

東京電力福島第一原子力発電所事故等過去の原子力事故を教訓として構築された現在

の原子力防災対応組織の状況に適合した防護 NW 活動とするため、昨年度までに、防護 NW

と原子力防災対策組織の関係について整理し図示した。また、ネットワーク活動項目として当

面取り組むべき項目及び継続的に取り組むべき項目を明確にした。（図２参照） 

〇運営主体： 防護 NW の運営が自律的、継続的になる見通しが得られた段階で国の適切

な委託事業として運営し、その事業に適合する組織を運営の主体とする。 

〇構成員：JAEA、量研機構、大学、研究所、原子力事業所、自治体等に所属職員等で、

各自の専門分野に応じて分野別に設置されるサブ Gr に所属する。緊急時放射線防護

ネットワーク検討 Gr は現在の JAEA と QST を主とした構成員に加えてサブ Gr のコアと

なるメンバーを関係学会からの推薦等により選定する。 

〇サブ Gr：環境モニタリング、放射線管理、線量評価を置く。なお、放射線(線量)計測、緊

急時対応計画についてのサブ Gr の設置が望ましいが、現段階では原子力緊急時支援・

研修センター指名専門家やその他の拠点、機関の放射線防護専門家の人数が限られ

ているため、その取扱いについては今後の課題とする。 

〇ネットワークの運営のあり方 

ネットワークの運営のあり方は活動を進めながら評価改善を行っていくが、自律的か

つ継続的に発展する仕組みとする。 

 

また、昨年度抽出したネットワーク制度の運営に係る課題について対応策の方針を下表の

とおりまとめた。 

 

表１ ネットワーク制度の運営に係る課題と対応策 

 課題 対応策 

１ 発展的に持続可能な仕組み ・国の適切な支援を得て原子力災害における中核機関を指定公共機関

（QST、JAEA）とすることについて検討する。 

指定公共機関の緊急時支援組織の構成員をコアメンバーとして活動を

展開する。指定公共機関から派遣される専門家等に対して定期的に実

施されている教育研修の仕組みの中に、外部のメンバーが加わる形で

ネットワーク活動を維持、拡大させていく。外部のメンバーは受講者ある

いは講師として教育訓練に参加する。 

・事務局機能を確保するため適切な方法で予算を確保する。 
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２ 既存のネットワークとの連携 ・関連する学会と連携して「原子力防災☓放射線防護」に関連するシンポ

ジウムを定期的に開催していく。 

・大学で実施している専門教育講座（例：弘前大学緊急被ばく医療プロフ

ェッショナル養成講座）との連携。 

３ シーズ、ニーズがマッチしたネ

ットワークサブ Gr の設定 

・原子力災害対応体制を考慮して緊急時環境モニタリング、放射線管理

（避難退域時検査）、個人被ばく線量測定・評価の 3 分野でのサブ Gr を

設置している。 

４ ネットワーク構成員のリストの

整備 

・ネットワーク登録にあたって実施する教育研修の受講歴、防災訓練参

加歴をリストとして維持管理していく。個人の履歴に関する情報のインプ

ット方法は、自己申告、教育訓練主催者等の参加者名簿からの入力な

ど複数の方法を来年度検討する。 

５ 人材の確保、育成が図られる

ような教育的な事業の取り組

み 

・ネットワーク活動の中心的な事業として力量の明確化と力量の付与の

あり方を明確化して教育訓練を行う活動を実施する。 

６ ネットワークとして取り組むべ

き技術的な課題の設定とその

解決に向けた活動の展開 

・教育訓練を通じて見出された技術的な課題に対して、ネットワーク構成

員が主体的に研究体制を編成し、研究公募等の仕組みを利用して課題

解決を行う。また、関連学会と連携して専門研究会の設置やシンポジウ

ムの開催等課題解決に向けた活動を行う。 

７ 国際的な標準と整合したアウ

トプットの創出 

・緊急時放射線防護に関連する国際機関の文書等のリスト等を整備しネ

ットワークメンバーが活用できるようにする。 

 

上記の対応策の方針及び学会企画シンポジウムの議論を踏まえて防護ＮＷの平時におけ

る取組と緊急時における取組について次のようにまとめた。 

①平時における取組 

防護 NW 制度の全体像を図 3 に示す。 

・原子力災害における中核機関（以下、中核機関）を設置し、中核機関は、平時より地域内

のローカルなネットワークの構築を支援できるよう、専門家に対する研修開催（力量付与）や

ＮＷ登録管理（力量管理）を行う（図 4 参照）。また、原子力防災に係る最新情報を収集し、メ

ーリングリストを用いて防護ＮＷ構成員へ情報提供を行う。 

・防護ＮＷの応募者及び構成員として、指定公共機関、大学、電力事業者、自治体、医療機

関等の技術者、研究者及び診療放射線技師を対象とし、防護ＮＷの応募者及び構成員は、

中核機関が開催する専門研修に参加する。また、力量付与された防護ＮＷ構成員は、立地

道府県等が開催する地域の基礎研修の講師や原子力防災訓練の評価者として、地域の活

動に参画する。 

・以上の活動を踏まえて、立地道府県等の自治体は、地域活動に参加する専門家を先導的

な防災要員としてお声掛けし、地域の防災要員リスト等に反映する。 
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・サブ Gr（緊急時環境モニタリング、避難退域時検査等）で挙がった課題や人材確保につい

て、関連学会と連携して検討を行う。 

 

②緊急時における取組 

緊急時における活動を図 5 に示す。 

・上記①の平時における活動を踏まえて、平時より防災要員等のリスト化がなされ、緊急時に

は防護 NW 構成員による専門的な支援が可能となる。 

・中核機関は、適宜、国等の組織と情報共有を行い、メーリングリストを用いて緊急時の発災

情報等を防護 NW 構成員に発信することで、防護ＮＷ構成員自身が正確な情報を受け取る

ことが可能である。 

※今回、防護 NW 構成員の派遣調整等の活動については、地域の防災計画や専門家等の

所属機関の災害支援の枠組みに基づき行われることから対象外とした。ただし、各地域

において平時より緊急時対応の体制を構築するため、中核機関はそれら活動に協力する

ものとする。 

 

以上の①②を踏まえて、以下のように中核機関の機能、要件に係る試案をまとめた。 

〇中核機関に求められる機能 

・防護 NW の運営 

・力量付与（研修開催）、力量管理（防護ＮＷへの登録管理） 

・NW 構成員間の情報交換、課題解決に向けた取り組みに係る支援 

・手引きの改訂 

※緊急時における取り組みとしては、防護ＮＷ構成員への情報発信が挙げられる。 

 

〇中核機関の要件 

・国の動向や、国際的な最新情報を随時収集できる組織であること 

・防災訓練や教育研修などを含む地域の活動に参画している組織であること 

・課題解決に向けて、専門機関、専門家とともに技術的な検討を実施できる組織であること 

・緊急時には情報を収集し、防護ＮＷ構成員に発信する機能を持たせるため、緊急時にお

いても中核的な組織であること 

 

3.2.2 人材の登録・認定・管理方法の検討 

人材の登録・認定・管理方法の検討にあたって、先行して実施されている教育研修事業の

概要と NEAT 指名専門家に期待される役割についてまとめ、それらの調査結果を踏まえてネ

ットワーク活動に反映すべき事項についてまとめた。 

 

(1) 内閣府が実施している原子力災害対応要員向けの教育研修事業の活用に関する検討 
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 放射線防護分野の専門家に対し、関係法令や現在の原子力防災体制の枠組みなどの事

項についての情報を得る機会を提供する必要があると考えられることから、内閣府が実施し

ている原子力災害対応要員向けの教育研修事業の概要についてまとめるとともに、防護 NW

活動との関係整理及び活用について検討した。 

 

A. 基礎研修 

内閣府は、国及び地方公共団体など原子力災害対策を行う公的機関への支援の一環とし

て、防災業務関係者自らが活動時に放射線被ばくや汚染を防護するための基礎研修を行な

っている。研修の内容は、原子力災害対応業務に必要となる自らの放射線被ばく防護対策、

汚染防護対策や放射線量の測定方法などを、福島原発事故の実例を交え、講義で紹介し実

習で体験・習得するものであり、災害発生時に現地や避難退域時検査等で対応する職員の

被ばく管理に役立つ実践的な内容となっている。対象者は、国、地方公共団体、警察、消防

等公的機関に所属する防災業務関係者としている。 

 本研修は、放射線防護分野の専門家にとっては基礎的な内容であり、必ずしも受講の必要

はないと考えられる。 

 

  B. 専門研修 

  内閣府は、原子力緊急事態において原子力施設周辺の住民等に対する防護措置を確実

に実施するために、現地で防護措置の実務を行う地方公共団体の要員（実務人材）の研修を

行うこととしており、その一環として JAEA 原子力緊急時支援・研修センターは、内閣府からの

委託事業として原子力防災研修を実施した実績がある。その中で、実務人材研修（避難退域

時検査等研修（講義と図上訓練））が行われている。内閣府等の資料によれば、この研修の

目的は、避難退域時検査の具体的計画及びマニュアル等を作成できる人を育成すること、バ

スによる避難等の対応の具体的計画及びマニュアル等を作成できる人を育成することであり、

研修対象は原子力防災及び原子力災害対応業務に従事する指定行政機関、指定地方行政

機関、地方公共団体等の職員である。研修内容は防護 NW 構成員が原子力災害時に直接

実施するものは含まれていないものの、防護 NW 構成員が避難退域時検査を支援することを

想定した場合に有益な情報が得られる研修と思われる。この他、同様に内閣府からの委託

事業として、国及び地方公共団体の災害対策本部において住民の避難指示など意思決定に

関わる職員及び本部やオフサイトセンター等の拠点で中心的な役割を果たす職員を対象とし

た研修（①講義と図上訓練、②講話）も行われている。これらの研修の対象者は、国職員等、

道府県職員等となっており、一般には公開されていない。 

 本研修は、放射線防護分野の専門家にとっても原子力防災の枠組みを包括的に理解でき

る有益な内容を含んでいるが、受講対象が限定されているため、教育研究機関や原子力事

業者等に所属する放射線防護分野の専門家がこれらの研修を受講する機会が得られにくい

と考えられる。一方、原子力機構の職員等は、内閣府の委託事業として講師の派遣を含む教
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育研修事業を運営した経験を有することから、内閣府の承認が得られれば、教材等を利用し

て防護 NW 活動の一環として防護 NW の構成員に対して教育研修を行うことができる可能性

がある。防護 NW 活動では、それらの経験を活用することで適切かつ合理的に人材の育成に

取り組むことができると考えられる。また、将来的には内閣府や自治体の理解を得てこれら

の研修に参加することや講師として協力する形に発展していくことが望ましいと考えられる。 

（出典）原子力機構 HP URL: https://www.jaea.go.jp/04/shien/task_j.html 

  

（2）放射線防護分野における NEAT 指名専門家の役割 

 国・地方公共団体の災害対策本部、緊急時モニタリングセンター（オフサイトセンター）等の

原子力災害活動実施場所へ派遣される原子力緊急時支援・研修センター（NEAT）指名専門

家（放射線防護分野）が従事する活動項目は下記の通りである。実際には、それぞれの活動

を行う要員は、関係各機関から参集した原子力災害対応を行うための基礎的な教育訓練を

受講した関係者であるものの、放射線測定等を日常的に実施する業務に従事している関係

者は限られていることが多いため、指名専門家はそれぞれの活動において指導的な役割を

期待されることが多い。また、これらの活動を適切に行うためには原子力防災に関する知識

（法令、機構防災業務計画等）や原子力緊急時対応概要に関する知識（緊急時の体制、活動

概要、連絡体制、活動場所、招集・参集の方法）なども必要となる。 

①緊急時モニタリングセンター（EMC）での活動 

・モニタリングデータ収集/結果の整理 

・EMC 活動内容の記録 

・ERC 放射線班との情報伝達 

・モニタリングポスト等の稼働状況の監視 

・異常値への対応 

・測定分析 

・屋外で活動する緊急時モニタリング要員のスクリーニング及び屋外で使用する資機材等

の汚染管理（養生、除染等の汚染管理を含む 

②避難退域時検査での活動 

・車両指定箇所検査 

・車両確認検査/簡易除染 

・住民指定箇所検査（WBC 車の WBC の操作を含む） 

・住民確認検査/簡易除染 

③救護所での活動 

・住民の汚染検査（スクリーニング）及び除染ブースでの対応 

 

防護 NW の構成員は、基本的に NEAT 指名専門家と同様の役割を担うことが期待されると

考えられることから、人材登録にあたってはこれらの活動を支援することができる力量を付与
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していくことが望ましい。 

 

(3)人材の登録、認定、管理方法の検討結果 

 環境モニタリング、放射線管理、個人線量評価等の分野別に専門家の防災対応に係る力

量を明示し、標準化された教育教材を用いた講習及び訓練への参加を通じて対応能力の維

持向上を進める。 

 今年度は、オフサイトセンターに設置される緊急時モニタリングセンター（EMC）が実施する

緊急時環境モニタリングと避難退域時検査の対応に係る専門家の力量と力量を付与するた

めの教材に関するリストの作成をおこなった。 

 講習等を受講した人材のリストを整備し、緊急時には行政機関関係者が活用できる仕組み

を構築していく。 

 

②専門家向けのガイドの構成案の検討結果 

原子力防災を支援する放射線防護関係者のための手引き（仮称）として、共通編と個別編

として以下の項目について A4、10 ページ程度にまとめる。 
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共通編 

Ⅰ 原子力防災の枠組みに関する基礎 

1. 原子力防災に関する法令等と原子力防災体制 

・原子力災害対策に関する法令・指針等の要点及び原子力防災体制 

2. 災害支援の仕組みに関する事項 

・指定公共機関とその役割 

・その他の公益組織とその役割 

・JAEA／QST／その他の組織における機構防災業務計画、国民保護業務計画等の内容 

3. 災害支援の具体例 

・災害時の QST の活動 

・災害時の NEAT の活動 

Ⅱ 原子力施設に関する情報の概要紹介、入手方法 

防災対応に必要な情報をカタログ的にまとめる。各地の情報の入手方法の提示（内閣府の防

災訓練 URL の紹介など）を行う。 

 

個別編 

１． 緊急時環境モニタリングの概要 

２． 避難退域時検査の概要 

３． 専門家の力量のめやす及び力量付与のための教育素材 

 ※原子力防災支援のシーンに合わせて適宜、個別項目を追加していく。 

 

資料編 

防護 NW で作成したオリジナルの教育資料 

収集した情報で採録すべきもの 

 

3.2.3 原子力事業者へのアンケート実施 

 原子力防災に取り組む事業所等のグッドプラクティスを把握し、防護 NW 活動の制度設計に

資するため、原子力施設の放射線管理を専門的に行う人材を擁する原子力事業者に対して

アンケートを実施している。アンケートは電気事業連合会 放射線管理委員会の協力を得て、

令和 3 年 1 月に 12 社の原子力事業者に対して実施し、2 月に各社から回答を受領したとこ

ろ（回答率 100％）である。分析とその結果の反映は次年度実施する予定である。 

 

3.3 ステークホルダー会合の開催 

①日本保健物理学会第 53 回研究発表会（別添８） 

日時：令和 2 年 6 月 29 日（月）～6 月 30 日（火） 
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企画シンポジウム：放射線防護の喫緊課題への提案 

「第２部 緊急時対応人材の確保 ～ネットワーク構築の条件～」 

座長：吉澤道夫（JAEA）、ラポータ：高田千恵（JAEA） 

演者：百瀬琢麿（JAEA）、松田尚樹（長崎大）、込山有人（東電）、床次眞司（弘前大） 

 

②日本放射線安全管理学会第 19 回学術大会（別添９） 

日時：令和 2 年 12 月 9 日（水）～12 月 11 日（金） 

企画セッション：令和 2 年度放射線防護アンブレラ事業 緊急時放射線防護ネットワーク構

築「緊急時放射線防護ネットワークのあり方について～緊急時環境モニタリングと避難退

域時検査の支援のために～」 

座長：髙田千恵（JAEA） 

演者：百瀬琢麿（JAEA）、渡邊裕貴（JAEA）、中野政尚（JAEA）、吉田忠義（JAEA） 

 

4. まとめ 

JAEA を運営主体とし、JAEA、量研、原安協、大学、日本保健物理学会、日本放射線安全

管理学会、日本放射線事故・災害医学会等に所属する専門家で構成された防護 NW のあり

方について検討を行った。専門分野別に設置したサブ Gr において、参加者の相互の情報交

換や共通する課題の検討、専門家向け緊急事態対応ガイドの作成に資するための専門家の

力量に関する検討を行った。 
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図 １ 急時放射線防護ネットワークと原子力防災対策組織の関係 

及びネットワーク活動項目  
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図 ２ 緊急時放射線防護ネットワークの組織と今年度の活動 

 

  

緊急時放射線防護ネットワーク検討Gr

・ネットワークの制度設計を検討（サブGｒ設定、
ネットワーク構成員のリスト作成、運営のあり方検

討）

・教育的事業の取り組み検討

・技術的課題の設定と課題解決に向けた活動
計画案策定

環境モニタリングGr

（平成30年度度設置）

・放射線防護専門家向
け緊急事態対応ガイド
の作成

・１F事故の影響評価
（論文作成）

・関係拠点の相互理解
と課題共有・連携

個人線量評価Gr

（平成30年度設置）

・関係拠点の相互理
解と課題共有・連携

・個人線量評価分野
におけるNW活動の
あり方についての検
討

放射線管理Gr

（平成30度設置）

・関係拠点の相互理
解と課題共有・連携

・放射線防護専門家
向け緊急事態対応ガ
イドの作成

放射線計測Gr
緊急時対応計画Gr

・専門家の所属機関が
限られているため、引

き続き設計検討中

ネットワーク 
構成員リスト(案) 

 
118 名登録 

(2020 年 12 月) 

緊急時放射線防護 NW 検討会 
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図 3 緊急時放射線防護ネットワーク制度の全体像 

 

 

 
図 4 緊急時放射線防護ネットワーク制度の力量付与及び力量管理 
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図 5 緊急時における活動 
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令和 2年度緊急時放射線防護ネットワークの構築事業に係る第 1 回検討会 

議事録 

 

１．日 時：令和 2年 11 月 11 日（水） 13 時 10 分～15 時 10 分 

２．場 所：ＷＥＢ開催（Ｚｏｏｍミーティング） 

３．出席者：別紙参照 

４．概 要： 

(1) 令和 2年度活動計画及び実施体制について 

百瀬琢麿 核燃料サイクル工学研究所（以下、サイクル研）副所長から、令和 2 年

度の活動計画及びその実施体制について説明を行なった。 

 

(2) 環境モニタリング分野における力量の目安及びガイドの目次案 

中野政尚 サイクル研放射線管理部次長から、環境モニタリング分野における力量

の目安及びガイドの目次案について説明を行なった後、意見交換を行なった。主な内

容は以下の通り。 

（渡部先生）専門家の力量として、技術的な項目だけではなく、コミュニケーション

やリスクマネジメントに係る力量も必要ではないか。 

→（中野）今後、IAEA 等の国際文書を参照しながら、そのような観点も加えて検討

していきたい。 

→（百瀬）コミュニケーションの基礎的な知識は、各分野にまたがる共通的な項目

だと考えられるので、共通項目として整理していく。 

（渡部先生）eラーニングの予算について、少し高めの見積りだと思われる。大学等

ではフリーの Moodle 等を使用している。 

→（中野）今回は HP 上の金額をそのまま載せているが、今後、本教育システムを

実用化する際に金額も精査していく予定。 

（松田先生）EMC の専門家は測定することが最優先であり、まずは正しい測定を実施

することに注力する必要がある。ただし、自治体によって緊急時モニタリング計画、

実施体制や線量限度等が異なるため、専門家が各地域の緊急時モニタリング計画を

知っておくことが重要である。 

→（中野）各地域の緊急時モニタリング計画については、掲載している URL 等をリ

スト化してまとめていく。 

（松田先生）近年、EMC 要員の eラーニングに対する理解度確認の合格基準が厳しく

なっており、何度も受けることはできるが、満点を取る必要がある。eラーニング

を導入する場合には、そのような合格基準を検討する必要がある。 

 

 

別添１ 
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（百瀬）松田先生に伺いたいが、自治体や地域の大学から EMC に派遣される方々に対

する教育については、県毎に実施されているのか。それとも、国や NEAT 等の専門

機関が主導的に実施されているのか。 

→（松田先生）道府県だと平時業務の OJT として、水準測定を通じて測定器の使い

方等を教育しているが、原子力防災に係る教育は外部委託にて実施している。

なお、国の原子力防災訓練の前に予行練習として、教育訓練を受けるようなス

ケジュールである。 

（床次先生）eラーニングや Webinar で実施する場合には理解度を確認するためにも

確認テストをセットにして実施するのが良いと思われる。また、コロナ禍によりオ

ンラインの講座を検討されているが、実習等の対面式講座でしか実施できない内容

もあると思われる。それらの点を整理いただけると分かりやすいと思われる。 

→（中野）今後、それらの点についても明確にできるよう検討していく。 

（野島専門職）兼務先の内閣府原子力防災担当（以下、内原防）の立場からお話しす

ると、EMC については県の環境放射線監視センターで要員選定等を行っている。是

非とも、本検討の有用性を高めるために茨城県の環境放射線監視センターにも相談

し、研修等の内容を検討していただきたい。なお、EMC は、内原防の主導ではなく、

原子力規制庁監視情報課のもとに動くこととなる。 

→（中野）拝承。今後、茨城県の環境放射線監視センターにも相談し検討していく。 

 

(3) 放射線管理分野（避難退域時検査）における力量の目安及びガイドの目次案 

吉田忠義 安全・核セキュリティ統括部危機管理課マネージャーから、放射線管理

分野（避難退域時検査）における力量の目安及びガイドの目次案について説明を行な

った後、意見交換を行なった。主な内容は以下の通り。 

（渡部先生）検査要員や専門家に必要な力量が多岐に渡っている。一人の者がすべて

の力量を持つというイメージか。それとも、チームとして網羅的に持つというイメ

ージか。 

→（吉田）検査要員は、各地域の自治体や診療放射線技師等の方々が担うと想定さ

れており、車両指定箇所検査や住民指定箇所検査等のチームに分かれて、各力

量項目に応じて対応すると考えている。一方で、専門家として派遣される方々

については、避難退域時検査について網羅的に知っておく必要があると考える。 

→（百瀬）力量項目について、例えば、ステップ 1、ステップ 2 のような段階分け

の力量付与とするのか。それとも、初めから全ての力量項目の習得を目指すの

か。 

→（吉田）専門家は、最低限のレベルとして検査要員に必要な力量を知っておいて

いただきたい。緊急時には教育訓練を受けたことがない検査要員が派遣される

可能性もあるため、その方々に対して指導できる立場であってほしい。その次
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のステップとして、測定器の特性や値の根拠等について把握し、他の要員に助

言できる方が想定される。また、次なるステップとして、住民に対する科学的

な説明や自治体責任者に助言できる方が想定されるが、初級、中級、上級のよ

うに力量を細かく識別するのは難しいと考えている。 

→（PO 高橋先生）力量項目の分け方について、力量の種類で分けるのか、それとも、

力量のレベルで分けるのか。今後、力量項目の適切な分け方や分類方法につい

て検討していただき、できれば今年度中にその案を提示していただきたい。ま

た、実際にその力量を見て派遣要請等を実施するのは行政であり、行政ニーズ

も踏まえて検討していただきたい。 

→（吉田）力量項目の分け方や分類方法については、環境モニタリング分野ととも

に検討していきたい。 

（松田先生）福島原発事故等の経験から指導的な専門家がいると、各地から集まった

要員に対して測定方法、リスクコミュニケーション方法等を指示し、統一的なルー

ルで対応できると思われる。緊急時には、そのような力量を備えた専門家が必要と

なる。 

→（百瀬）緊急時には多くの会場が設営され、各地から集まった要員がそれぞれ対

応すると想定される。その要員の中で、誰かがリーダー的な役割を担う必要が

あり、そのリーダーの養成のためにも平時の NW 活動が役に立てばと考えてい

る。 

（床次先生）力量付与のための教材として、既存のものを使用するのか。それとも、

新たに教材を開発するのか。また、教育、実習等について挙げているが、具体的に

はどのような方法で力量を付与するのか。 

→（吉田）教材について、現時点では既存の教材を紐付けるといった引用リストを

作成することを考えている。ただし、力量の認定制度を考えると、e ラーニン

グ等を実施するには新たな教材が必要になると考えている。本研究事業におい

ては、まずはその研修等のイメージを固めていきたい。 

→（百瀬）限られた活動期間の中で、本ネットワークの制度設計やたたき台となる

教材等を検討していく予定。また、eラーニング等の研修の在り方については、

本研究事業内で提言としてまとめていく。 

（野島専門職）内原防の立場からお話しすると、今年度、内原防から自治体に向けて、

購入すべき避難退域時検査の資機材について指示を出している。その資機材の設営

及び運用マニュアルを現在作成中であり、今回説明があったスライド P.4 の検査要

員の内容については内原防でマニュアル化する予定である。なお、NEAT の実務人材

研修等において、そのマニュアルを紹介していく形となる。一方で、検査要員は自

治体や電力事業者を想定していることから、スライド P.5 の専門家の力量項目につ

いては是非とも検討していただきたい。また、教材に関して、検査要員に係る内容
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は内原防でマニュアル化するため、その点を新たに検討する必要はないが、専門家

に係る内容として技術的な考え方やその根拠等については是非ともまとめていた

だきたい。今後、内原防ともコミュニケーションを取っていただき、本研究事業を

進めていただきたい。 

→（百瀬）例えば、その NEAT の実務人材研修等の事業において、JAEA や QST 等の

専門家が講師として参画することも可能か。 

→（野島専門職）その点については、まずは NEAT と相談して検討いただきたい。 

→（百瀬）この NW 活動を継続的に運用していくためには、NW 構成員がそのような

研修において講師になり、現場の状況を把握していくことが重要だと考えてい

る。今後、関係機関の意向も踏まえて検討していきたい。 

→（吉田）それらマニュアルについては最終的に HP 等で公開されるものなのか。 

→（野島専門職）作成したマニュアルについては、国会図書館等にも納められるが、

内原防の HP で公開する予定である。 

→（大町補佐）その他必要な教材があれば、関係省庁に照会することは可能である。 

 

(4) 緊急時放射線防護ネットワークのあり方の検討状況について 

①日本保健物理学会第 53 回研究発表会企画シンポジウムの報告 

②現行の原子力防災体制の整理及び緊急時放射線防護ネットワークの全体像について 

渡邊裕貴 サイクル研放射線管理部線量計測課員から、日本保健物理学会企画シン

ポジウムの報告及びその議論を踏まえた検討内容について説明を行なった後、意見交

換を行なった。主な内容は以下の通り。 

（PO 高橋先生）これまでの議論と同様に、本 NW の制度設計についても、規制庁や内

原防等の関係機関とも密に連絡を取りながら進めていただきたい。 

（立崎先生）医療従事者の力量管理については量研機構が研修受講者の一元管理を進

めているところであり、診療放射線技師については医療分野と放射線防護分野で登

録の重なりがでてくるかもしれない。また、専門家の中には緊急時モニタリング、

避難退域時検査、個人線量評価の全ての分野に関わる方もいるため、NW 登録時にあ

らかじめ整理しておくことが一案として考えられる。最後に、支援要請について所

属する機関によって要請の流れ等が異なるため、その点を考慮する必要があると思

われる。 

→（渡邊）現時点では NW に登録する際に、その方の専門分野や力量を登録するこ

とを想定している。また、各機関で要請の流れが異なる点も考慮して、本 NWの

制度設計をより明確にしていく。 

（栗原先生）中心的な専門家は、緊急時において各組織の委員等になっているのが現

状である。それら緊急時対応に係る優先順位付けを行うためにも、原子力災害にお

ける中核機関の上位組織として、国組織による指揮系統が必要だと考えられる。 
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→（百瀬）その点について JAEA でも同様な議論を行ったが、各地域の防災計画等

において緊急時の活動計画が定められていることから、中核機関は、緊急時に

は専門家への情報共有を主な役割とし、平時の役割として専門家の力量管理等

を行っていくことがメインになると考えている。 

（野島専門職）平時における取組みについて、国の組織は規制庁をイメージしている

と思うが、立地道府県等が抱える課題については内原防がすくい上げているので、

内原防ともコミュニケーションを取っていただきたい。また、内原防としても専門

家に確認したい技術的な内容があるため、その点についても意見交換ができればと

考えている。 

→（百瀬）今後、内原防との意見交換等についても、野島専門職にお力添えいただ

ければと考えている。 

（野島専門職）平時よりモニタリングポストの情報が公開されており、発災時には放

射性プルーム等の情報がリアルタイムに挙がってくることになる。専門家には、そ

れらモニタリング情報の問合せ対応にもお力添えいただくこととなる。 

（田中企画官）今後も規制庁や内原防と密に連絡を取りながら進めていただきたい。

また、将来的に例えば、原子力災害対策マニュアル等に明記された枠組みに、本 NW

を取り込んでいければと考えている。 

 

(5) 電力事業者を対象とした原子力防災訓練に関するアンケート調査 

渡邊裕貴 サイクル研放射線管理部線量計測課員から、電気事業者を対象とした原

子力防災訓練に関するアンケート調査について説明を行なった後、意見交換を行なっ

た。主な内容は以下の通り。 

（宮澤先生）アンケートの実施に関して、コロナ禍により自治体で実施する訓練の内

容は従来から変更されている点があるかもしれないが、電力事業者の訓練対応につ

いては大きく変わらないと考えられる。今後、電力事業者等の意見を踏まえて、ア

ンケートを実施していただければと思う。 

 

(6) 放射線安全管理学会企画セッションについて 

百瀬琢麿 サイクル研副所長より、令和 2 年 12 月 9 日～11 日に開催される日本放

射線安全管理学会第 19 回学術会議内企画セッション案について説明を行なった。 

（百瀬）令和 2年 12 月 10 日（木） 14:30～15:30 の時間帯において企画セッション

を開催する予定。企画セッションでの議論を踏まえて、NW 制度をより明確化してい

く。 

 

以上 
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令和２年度緊急時放射線防護ネットワークの構築事業に係る第２回検討会 

議事録（案） 

 

１．日 時：令和 3年 2 月 5日（金） 16 時 00 分～18 時 05 分 

２．場 所：ＷＥＢ開催（Ｚｏｏｍミーティング） 

３．出席者：別紙参照 

４．概 要： 

(1)第 1 回検討会からの活動状況 

①日本放射線安全管理学会第 19 回学術大会企画セッションの報告 

高田千恵 核燃料サイクル工学研究所（以下、サイクル研）放射線管理部次長兼

線量計測課長から、日本放射線安全管理学会第 19 回学術大会企画セッションにつ

いて報告を行った。 

 

②原子力防災訓練に関するアンケート調査の実施状況 

渡邊裕貴 サイクル研放射線管理部線量計測課員から、原子力事業者を対象とし

た原子力防災訓練に関するアンケート調査の実施状況について報告があった後、意

見交換を行った。主な内容は以下の通り。 

（谷口氏）例えば、医療機関等の他組織へのアンケートは実施しないのか？ 

→（渡邊）放射線防護の専門家として原子力事業者が各地域の原子力防災訓練に

数多く参加しており、今回は原子力事業者にターゲットを絞り、アンケート

調査を実施している。 

 

③宮城県避難退域時検査事前演習の視察報告 

吉田忠義 安全・核セキュリティ統括部危機管理課マネージャーから、宮城県避

難退域時検査事前演習の視察について報告があった後、意見交換を行った。主な内

容は以下の通り。 

（早川）検査後に通行許可証が配布されていたかと思うが、どのような内容が記載

されていたのか？ 

→（吉田）配布している様子を見たが、今回の視察では内容を確認できなかった。 

（立崎先生）車両検査について、ゲートモニタのほかに手作業による検査も実施し

ていたのか？また、安定ヨウ素剤の配布について、例えば、すでに安定ヨウ素剤

を持っているか等の質問を行い条件付けて配布していたのか、それとも、条件等

はなく全員に配布していたのか？ 

→（吉田）車両検査について、本演習において車両の指定箇所検査は全てゲート

モニタを使用して実施していた。その後、指定箇所検査にて有意となった車

別添 2 
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両については、手作業による確認検査を実施する流れであった。安定ヨウ素

剤の配布について、避難退域時検査の会場から退出する際、薬剤師等による

確認を行った上で、安定ヨウ素剤を配布していた。ただし、どのように条件

付けて配布していたかまでは確認できなかった。 

→（野島専門職）今回の事前演習は、今年度実施する予定であった女川地域の原

子力総合防災訓練に備えて行ったものである。今回の車両検査は、ゲートモ

ニタで指定箇所検査を実施し、確認検査を GM サーベイメータで行うことと

していた。安定ヨウ素剤の配布について、宮城県ではバスで避難する方々に

は一時集合場所で配布し、乗用車の方々は避難退域時検査場所で配布するこ

ととしている。また、ゲートモニタを通過する前に、安定ヨウ素剤服用に係

る確認表を渡して車両検査中に回答していただき、ヨウ素に対するアレルギ

ー等がある場合には、薬剤師に相談できる体制を設けている。 

（PO 高橋先生）最後のスライドの気づき点が、力量管理において重要な観点になる

と思われる。最新機器に関する知識については、常時更新していく必要がある。

最終的な力量管理の方法として、メインの講義を行ったうえで機器等の最新情報

に関する講義を実施し、専門家自身の知識を更新することが重要かと思われる。 

→（吉田）力量管理の観点で、最新機器に関する知識は重要な項目だと考えてい

る。常にアップデートすべき内容であり、例えば、力量管理における認定か

ら切り離すことも一つの手である。その場合、平時のネットワーク活動とし

て意見交換の場にて最新情報を共有していくことが、本ネットワークの価値

のある活動の一つになると考えている。 

→（PO 高橋先生）それら NW の制度設計も含めて、今後検討していただきたい。 

→（野島専門職）自治体が整備する避難退域時検査の資機材については、内閣府

原子力防災担当が把握しているので、その点で連携が必要だと思われる。ま

た、今回の視察において車両用ゲートモニタ警報設定の考え方の違いについ

ても挙げていただいたが、内閣府でも認識しており、今後も技術的な観点で

連携ができればと考えている。 

（松田先生）体育館ロビーでの住民確認検査は一人あたり何分ほど掛かっていたの

か？また、簡易除染は具体的にどのようなことを実施していたのか？ 

→（吉田）今回、車両検査を重点的に視察していたこともあり、住民の検査につ

いては指定箇所検査のみを確認していたが、2、3 分程度であった。なお、過

去の訓練視察においては、確認検査でも一人あたり 2、3分程度であった。避

難退域時検査のマニュアル上、サーベイ速度を毎秒 10 ㎝で測定するので、管

理区域内で行う汚染有無を確認する検査よりは、迅速に行うことができてい

た。また、簡易除染について、これも過去の訓練視察ではあるが、住民の方

にウェットティッシュを渡して、汚染の周囲から一方向に拭くように指導し
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て除染を行っていた。そして、拭いた後のティッシュはビニール袋に入れて

いただくという流れであった。 

（百瀬）環境モニタリングについても EMC 訓練視察を予定していたが、コロナウイル

ス感染症対策のため中止となってしまった。今後も可能であれば、環境モニタリン

グ分野に係る訓練視察を行う予定である。また、避難退域時検査の視察についても

可能であれば、今後、検討会メンバーや先生方にも是非加わっていただき、新たな

視点でコメントいただきたいと考えている。 

 

④民間企業における原子力防災の取り組み状況についての情報提供 

株式会社千代田テクノルの谷口氏から、民間企業における原子力防災の取り組み

状況について説明があった後、意見交換を行った。主な内容は以下の通り。 

（百瀬）内閣府原子力の予算で各自治体に最新機器が整備されているが、それら最新

機器の技術的な情報の公開や提供についても、企業の取り組みとして位置づけられ

ているものと考えてよいものか？ 

→（谷口氏）そのような理解でよい。千代田テクノル原子力事業本部では、原子力

防災に対し、積極的に取り組んでいくと考えているところ。 

→（百瀬）例えば、本 NW の枠組みにおいて、機器の最新知見をお知らせいただく

等の連携も考えられるのか？ 

→（谷口氏）基本的には問題ないが、内容によっては関係機関への確認は必要とな

ると思われる。 

（百瀬）緊急時には放射線に関してあまり馴染みのない自治体関係者が多く参集する

と思われるが、教育のプログラムや教材について、専門家ではなく、そのような方々

に対して伝えるという視点で、工夫などはあるのか？ 

→（谷口氏）自治体が実施する基礎研修や関係者研修に、積極的に参画しているが、

それら研修には国が作成した標準テキストを使用している。基礎研修では、過

去に似たような教育を受けた方もいたが、サーベイメータを初めて操作する方

も多かった。また、関係者研修はバスやタクシーの運転手が対象であり、理解

促進のため、標準テキストのほかに補足資料等を用意して研修を行っている。

本検討会で議論すべき内容ではないと思うが、今後、それら標準テキストの見

直し等の活動も必要だとは考えている。 

→（百瀬）研修事業の内容に係る見直しについては、例えば、その事業において適

切に評価され、アップデートされていくものだと理解している。ただし、本 NW

の枠組みの中で、専門家間でそのような問題意識を共有し、関連学会と連携す

る働きかけは可能であると考えている。 

（中野）メーカーが取り扱う機器について、例えば、その使用方法の動画をホームペ

ージ等で公開していただきたい。そうすれば、教育を受ける前に、事前学習が可能
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になると思われる。また、実習に行けない場合でも、その動画を見ることで機器の

操作等のイメージがつきやすくなる。 

→（谷口氏）いただいた意見については社内で検討する。また、JAEA でもサーベイ

メータの使い方の動画を YouTube 等で公開していたかと思われるが、我々の教

育においてもそのような動画を参考にさせていただいた。 

（渡邊）NW 制度の全体像の図にも関連するが、民間企業は平時における基礎研修や訓

練等に参画することが想定されるのか？また、そのような平時の活動を踏まえると、

自治体から緊急時においても何かしらの支援をいただきたい等の話が挙がるので

はないかと考えている。 

→（谷口氏）平時の基礎研修や訓練については、今後も積極的に関与していくとこ

ろであり、現在も基礎研修の実習部分において、マントル線源や霧箱等を用い

て工夫しながら研修を行っている。また、緊急時の支援については、各地域で

個別の対応になると思われるが、医療分野では汚染検査の支援として、2つの

県において緊急時医療支援に係る協力体制に参加しており、緊急時において可

能な範囲での支援を行うこととしている。 

 

(2)今年度のまとめ、来年度の予定 

百瀬琢麿 サイクル研副所長より、今年度のまとめ及び来年度の予定について説明

があった後、意見交換を行った。主な内容は以下の通り。 

（高田）スライド P.4 の「令和 3年度実施計画」について、人材の登録・認定・管理

方法は中核機関の機能の一つになると思われる。中核機関の機能として、手引きの

提供や、それら情報のブラッシュアップについても担う必要があるため、令和 3 年

度にはそれらを含めた中核機関の在り方を提案していく予定である。具体的には、

スライド P.2 の「NW 運営の概要」にて示した中核機関の活動について、本研究事業

終了後にどのように実現していくのかという点をお話しできればと考えている。原

子力規制庁、内閣府等の国や他機関の動きも可能な限り考慮したうえで、中核機関

の在り方について提案していく。 

（野島専門職）内閣府の立場として、避難退域時検査については、これまで様々な検

討を行ってきた。今年度、内閣府から自治体に対し、来年度より整備すべき資機材

をお知らせしており、それら資機材の運用に係るマニュアル作成を委託事業として

千代田テクノルにお願いしている。そして、来年度には、作成したマニュアルを使

用し、避難退域時検査を上手く運用できるのか検討を行う予定である。機会があれ

ば、そのような内閣府の動きについても今後、紹介できればと考えている。また、

自治体の基礎研修についても内閣府原子力防災担当が費用支援や検討を行ってお

り、また、JAEA-NEAT とも様々な取り組みを行っているので、さらに連携し本研究

事業を進めていただければと思う。 
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（立崎先生）手引きについて、個別活動として環境モニタリングと避難退域時検査に

係る検討を行っているが、それら以外の緊急時活動も考えられる。それらの活動に

ついても網羅して簡単に説明するのが良いと思われる 

→（百瀬）まずは本研究事業のスコープとして、環境モニタリングと避難退域時検

査にターゲットを絞っているところであるが、最終的な報告としては、その他

の緊急時活動も考慮してまとめていきたい。 

（百瀬）スライド P.2 の「NW 運営の概要」について、大学の先生方に伺うが、大学組

織の位置付け方について意見等をいただきたい。 

→（松田先生）過去に大学間のネットワークの構築を検討したが、学生の中にも原

子力防災分野に興味を持っており、何らかの形で大学からも本 NW 活動に参画

できる仕組みがあると良い。ただし、個人の興味で NW に応募ができるのか、

少し分からないところである。また、実災害に派遣されるのは限られた人達だ

と思われるが、人材のベースを広げることは重要だと考えている。大学組織と

しては、力量付与の視点で、教育コンテンツや評価システムの作成について協

力可能だと考えている。 

→（床次先生）弘前大学では、被ばく医療プロフェッショナルという社会人向け養

成コースを、JST の予算で実施していた。事業は終了したが、技能維持を目的

として年 1回の研修を行っている。また、大学院に被ばく医療コースを設けて

おり、将来的に原子力防災にも関われるように教育実習を行っている。 

（PO 高橋先生）今後の議論として、中核機関の役割を明確にしていただきたい。今回

参加いただいた千代田テクノル 谷口氏の意見も本 NW 制度に反映していただくと

ともに、来年度前半には自治体の方々や、NW 応募者になられる方々に、本 NW に応

募できるのか、ネックとなる部分はどのような点かなどを伺い、実効性の高いシス

テムを提案いただきたい。高田氏からも説明があったが、学会にてアンケートを行

うなどして、幅広く関係者の意見を取り込んでいただきたい。 

 

５．今後の予定： 

（百瀬）第 3 回検討会を 2月 25 日（木）10:30 から開催する。 

 

以上 
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令和２年度緊急時放射線防護ネットワークの構築事業に係る第３回検討会 

議事概要 

 

１．日 時：令和 3年 2 月 25 日（木） 10 時 30 分～12 時 30 分 

２．場 所：ＷＥＢ開催（Ｚｏｏｍミーティング） 

３．出席者：別紙参照 

４．概 要： 

１）緊急時放射線防護ネットワークの制度設計 

渡邊裕貴課員から、緊急時放射線防護ネットワークの制度設計の検討状況につい

て報告があった。 

 

２）要件リスト及び専門家向けガイドの検討状況について 

①環境モニタリング分野における力量の目安及びガイドの目次案 

中野政尚次長から、環境モニタリング分野における力量の目安及びガイドの目

次案の検討状況について報告があった。 

②放射線管理分野（避難退域時検査）における力量の目安及びガイドの目次案 

吉田忠義マネージャーから、放射線管理分野（避難退域時検査）における力量の

目安及びガイドの目次案について報告があった。 

 

３）まとめ、今後の予定 

百瀬琢麿副所長から、今年度のまとめ及び今後の予定について説明があった。 

 

 

 

以上 
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I　緒 論

茨城県東海地区に位置する（国研）日本原子力研究開
発機構原子力科学研究所（以下，原科研），同機構核燃
料サイクル工学研究所（以下，サイクル工研），日本原
子力発電（株）東海発電所・東海第二発電所（以下，原

電）では茨城県環境放射線監視計画に基づくモニタリン
グ地点がオーバーラップしていることから，1972年よ
り平常時環境モニタリングに関して環境放射線監視担当
者が相互に協力するための「東海地区環境評価委員会（以
下，委員会）」を 3か月に 1回の頻度で開催している。

2011年 3月の東京電力（株）福島第一原子力発電所（以

Jpn. J. Health Phys., 55 (2),  102～ 109 (2020) DOI: 10.5453/jhps.55.102
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山田　純也*4，前田　英太*4, †

（2020年 3月 17日受付）
（2020年 4月 28日採択）

A Knowledge-Sharing Activity on the Environmental Radiation Monitoring Results Affected by the Fukushima-Daiichi 
Nuclear Power Plant Accident at Tokai-Oarai Area in Ibaraki Prefecture

Masanao NAKANO,*1, # Kenji HOSOMI,*1 Shusaku NISHIMURA,*1 Natsumi MATSUBARA,*1 Takehisa OKURA,*2 
Akihiko KURAMOCHI,*2 Masatsugu KAWASAKI,*2 Erina TAKEUCHI,*2 Yutaka FUJII,*3 Tsukasa JINNO,*3 

Oki HIGASHIJIMA,*3 Makoto HASHIMOTO,*4 Junya YAMADA*4 and Eita MAEDA*4, †

After the Fukushima-Daiichi Nuclear Power Station (1F) Accident in March 2011, the increase was significantly observed in 
a part of the result of the environmental radiation monitoring in Ibaraki prefecture. “The review meeting of the environmental 
effect from 1F accident” was established to discuss technically the fluctuation of monitoring data. The review meeting 
collected the monitoring data from the four nuclear operators, and discussed a fluctuating trend, 134Cs/137Cs activity ratio, and 
so on. In this report, the results of the dose rate and 137Cs in fallout, surface soil, flatfish and seabed sediment are introduced. 
Also the problem solving in the review meeting is introduced.

KEY WORDS: environmental monitoring, dose rate, 137Cs concentration, 134Cs/137Cs activity ratio, Fukushima Daiichi Nuclear 
Power Station.
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下，1F）事故以降，1Fから南南西約 110 kmに位置する
東海地区の環境放射線モニタリング結果の一部に上昇
が観測された。当初，主な放出核種である 134Csおよび
137Csについては 134Cs/137Cs放射能比を定量することで，
その原因が 1F事故の影響であることが明確にできてい
たものの，134Csの半減期（約 2.1年）が 137Csの半減期
（約 30年）に比べて短いため，近年では，環境試料の種
類によっては 134Cs/137Cs放射能比を定量することが困難
なケースもあり，137Cs検出の原因を 1F事故影響と明確
に判断することが困難になりつつあった。
このような観点から，サイクル工研では核原料物質，
核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律および使用済
燃料の再処理の事業に関する規則に基づき，四半期毎に
原子力規制委員会に報告している環境放射線管理報告書
に記載する「平常の変動幅」について，これまで 1F事
故前のデータで設定した「平常の変動幅①」に代わり，
1F事故後のデータを含めて設定した「平常の変動幅②」
を決定する必要があった。「平常の変動幅②」の設定方
法については，多分に 1F事故影響を含むため，環境試
料の種類によっては「平常の変動幅①」の設定方法を大
きく変える必要があり，委員会メンバーを交えて検討し，
その結果 1)を 2018年度から環境放射線管理報告書に記
載する「平常の変動幅」に使用している 2)。
さらに，技術的観点から 1F事故起源の環境放射線（能）

変動等について意見交換する場として，委員会メンバー
に（国研）日本原子力研究開発機構大洗研究所（以下，
大洗研）を含めた 4つの事業所による「福島第一原発事
故による環境影響検討会」を立ち上げ，それぞれで取得
したモニタリング結果について担当者ベースで情報交換
をするとともに，環境試料中 134Csおよび 137Cs濃度の測
定値および放射能比を収集し，種々の角度から変動傾向
等を検討した。第 1次活動として，2016年 10月～ 2017

年 4月の期間でデータ収集，検討を行った。さらに，第
2次活動として，2018年 5月～ 2019年 6月の期間でデー
タ収集を行い，2017年度までのデータを追加して検討
した。
本報告では，データ収集・検討過程で得られた主な結

果とそれに関連する課題検討について紹介したい。

II　データ収集項目

データ収集の対象としては，2017年度終了時点でも
1F事故の影響を受けている以下の項目とした。

・ 陸上監視項目…… 空間放射線線量率，大気中塵埃，降

下じん，表土，河川・湖沼水，精米，
葉菜

・ 海洋監視項目…… 海水，海産生物（シラス，カレイ・
ヒラメ，貝類，褐藻類），海底土

本報告ではこの中で空間放射線線量率と環境試料のう
ち降下じん，表土，海産生物（カレイ・ヒラメ），海底
土についての結果を紹介する。線量率測定地点を Fig. 1

に，環境試料採取地点を Fig. 2に示す。
なお，原科研，サイクル工研，大洗研においては，自
主測定データを含めて統計的に有意になった全データ
を，原電においては茨城県環境放射線監視計画に対する
報告に使用したデータを用いた。また，一部グラフ（Fig. 

3，5，7）中の凡例において，事業所名に略号を使用し
ているが，その意味は以下の通りである。
　T：原電，G原科研，C：サイクル工研，O：大洗研
合わせて，収集過程で抽出された線量率の将来予測に
関する検討結果【課題 1】，測定に関する情報共有【課題 2】
についても紹介したい。

III　データ収集・検討結果

1.　空間放射線線量率

原電，原科研，サイクル工研，大洗研の固定観測局
51か所（モニタリングステーションおよびモニタリン
グポスト）に設置している NaI(Tl)シンチレーション検
出器で測定した空間放射線線量率の月平均値について収
集・検討した。
 » 線量率の月平均値は 1F事故以降減少傾向が続いてい
る。1F事故前（2011年 2月）は，主に天然放射性核種（U

系列，Th系列，40K）からの線量率で月平均値は 30～
53 nGy/hの範囲であったが，1F事故後は数回にわたっ
て放射性プルームが飛来し 3)，線量率計周辺の樹木や
地表等に沈着した放射性物質の影響により，2011年 4

月の月平均値で 110～ 1,100 nGy/hと大きく上昇した。
その後線量率は減少を続け，2018年 3月時点の月平
均値で 42～ 119 nGy/hであった（Fig. 3）。

 » 1F事故による線量率の上昇幅は，周辺環境や検出器
高さに大きく左右された。特に周りに木が生い茂って
いるモニタリングポストで線量率が高い傾向が観測さ
れた。

 » ある年の基準日（4月 1日）を初期値とした 134Csお
よび 137Csの物理的減衰から計算される線量率の理論
値※ 1と実測値の差分は年々少なくなりつつあり，1F

事故から数年が経過してウェザリング効果による影響
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が少なくなってきたと思われるが，一部で理論値より
も大きく減少している局舎も見られた。これらについ
ては個別に調査し，学会発表等を行った 4, 5)。

 » 今後の線量率の予測方法については，134Csおよび
137Csの線量率への寄与割合やウェザリング効果を踏
まえた将来予測式を 2018年にサイクル工研が保健物

Fig. 1　Measurement points for dose rate. Fig. 2　Sampling points for the environmental samples.

Fig. 3　Monthly averaged dose rate of ambient radiation.
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理誌 1)で発表しているが，1F事故から 7年が経過し
た時点でより簡便で精度の良い方法について検討し
た。→【課題 1】

※ 1　線量率の理論値（（1）式）

A(t) = (A0 – BG) (r134･0.5 
t

2.0648 + r137･0.5 
t

30.1671) + BG （1）

A0 ： 基準日の線量率
t ： 基準日からの経過年 (y)

r134 ： 基準日の 134Csおよび 137Csからの線量率にお
ける 134Csの寄与割合※

r137 ： 基準日の 134Csおよび 137Csからの線量率にお
ける 137Csの寄与割合※

　　※ 基準日における 134Cs/137Cs放射能比と両核種の空
気衝突カーマ率定数から算出

2.0648：134Csの半減期（y）
30.1671：137Csの半減期（y）
BG ：1F事故前の線量率（ほとんどが天然核種から

の寄与）

2.　降下じん

原科研，サイクル工研，大洗研の構内建家屋上に設置
した大型水盤（0.5 m2）において，1か月間採取した降
下じん試料を月初めに回収し，加熱による乾燥後，ゲル
マニウム半導体検出器（以下，Ge検出器）で 80,000秒
測定された 3か所の降下じん中 137Cs濃度（月間降下量）
について収集・検討した。
 » 137Cs月間降下量は 1F事故前では不検出の場合が多
かったが，1F事故後は 10,000 Bq/m2/月程度まで上昇
した。その後 1年間で 10 Bq/m2/月程度まで減少し，
2015年までは引き続き減少傾向がみられたが，それ
以降の減少はあまり見られない。また，3つの事業所
間の濃度のばらつきは他の項目に比べて少なかった
（Fig. 4）。
 » 月間降下量が春先（2～ 4月）に高くなるという季節
変動が顕著に見られる。その時期の茨城県においては
耕作していない畑が多くあり，乾燥状態で強風が吹く
場合に土が舞い上がるため，採取される降下じんの重
量も多めになる傾向があり，その結果 137Cs月間降下
量も多くなることが観測された。

 » 134Csについてサム効果補正を開始した時期は事業所
によってそれぞれであるが，4つの事業所全てでサム
効果補正を実施した 2013年以降，134Cs/137Cs放射能比
の実測値は，1Fから大気中に放出された 134Csおよび

137Csの推定総放出量 6)を減衰補正して得られる理論
値※ 2の上下に均等して分布した。

 » サイクル工研において，1F事故後約1年半にわたって，
降下じんの全 β放射能測定および γ線放出核種分析，
一部試料について 90Srおよびプルトニウム（239, 240Pu

および 238Pu）分析を実施した結果については，学会
発表等を行った 7, 8)。

※ 2　134Cs/137Cs放射能比の理論値（式（2））

134Cs
137Cs (x) =

9.01 × 0.5
x

2.0648

8.83 × 0.5
x

30.1671
 （2）

x ：1F事故からの経過年数
9.01 ：1F事故による 134Cs大気放出量（PBq）
8.83 ：1F事故による 137Cs大気放出量（PBq）

3.　表土

日立市，東海村，ひたちなか市，那珂市，鉾田市で
採取した表土については，105°Cで数日間乾燥した後，
2 mmメッシュの篩を通し，乾燥重量 0.2～ 3 kgを測
定容器に封入したものを測定試料とした。Ge検出器で
50,000～ 80,000秒測定された表土中 137Cs濃度について
収集・検討した。
 » 表土中 137Cs濃度は 1F事故前では過去の大気圏内核実
験等の影響により 1～ 100 Bq/kg乾であったが，1F事
故により大気放出された放射性物質が表土に沈着する
ことで表土中の 137Csが 100～ 1,000 Bq/kg乾まで上昇
した。その後も表土に沈着した 137Csは急激に移行す
ることはないため減少量は少なかった。一方で，表土
付近の樹木が枯れて地表に落下し，その後腐葉土にな

Fig. 4　Monthly amount of 137Cs in fallout.
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り，土壌に混合されることで，新たな 137Csの供給源
になるために，減少どころか事故後数年を経過しても
137Cs濃度はさらに増加する場合があった（Fig. 5）。

 » 134Cs/137Cs放射能比の実測値については，（2）式で求
めた理論値に比べて系統的に約 5%低くなっていた。
1F事故前の 137Cs濃度分を差し引いたとしても系統的
に低くなっており，何か別の原因が考えられる。既報
告 9)においても 134Csのサム効果補正不足が報告され
ている。

4.　海産生物（カレイ・ヒラメ）

東海沖，磯崎沖，大洗沖で採取したカレイ・ヒラメに
ついては，部分け後可食部のみを 105°Cで数日間乾燥し，
450°Cで灰化した後，灰重量 50～ 240 gを測定容器に
封入したものを測定試料とした。Ge検出器で 80,000秒
測定されたカレイ・ヒラメ中 137Cs濃度について収集・
検討した。
 » カレイ・ヒラメ中 137Cs濃度は 1F事故前では過去の大
気圏内核実験等の影響により約 0.1 Bq/kg生であった
が，1F事故による海洋への直接放出または大気拡散
後の海面沈着により海水中の 137Cs濃度が上昇し，カ
レイ・ヒラメに移行した結果，30 Bq/kg生程度まで上
昇した。その後ゆるやかに減少を続け，幾何平均値は
2015年で 1.1 Bq/kg生，2017年で 0.65 Bq/kg生となっ
た（Fig. 6）。

 » カレイ・ヒラメ中 137Cs濃度は，採取地点によるばら
つきよりも，魚種・魚体の大きさに依存すると思われ
る。ヒラメの体長とヒラメ中 137Cs濃度の関係につい
ては個別に調査し，学会発表等を行った 10)。

 » 1F事故から年月が経ち 137Cs濃度が事故前レベルに
近づくにつれて，134Cs/137Cs放射能比の実測値は理論
的計算値に比べて系統的に数 %低くなっている。測
定値には過去の大気圏内核実験等により放出された
137Csが含まれているため，1F事故前の典型的な 137Cs

濃度（0.1 Bq/kg生）を差し引いて計算したところ，（2）
式で求めた理論値とほぼ一致した。

5.　海底土

日立市地先，東海村地先，ひたちなか市地先，大洗町
地先，鉾田市地先で採取した海底土については，105°C

で数日間乾燥した後，2 mmメッシュの篩を通し，乾燥
重量 0.4～ 3 kgを測定容器に封入したものを測定試料と
した。Ge検出器で 50,000～ 80,000秒測定された海底土
中 137Cs濃度について収集・検討した。

 » 海底土中 137Cs濃度は 1F事故前では過去の大気圏内核
実験等の影響により 0.1～ 1 Bq/kg乾であったが，1F

事故による海洋への直接放出または大気拡散後の海面
沈着により海水中の 137Csが上昇し，それが海底土に
移行した結果，100 Bq/kg乾程度まで上昇した。その
後は表土とは異なり，ゆるやかに減少を続け 2015年
で 10 Bq/kg乾程度となったが，それ以降の減少はさ
らにゆるやかで，2018年で 10 Bq/kg乾未満となった
（Fig. 7）。
 » 海底土は採取地点による濃度のばらつきは大きく，約

10倍の幅があったが，1Fからの距離には依存してい
なかった。本試料についての粒径分布の測定は行って
いないが，既報 11)により，濃度のばらつきは海底土
の土質（直径 77 μm未満の微粒子の存在量）に依存し
ていることが分かっている。
134Cs/137Cs放射能比の実測値については，（2）式で求

めた理論値に比べて系統的に約 10%低くなっていた。
1F事故前の 137Cs濃度を差し引いたとしても系統的に低

Fig. 5　137Cs concentration in surface soil.

Fig. 6　137Cs concentration in fl atfi sh.
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くなっており，何か別の原因が考えられる。既報告 9)に
おいても 134Csのサム効果補正不足が報告されている。

IV　課 題 検 討

IIIに示したデータ収集・検討過程で抽出された課題
等について，以下の通り取り組んだ。

課題 1：空間放射線線量率（月平均値）の予測方法
保健物理誌で発表した方法 1)は，1F事故後数年後か
ら検討を重ね，134Csおよび 137Csの寄与割合やウェザリ
ング効果を踏まえて，指数関数のべき乗部分を予測する
ことにより将来の線量率範囲を推定する方法であるが，
1F事故後 7年を経過して以下の状況にあることから，
物理現象を踏まえて予測するよりも，より簡便に数値を
合わせるだけの予測方法を検討した。
 » 2018年 4月の周辺環境の 134Cs/137Cs放射能比の理論値
が 0.11となり，134Csの存在比が約 1割となった。

 » 天然核種を除いた線量率存在比としては，134Cs：
137Cs = 0.11：1の放射能存在比に空気衝突カーマ率
定数（134Csおよび 137Csで 0.208および 0.0771[(μGy/

h)/(MBq/m2)] 12)）を乗じた線量率寄与割合が 134Cs：
137Cs = 1：3である。

 » ウェザリング効果による影響が少なくなってきた，人
為的な環境変化がない限りは大きく線量率が変化する
ことはない。

51局舎のうち，2018年 3月時点で最も線量率の高い
原科研MS-1において線量率は 119 nGy/hであった。そ
の内訳は 1F事故前の線量率（BG）および 2018年 4月
現在の 134Cs/137Cs放射能比を考慮して BG：40 nGy/h，
134Cs：19 nGy/h，137Cs：60 nGy/hと推定される（Table 

1）。また，134Csおよび 137Csの物理的減衰のみを考慮
すると，1F事故から 10年経過する 2021年 4月の線量
率は 103 nGy/h（内訳は BG：40 nGy/h，134Cs：7 nGy/h，
137Cs：56 nGy/h）であり，1F事故による線量増加に対す
る 134Csの寄与は 10%程度に減少する。

1F事故以降の線量率は，134Cs/137Cs放射能比が刻々と
変化する 134Csおよび 137Csの物理的減衰および同じく
刻々と変化するウェザリング効果に支配されていた（事
故後 2か月は放射性ヨウ素や放射性テルルも空気試料か
ら検出されていた 3)ことからこれら短半減期核種からの
寄与もあった）。しかし年月が経過するにつれ，134Csか
らの寄与は相当に小さくなり（Fig. 8），また 1F事故後
10年が経過してウェザリング効果による影響が少なく
なってきた。このような状況においては，線量率の変化
は 137Csの物理的減衰と安定したウェザリング効果に起
因するものになり，134Cs/137Cs放射能比やウェザリング
効果の変化にはさほど依存しなくなるため，観測された
線量率から BGを差し引いた線量率は，前年度の線量率
を近似した指数関数でより簡便な方法で推定が可能にな
ると考えられる。
以上より，①前年度の各月の BG減算線量率月平均値

12個を指数関数で近似して，②外挿することで当該年

Fig. 7　137Cs concentration in seabed sediment.

Ta ble 1　Monthly averaged dose rate and breakdown of 
ambient radiation at MS-1 in 2018 and 2021.

年月 空間放射線線量率（nGy/h）
BGから 134Csから 137Csから

2018年 3月
（1F事故後 7年）

119
40 19 60

2021年 3月推定
（1F事故後 10年）

103
40 7 56

Fig. 8　Monthly averaged dose rate and breakdown of 
ambient radiation at MS-1.
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度の中央値とする。③前年度の各月の線量率（BG減算）
と指数関数で近似値との差分絶対値の平均値を Δとし，
④その 3倍の値（3Δ）を外挿値に加算・減算し，それ
らに BGを加算して当該月の上限値・下限値とするのが
妥当であろう（Fig. 9）。

課題 2：Ge測定に関する情報共有
第 2次活動においては，Ge検出器による γ線放出核

種測定方法に関する情報共有を実施した。これは各事業
所が工夫している良い点をそれぞれ取り入れることで，
より効率的，合理的な測定が実現できることが期待でき
る。
例えば海水，河川水，飲料水中の 134Csおよび 137Cs等

の分析においては，原電と原科研は放射能測定法シリー
ズ 13)に従い，リンモリブデン酸アンモニウム―二酸化
マンガン吸着法（以下，AMP法）を使用して沈殿を作
成しているが，サイクル工研と大洗研では AMP法と同
等の回収率が得られるヘキサシアノ鉄（II）酸ニッケル
―水酸化鉄（III）共沈法 14)を使用している。本法は放
射能測定法シリーズに記載のない方法ではあるが，操作
が簡便であるためより実用的な方法である。

Ge検出器に必要な校正（バックグラウンド測定，エ
ネルギー校正，効率校正）の頻度や測定時間，測定に使
用する容器の形状やサイズについても，事業所それぞれ
に違った方法となっており，興味深いものがあった。線
源容器については，サイクル工研と大洗研ではすでに共
通化して校正用体積線源を共有しているが，将来的に測
定容器の統一化ができれば事業所間の測定誤差の低減に
寄与するだけでなく，Ge検出器用標準線源の共有によ
るコスト低減に資する可能性がある。

V　ま と め

「福島第一原発事故による環境影響検討会」において
1F事故影響を受けた環境モニタリングデータを収集・
共有した。データの特徴，変動傾向等についての議論を
通して担当者のスキルアップ，人脈形成に資することが
できた。これは将来の環境モニタリング業務を担う人材
育成や技術伝承にもつながるものであり，所期の目的以
上に大きな成果を得ることができた。
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.s
m

ar
ts

tr
ea

m
.n

e.
jp

/s
ch

oo
l/c

om
pa

ny
.h

tm
lよ

り
。
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必
要

な
力

量
ポ

イ
ン

ト
教

材
等

検
査

要
員

車
両

用
ゲ

ー
ト

モ
ニ

タ
の

設
置

・
操

作
方

法
検

査
責

任
者

等
の

指
示

に
従

い
，

機
器

の
設

置
及

び
操

作
を

行
い

，
表

面
汚

染
測

定
を

行
う

。

サ
ー

ベ
イ

メ
ー

タ
等

の
操

作
方

法
サ

ー
ベ

イ
メ

ー
タ

等
を

適
切

に
操

作
し

て
，

表
面

汚
染

測
定

を
行

う
。

車
両

・
住

民
の

指
定

箇
所

検
査

方
法

指
定

箇
所

検
査

に
お

け
る

方
法

（
測

定
場

所
（

車
両

：
ワ

イ
パ

ー
，

タ
イ

ヤ
，

人
：

頭
・

顔
，

手
部

，
足

裏
）

，
走

査
速

度
1
0
 
c
m
/
s
，

判
定

基
準

“
6
 
k
c
p
m
”

な
ど

）
を

理
解

し
，

適
切

に
ス

ク
リ

ー
ニ

ン
グ

で
き

る
。

車
両

・
住

民
の

確
認

検
査

方
法

確
認

検
査

に
お

け
る

方
法

（
走

査
速

度
1
0
 
c
m
/
s
，

高
い

箇
所

で
1
0
秒

固
定

，
判

定
基

準
“

4
0
 
k
c
p
m
”

な
ど

）
を

理
解

し
，

適
切

に
ス

ク
リ

ー
ニ

ン
グ

で
き

る
。

車
両

・
住

民
の

簡
易

除
染

方
法

簡
易

除
染

方
法

（
汚

染
箇

所
の

周
囲

か
ら

中
心

に
向

け
て

，
1

枚
1
拭

き
，

1
拭

き
で

測
定

，
拭

き
取

り
2
回

ま
で

な
ど

）
を

理
解

し
て

，
適

切
に

簡
易

除
染

で
き

る
。

車
両

・
住

民
の

誘
導

方
法

検
査

責
任

者
等

の
指

示
に

従
い

，
適

切
に

誘
導

す
る

。

作
業

装
備

の
着

脱
装

方
法

タ
イ

ベ
ッ

ク
ス

ー
ツ

な
ど

適
切

に
着

脱
装

で
き

る
。

除
染

廃
棄

物
の

処
理

方
法

検
査

責
任

者
等

の
指

示
に

従
い

，
適

切
に

廃
棄

物
を

処
理

す
る

。

避
難

退
域

時
検

査
に

お
け

る
専

門
家

力
量

ガ
イ

ド
（

案
）

・
原

子
力

災
害

時
に

お
け

る
避

難
退

避
時

検
査

及
び

簡
易

除
染

マ
ニ

ュ
ア

ル
（

規
制

庁
）

h
t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
.
n
s
r
.
g
o
.
j
p
/
d
a
t
a
/
0
0
0
1
1
9
5
6
7
.
p
d
f

・
原

子
力

災
害

時
に

お
け

る
防

災
関

係
者

の
た

め
の

防
護

装
備

及
び

放
射

線
測

定
器

の
使

用
方

法
に

つ
い

て
h
t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
8
.
c
a
o
.
g
o
.
j
p
/
g
e
n
s
h
i
r
y
o
k
u
_
b
o
u
s
a
i
/
p
d
f
/
0
2
_
g
e
n
b
o
u
p
a
n
f
u
.
p
d
f

・
平

成
 
3
0
 
年

度
原

子
力

施
設

等
防

災
対

策
等

委
託

費
事

業
「

原
子

力
災

害
時

の
医

療
に

関
わ

る
実

践
研

修
テ

キ
ス

ト
－

避
難

退
域

時
検

査
・

簡
易

除
染

－
」

（
原

安
協

；
非

公
開

）
・

避
難

退
域

時
検

査
の

資
機

材
設

営
及

び
運

用
マ

ニ
ュ

ア
ル

（
内

閣
府

原
防

；
整

備
中

）

力
量

区
分

資
料
R2
-3
-6

別
添
6



必
要

な
力

量
ポ

イ
ン

ト
教

材
等

力
量

区
分

専
門

家
初

級
検

査
要

員
に

必
要

な
力

量
を

レ
ク

チ
ャ

ー
で

き
る

前
述

（
検

査
要

員
）

し
た

力
量

の
発

揮
に

必
要

な
指

導
・

助
言

を
現

地
で

実
施

で
き

る
。

検
査

要
員

用
教

材
と

同
様

中
級

車
両

用
ゲ

ー
ト

モ
ニ

タ
や

サ
ー

ベ
イ

メ
ー

タ
等

の
構

造
，

特
性

の
知

識
を

有
す

る
測

定
器

の
特

徴
（

検
出

器
面

積
，

温
度

ド
リ

フ
ト

，
測

定
可

能
な

B
G
上
限
，
走
査
速
度
と
応
答
性
，
光
ノ
イ
ズ
，
耐
衝
撃
性
，
方
向

特
性
な
ど
）
を
理
解
し
，
助
言
で
き
る
。

―

表
面

汚
染

サ
ー

ベ
イ

メ
ー

タ
の

操
作

方
法

・
電

源
投

入
方

法
・

使
用

前
点

検
の

方
法

・
測

定
レ

ン
ジ

・
時

定
数

・
モ

ニ
タ

音
等

の
設

定
方

法
・

警
報

設
定

の
方

法
（

あ
る

場
合

）
　

な
ど

測
定

器
に

よ
る

検
出

器
面

積
の

違
い

・
汚

染
判

定
基

準
（

6
 
k
c
p
m
/
4
0
 
k
c
p
m
；

2
0
 
㎝

2
の

場
合

）
が

検
出

器
面

積
に

依
存

す
る

。
・

実
際

に
取

り
扱

う
測

定
器

の
検

出
器

面
積

（
及

び
機

器
効

率
）

か
ら

判
定

基
準

を
算

出
で

き
る

。

β
線

エ
ネ

ル
ギ

ー
に

よ
る

感
度

の
違

い
（

エ
ネ

ル
ギ

ー
特

性
）

・
汚

染
核

種
（

1
3
1
I
 
o
r
 
1
3
7
C
s
 
o
r
 
他

)
に

よ
り

機
器

効
率

が
変

化
す

る
。

・
実

際
に

取
り

扱
う

測
定

器
の

エ
ネ

ル
ギ

ー
特

性
を

把
握

す
る

。

温
度

変
化

に
よ

る
測

定
値

の
ふ

ら
つ

き
（

温
度

ド
リ

フ
ト

）
・

測
定

器
周

辺
温

度
に

よ
っ

て
検

出
効

率
の

変
化

（
温

度
ド

リ
フ

ト
）

が
生

じ
る

こ
と

が
あ

る
。

・
温

度
補

償
回

路
を

有
し

て
い

て
も

，
急

激
な

温
度

変
化

（
温

度
衝

撃
）

で
ふ

ら
つ

く
こ

と
も

あ
り

。
・

実
際

に
取

り
扱

う
測

定
器

の
温

度
ド

リ
フ

ト
を

知
る

。

J
.
S
a
e
g
u
s
a
,
e
t
 
a
l
.
,
T
e
m
p
e
r
a
t
u
r
e
 
p
e
r
f
o
r
m
a
n
c
e
 
o
f
 
p
o
r
t
a
b
l
e
 
r
a
d
i
a
t
i
o
n

s
u
r
v
e
y
 
i
n
s
t
r
u
m
e
n
t
s
 
u
s
e
d
 
f
o
r
 
e
n
v
i
r
o
n
m
e
n
t
a
l
 
m
o
n
i
t
o
r
i
n
g
 
a
n
d
 
c
l
e
a
n
-
u
p

a
c
t
i
v
i
t
i
e
s
 
i
n
 
F
u
k
u
s
h
i
m
a
,
 
R
a
d
i
a
t
.
 
P
h
y
s
.
 
a
n
d
 
C
h
e
m
i
s
t
r
y
,
 
1
3
7
,
p
.
2
1
0
-
2
1
5

(
2
0
1
7
)

G
M
サ

ー
ベ

イ
メ

ー
タ

の
線

量
率

感
度

・
γ

線
感

度
2
.
4
 
n
S
v
/
h
/
c
p
m
で

あ
り

，
1
 
u
S
v
/
h
当

た
り

約
4
0
0
 
c
p
m
の

B
.
G
.
上

昇
に

繋
が

る
。

・
避

難
退

域
時

検
査

場
の

環
境

バ
ッ

ク
グ

ラ
ウ

ン
ド

の
上

昇
に

よ
り

検
査

に
影

響
が

生
じ

る
お

そ
れ

あ
り

。

N
.
T
s
u
j
i
m
u
r
a
,
 
T
.
y
o
s
h
i
d
a
,
 
B
e
t
a
 
d
o
s
e
 
r
a
t
e
 
m
e
a
s
u
r
e
m
e
n
t
s
 
w
i
t
h
 
a
n
 
e
n
d
-

w
i
n
d
o
w
 
G
M
 
s
u
r
v
e
y
 
m
e
t
e
r
 
i
n
 
e
n
v
i
r
o
n
m
e
n
t
s
 
c
o
n
t
a
m
i
n
a
t
e
d
 
b
y
 
t
h
e
 
F
u
k
u
s
h
i
m
a

D
a
i
i
c
h
i
 
n
u
c
l
e
a
r
 
a
c
c
i
d
e
n
t
,
 
P
.
 
N
u
c
l
.
 
S
c
i
.
 
a
n
d
 
T
e
c
h
.
 
V
o
l
 
4
,
 
p
.
8
5
-
8
9

(
2
0
1
4
)

・
メ

ー
カ

パ
ン

フ
レ

ッ
ト

・
取

扱
説

明
書

等
T
G
S
-
1
4
6
B

h
t
t
p
s
:
/
/
a
i
m
g
.
a
s
-

1
.
c
o
.
j
p
/
c
/
4
/
7
1
7
/
0
1
/
6
0
/
0
4
7
1
7
0
1
6
0
m
a
n
u
a
l
s
.
p
d
f
?
v
=
c
6
e
c
d
7
c
2
2
6
c
a
b
b
d
a
8
b
2
7
1
c
5

9
6
c
8
0
8
2
e
3
e
8
5
6
7
e
2
7

T
G
S
-
1
1
4
6

h
t
t
p
:
/
/
w
w
w
.
h
i
t
a
c
h
i
.
c
o
.
j
p
/
p
r
o
d
u
c
t
s
/
h
e
a
l
t
h
c
a
r
e
/
p
r
o
d
u
c
t
s
-

s
u
p
p
o
r
t
/
c
a
t
a
l
o
g
/
r
a
d
i
a
t
i
o
n
/
p
d
f
/
T
G
S
-
1
1
4
6
_
B
R
-
0
5
7
_
j
.
p
d
f

T
C
S
-
3
1
6
H

h
t
t
p
:
/
/
w
w
w
.
h
i
t
a
c
h
i
.
c
o
.
j
p
/
p
r
o
d
u
c
t
s
/
h
e
a
l
t
h
c
a
r
e
/
p
r
o
d
u
c
t
s
-

s
u
p
p
o
r
t
/
c
a
t
a
l
o
g
/
r
a
d
i
a
t
i
o
n
/
p
d
f
/
T
C
S
-
3
1
6
H
-
B
R
-
0
4
2
P
_
j
.
p
d
f

N
H
J
1
2
0

h
t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
.
f
u
j
i
e
l
e
c
t
r
i
c
.
c
o
.
j
p
/
p
r
o
d
u
c
t
s
/
r
a
d
i
a
t
i
o
n
/
s
e
r
v
y
/
d
o
c
/
N
H
J
1
2
0
.
p

d
f

B
2
0
J

h
t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
.
c
-
t
e
c
h
n
o
l
.
c
o
.
j
p
/
c
m
s
/
w
p
-

c
o
n
t
e
n
t
/
u
p
l
o
a
d
s
/
2
0
1
8
/
0
2
/
d
o
c
_
n
u
c
l
e
a
r
_
b
2
0
j
.
p
d
f

ベ
ー

タ
パ

ネ
ル

Σ



必
要

な
力

量
ポ

イ
ン

ト
教

材
等

力
量

区
分

専
門

家
（

つ
づ

き
）

中
級

（
つ

づ
き

）
車

両
用

ゲ
ー

ト
モ

ニ
タ

や
サ

ー
ベ

イ
メ

ー
タ

等
の

構
造

，
特

性
の

知
識

を
有

す
る

（
つ

づ
き

）
車

両
用

ゲ
ー

ト
モ

ニ
タ

の
操

作
方

法
・

組
立

方
法

・
測

定
方

法
（

開
始

か
ら

終
了

ま
で

の
流

れ
）

・
警

報
設

定
値

の
設

定
方

法

車
両

用
ゲ

ー
ト

モ
ニ

タ
の

警
報

発
生

ロ
ジ

ッ
ク

・
1
2
0
 
B
q
/
c
m
2
(
1
3
1
I
)
の

汚
染

レ
ベ

ル
の

検
知

・
B
G
変

動
3
σ

超
・

1
3
7
C
s
 
1
u
C
i
相

当
を

も
っ

て
発

報
す

る
な

ど
。

測
定

可
能

な
環

境
バ

ッ
ク

グ
ラ

ウ
ン

ド
上

限
・

環
境

バ
ッ

ク
グ

ラ
ウ

ン
ド

の
上

昇
に

伴
い

，
検

出
下

限
値

が
上

昇
す

る
。

・
1
2
0
 
B
q
/
c
m
2
(
1
3
1
I
)
の

汚
染

を
検

知
す

る
上

で
許

容
可

能
な

環
境

バ
ッ

ク
グ

ラ
ウ

ン
ド

上
限

値
を

把
握

す
る

。

時
定

数
と

応
答

性
の

関
係

・
指

示
値

が
最

終
値

の
6
3
%
(
1
-
1
/
e
)
に

達
す

る
ま

で
の

時
間

が
時

定
数

で
あ

る
。

・
時

定
数

が
短

い
ほ

ど
応

答
性

が
よ

く
指

示
値

が
不

安
定

，
長

い
ほ

ど
応

答
性

が
悪

く
指

示
値

が
安

定
す

る
。

サ
ー

ベ
イ

走
査

速
度

と
応

答
性

の
関

係
・

時
定

数
が

同
じ

場
合

，
走

査
速

度
が

速
い

ほ
ど

，
応

答
性

が
悪

く
な

る
。

・
一

般
的

な
G
M
サ

ー
ベ

イ
メ

ー
タ

（
2
0
 
㎝

2
）

の
場

合
，

時
定

数
3
秒

，
走

査
速

度
1
0
 
㎝

/
s
の

と
き

,
 
静

止
状

態
4
0
 
k
c
p
m
に

対
し

て
，

6
 
k
c
p
m
の

指
示

値
と

な
る

。

サ
ー

ベ
イ

メ
ー

タ
を

用
い

た
放

射
線

測
定

全
般

の
知

識
・

Q
S
T
 
W
E
B
ペ

ー
ジ

放
射

線
教

育
シ

ミ
ュ

レ
ー

タ
 
サ

ー
ベ

イ
メ

ー
タ

の
取

扱
い

h
t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
.
n
i
r
s
.
q
s
t
.
g
o
.
j
p
/
p
u
b
l
i
c
a
t
i
o
n
/
m
o
v
i
e
/
e
d
u
c
a
t
i
o
n
/
e
d
u
c
a
t
i
o
n
-

d
v
d
_
s
u
r
v
e
y
/
i
n
d
e
x
.
h
t
m
l

G
M
サ

ー
ベ

イ
メ

ー
タ

の
特

徴
（

数
え

落
と

し
，

窒
息

現
象

）
・

汚
染

/
線

量
率

レ
ベ

ル
が

高
い

と
，

数
え

落
と

し
に

よ
り

指
示

値
が

低
下

す
る

こ
と

が
あ

る
。

・
Q
S
T
 
W
E
B
ペ

ー
ジ

放
射

線
教

育
シ

ミ
ュ

レ
ー

タ
 
サ

ー
ベ

イ
メ

ー
タ

の
取

扱
い

h
t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
.
n
i
r
s
.
q
s
t
.
g
o
.
j
p
/
p
u
b
l
i
c
a
t
i
o
n
/
m
o
v
i
e
/
e
d
u
c
a
t
i
o
n
/
e
d
u
c
a
t
i
o
n
-

d
v
d
_
s
u
r
v
e
y
/
1
_
7
.
h
t
m
l

時
定

数
と

は
・

指
示

値
が

最
終

値
の

6
3
%
(
1
-
1
/
e
)
に

達
す

る
ま

で
の

時
間

が
時

定
数

で
あ

る
。

・
Q
S
T
 
W
E
B
ペ

ー
ジ

放
射

線
教

育
シ

ミ
ュ

レ
ー

タ
 
サ

ー
ベ

イ
メ

ー
タ

の
取

扱
い

h
t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
.
n
i
r
s
.
q
s
t
.
g
o
.
j
p
/
p
u
b
l
i
c
a
t
i
o
n
/
m
o
v
i
e
/
e
d
u
c
a
t
i
o
n
/
e
d
u
c
a
t
i
o
n
-

d
v
d
_
s
u
r
v
e
y
/
1
_
4
.
h
t
m
l

表
面

汚
染

の
測

定
方

法
（

一
般

的
な

測
定

方
法

）
・

Q
S
T
 
W
E
B
ペ

ー
ジ

放
射

線
教

育
シ

ミ
ュ

レ
ー

タ
 
サ

ー
ベ

イ
メ

ー
タ

の
取

扱
い

h
t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
.
n
i
r
s
.
q
s
t
.
g
o
.
j
p
/
p
u
b
l
i
c
a
t
i
o
n
/
m
o
v
i
e
/
e
d
u
c
a
t
i
o
n
/
e
d
u
c
a
t
i
o
n
-

d
v
d
_
s
u
r
v
e
y
/
1
_
1
2
.
h
t
m
l

・
白

川
,
 
サ

ー
ベ

イ
メ

ー
タ

の
適

切
な

使
用

の
た

め
の

応
答

実
験

,
 
I
S
O
T
O
P
E
 
N
E
W
S
,

6
3
5
 
(
2
0
0
7
)

h
t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
.
j
r
i
a
s
.
o
r
.
j
p
/
s
e
m
i
n
a
r
/
p
d
f
/
k
y
o
u
i
k
u
-
j
i
k
k
e
n
-
n
o
t
e
.
p
d
f

・
メ

ー
カ

パ
ン

フ
レ

ッ
ト

・
取

扱
説

明
書

等
緊

急
時

可
搬

型
車

両
用

ゲ
ー

ト
型

モ
ニ

タ
（

ガ
ン

マ
・

ポ
ー

ル
）

h
t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
.
c
-
t
e
c
h
n
o
l
.
c
o
.
j
p
/
n
u
c
l
e
a
r
_
p
o
w
e
r
/
p
o
w
e
r
0
8

L
U
D
L
U
M
　

M
o
d
e
l
 
5
2
-
1

h
t
t
p
s
:
/
/
l
u
d
l
u
m
s
.
c
o
m
/
p
r
o
d
u
c
t
s
/
a
l
l
-
p
r
o
d
u
c
t
s
/
p
r
o
d
u
c
t
/
m
o
d
e
l
-
5
2

T
h
e
r
m
o
 
L
F
M
-
3

h
t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
.
s
i
i
.
c
o
.
j
p
/
j
p
/
s
e
g
g
/
f
i
l
e
s
/
2
0
1
4
/
0
3
/
L
F
M
-
3
_
D
1
7
4
3
5
.
p
d
f

T
h
e
r
m
o
 
T
P
M
-
9
0
3
C

h
t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
.
s
i
i
.
c
o
.
j
p
/
j
p
/
s
e
g
g
/
f
i
l
e
s
/
2
0
1
9
/
0
7
/
T
P
M
-
9
0
3
C
R
3
.
4
.
p
d
f



必
要

な
力

量
ポ

イ
ン

ト
教

材
等

力
量

区
分

専
門

家
（

つ
づ

き
）

中
級

（
つ

づ
き

）
車

両
用

ゲ
ー

ト
モ

ニ
タ

や
サ

ー
ベ

イ
メ

ー
タ

等
の

構
造

，
特

性
の

知
識

を
有

す
る

（
つ

づ
き

）
線

量
率

サ
ー

ベ
イ

メ
ー

タ
の

操
作

方
法

，
エ

ネ
ル

ギ
ー

特
性

，
方

向
特

性
な

ど
・

メ
ー

カ
パ

ン
フ

レ
ッ

ト
・

取
扱

説
明

書
等

T
C
S
-
1
7
2
B

h
t
t
p
s
:
/
/
a
i
m
g
.
a
s
-

1
.
c
o
.
j
p
/
c
/
4
/
6
2
0
/
0
1
/
7
1
/
0
4
6
2
0
0
1
6
0
m
a
n
u
a
l
s
.
p
d
f
?
v
=
9
6
1
c
2
c
3
5
7
5
f
e
4
9
7
9
f
b
e
3
d
1
5

1
4
1
7
7
e
2
4
7
1
a
0
b
9
8
2
1

T
C
S
-
1
1
7
2

h
t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
.
h
i
t
a
c
h
i
.
c
o
.
j
p
/
p
r
o
d
u
c
t
s
/
h
e
a
l
t
h
c
a
r
e
/
p
r
o
d
u
c
t
s
-

s
u
p
p
o
r
t
/
c
a
t
a
l
o
g
/
r
a
d
i
a
t
i
o
n
/
p
d
f
/
T
C
S
-
1
1
7
2
-
B
R
-
0
7
4
_
j
.
p
d
f

N
H
C
6

h
t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
.
f
u
j
i
e
l
e
c
t
r
i
c
.
c
o
.
j
p
/
p
r
o
d
u
c
t
s
/
r
a
d
i
a
t
i
o
n
/
s
e
r
v
y
/
d
o
c
/
N
H
C
6
.
p
d
f

サ
ー

ベ
イ

メ
ー

タ
測

定
値

(
c
p
m
)
か

ら
表

面
汚

染
密

度
(
B
q
/
c
m
2
)
を

算
出

す
る

方
法

・
J
I
S
 
Z
4
5
0
4
，

放
射

性
表

面
汚

染
の

測
定

方
法

表
面

汚
染

サ
ー

ベ
イ

メ
ー

タ
に

要
求

さ
れ

る
性

能
（

光
ノ

イ
ズ

，
耐

衝
撃

性
な

ど
を

含
む

）
・

強
い

日
差

し
に

よ
る

偽
計

数
(
光

ノ
イ

ズ
)

・
落

下
衝

撃
に

よ
る

偽
計

数
，

破
損

　
な

ど

・
J
I
S
 
Z
4
3
2
9
，

放
射

性
表

面
汚

染
サ

ー
ベ

イ
メ

ー
タ

線
量

率
サ

ー
ベ

イ
メ

ー
タ

に
要

求
さ

れ
る

性
能

・
線

量
率

直
線

性
・

測
定

下
限

，
上

限
・

エ
ネ

ル
ギ

ー
特

性
・

方
向

特
性

・
J
I
S
 
Z
4
3
3
3
，

X
線

，
γ

線
及

び
β

線
用

線
量

当
量

(
率

)
サ

ー
ベ

イ
メ

ー
タ

サ
ー

ベ
イ

メ
ー

タ
の

故
障

し
や

す
い

箇
所

・
G
M
計

数
管

の
破

損
（

プ
ラ

シ
ン

な
ら

膜
破

れ
，

P
M
T
破

損
）

・
検

出
器

ケ
ー

ブ
ル

付
け

根
の

接
触

不
良

・
メ

ー
タ

破
損

・
乾

電
池

の
液

漏
れ

　
な

ど



必
要

な
力

量
ポ

イ
ン

ト
教

材
等

力
量

区
分

専
門

家
（

つ
づ

き
）

中
級

（
つ

づ
き

）
検

査
方

法
に

対
す

る
根

拠
（

指
定

箇
所

，
走

査
速

度
，

判
定

基
準

な
ど

）
を

理
解

し
て

い
る

指
定

箇
所

検
査

の
測

定
場

所
の

選
定

理
由

，
走

査
速

度
1

0

cm
/s
，
判
定
基
準
“6

 k
cp

m
”の
根
拠
な
ど
を
理
解
し
，
状
況
に
応
じ

た
助
言
が
で
き
る
。

―

指
定

箇
所

検
査

の
測

定
場

所
の

選
定

理
由

・
車

両
：

ワ
イ

パ
ー

，
タ

イ
ヤ

・
人

：
頭

・
顔

，
手

部
，

足
裏

・
大

気
拡

散
後

の
沈

降
時

に
付

着
し

や
す

い
部

位
。

（
上

部
か

ら
の

沈
降

，
路

面
，

物
品

表
面

に
接

す
る

場
所

）

・
原

子
力

災
害

時
に

お
け

る
避

難
退

避
時

検
査

及
び

簡
易

除
染

マ
ニ

ュ
ア

ル
（

規
制

庁
）

・
原

子
力

安
全

基
盤

機
構

，
警

戒
区

域
か

ら
持

ち
出

さ
れ

た
車

の
整

備
に

よ
る

整
備

士
の

外
部

被
ば

く
線

量
評

価
に

関
す

る
調

査
報

告
書

，
J
N
E
S
-
R
E
-
2
0
1
1
-
0
0
0
3

指
定

箇
所

検
査

に
お

け
る

，
走

査
速

度
1
0
 
c
m
/
s
で

判
定

基
準

“
6
 
k
c
p
m
”

の
根

拠
・

一
般

的
な

G
M
サ

ー
ベ

イ
メ

ー
タ

（
2
0
 
㎝

2
）

の
場

合
，

時
定

数
3
秒

，
走

査
速

度
1
0
 
㎝

/
s
の

と
き

,
1
2
0
 
B
q
/
c
m
2
(
1
3
1
I
)
の

汚
染

(
静

止
状

態
4
0
 
k
c
p
m
)
に

対
し

て
，

応
答

性
を

考
慮

す
る

と
，

6
 
k
c
p
m
の

指
示

値
と

な
る

。

・
原

子
力

災
害

時
に

お
け

る
避

難
退

避
時

検
査

及
び

簡
易

除
染

マ
ニ

ュ
ア

ル
（

規
制

庁
）

・
白

川
,
 
サ

ー
ベ

イ
メ

ー
タ

の
適

切
な

使
用

の
た

め
の

応
答

実
験

,
 
I
S
O
T
O
P
E
 
N
E
W
S
,

6
3
5
 
(
2
0
0
7
)

確
認

検
査

に
お

け
る

判
定

基
準

“
4
0
 
k
c
p
m
（

1
か

月
後

以
降

は
1
3
 
k
c
p
m
）

”
の

根
拠

・
一

般
的

な
G
M
サ

ー
ベ

イ
メ

ー
タ

（
2
0
 
㎝

2
）

の
場

合
，

時
定

数
3
秒

，
高

い
箇

所
で

1
0
秒

固
定

し
た

と
き

,
1
2
0

B
q
/
c
m
2
(
1
3
1
I
)
の

汚
染

に
対

し
て

，
4
0
 
k
c
p
m
の

指
示

値
と

な
る

。
・

事
故

発
生

1
か

月
以

内
は

，
バ

ッ
ク

グ
ラ

ウ
ン

ド
の

ノ
イ

ズ
に

信
号

が
埋

ま
ら

な
い

レ
ベ

ル
と

し
て

3
倍

を
見

込
む

。
1
か

月
以

降
は

，
4
0
 
B
q
/
c
m
2
(
1
3
1
I
)
の

汚
染

に
対

し
て

，
1
3
 
k
c
p
m
の

指
示

値
と

な
る

。
・

4
0
 
B
q
/
c
m
2
(
1
3
1
I
)
の

汚
染

は
，

放
射

性
プ

ル
ー

ム
に

晒
さ

れ
た

幼
児

が
1
3
1
I
取

り
込

み
に

よ
り

甲
状

腺
等

価
線

量
1
0
0
m
S
v

（
安

定
ヨ

ウ
素

剤
服

用
指

標
）

に
達

す
る

環
境

で
生

じ
え

る
汚

染
。

・
原

子
力

災
害

時
に

お
け

る
避

難
退

避
時

検
査

及
び

簡
易

除
染

マ
ニ

ュ
ア

ル
（

規
制

庁
）

・
原

子
力

災
害

対
策

指
針

h
t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
.
n
s
r
.
g
o
.
j
p
/
d
a
t
a
/
0
0
0
0
2
4
4
4
1
.
p
d
f

・
日

本
保

健
物

理
学

会
，

緊
急

時
被

ば
く

状
況

に
お

け
る

汚
染

し
た

物
の

搬
出

の
た

め
の

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

【
解

説
】

h
t
t
p
:
/
/
w
w
w
.
j
h
p
s
.
o
r
.
j
p
/
p
d
f
/
k
i
n
k
y
u
j
i
h
i
b
a
k
u
_
c
o
m
m
e
n
t
a
r
y
.
p
d
f

・
原

子
力

規
制

委
員

会
,
 
原

子
力

災
害

事
前

対
策

等
に

関
す

る
検

討
チ

ー
ム

,
 
平

成
 
2
5

年
 
2
 
月

の
原

子
力

災
害

対
策

指
針

改
定

に
お

け
る

防
護

措
置

の
実

施
の

判
断

基
準

（
O
I
L
：

運
用

上
の

介
入

レ
ベ

ル
）

の
設

定
の

考
え

方
,
 
平

成
 
2
5
 
年

 
3
 
月

h
t
t
p
s
:
/
/
w
a
r
p
.
d
a
.
n
d
l
.
g
o
.
j
p
/
i
n
f
o
:
n
d
l
j
p
/
p
i
d
/
8
7
5
2
1
2
2
/
w
w
w
.
n
s
r
.
g
o
.
j
p
/
c
o
m
m
i

t
t
e
e
/
y
u
u
s
h
i
k
i
s
y
a
/
p
r
e
_
t
a
i
s
a
k
u
/
d
a
t
a
/
1
2
1
2
2
0
_
h
o
s
o
k
u
.
p
d
f



必
要

な
力

量
ポ

イ
ン

ト
教

材
等

力
量

区
分

専
門

家
（

つ
づ

き
）

上
級

検
査

の
目

的
・

意
義

を
一

般
の

方
に

分
か

り
や

す
く

説
明

す
る

と
と

も
に

，
検

査
に

か
か

る
疑

問
に

回
答

す
る

こ
と

が
で

き
る

（
放

射
線

防
護

的
観

点
で

）

―

一
般

住
民

と
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
を

円
滑

に
図

る
。

・
不

安
を

抱
え

る
住

民
に

対
す

る
接

し
方

（
受

容
，

傾
聴

，
共

感
）

・
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

関
係

の
教

科
書

　
・

対
人

援
助

の
作

法
，

竹
田

伸
也

，
中

央
法

規
・

村
上

道
夫

，
リ

ス
ク

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
に

お
い

て
専

門
家

に
求

め
ら

れ
る

7
つ

の
エ

ッ
セ

ン
ス

，
イ

ル
シ

ー
 
N
o
.
1
3
0
 
(
2
0
1
7
)

h
t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
.
f
m
u
.
a
c
.
j
p
/
h
o
m
e
/
r
i
s
k
/
c
o
w
/
i
m
a
g
e
s
/
I
L
S
I
_
N
o
1
3
0
-
M
u
r
a
k
a
m
i
.
p
d
f

・
J
A
E
A
原

子
力

人
材

育
成

セ
ン

タ
ー

「
リ

ス
ク

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
基

礎
講

座
」

h
t
t
p
s
:
/
/
n
u
t
e
c
.
j
a
e
a
.
g
o
.
j
p
/
t
r
a
i
n
i
n
g
_
o
t
h
e
r
0
1
.
h
t
m
l

原
子

力
事

故
発

災
時

に
抱

く
一

般
住

民
の

疑
問

に
答

え
ら

れ
る

。
・

暮
ら

し
の

放
射

線
Q
&
A
，

日
本

保
健

物
理

学
会

h
t
t
p
s
:
/
/
w
a
r
p
.
d
a
.
n
d
l
.
g
o
.
j
p
/
i
n
f
o
:
n
d
l
j
p
/
p
i
d
/
8
6
9
9
1
6
5
/
r
a
d
i
-

i
n
f
o
.
c
o
m
/
i
n
d
e
x
.
h
t
m
l

・
復

興
庁

：
風

評
払

拭
・

リ
ス

ク
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

強
化

戦
略

　
ポ

ー
タ

ル
サ

イ
ト

h
t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
.
f
u
k
k
o
-
p
r
.
r
e
c
o
n
s
t
r
u
c
t
i
o
n
.
g
o
.
j
p
/
2
0
1
7
/
s
e
n
r
y
a
k
u
/

専
門

用
語

を
分

か
り

や
す

く
伝

え
る

。
・

菖
蒲

信
博

ら
，

原
子

力
専

門
用

語
を

分
か

り
易

く
言

い
換

え
る

検
討

，
J
A
E
A
-
R
e
v
i
e
w

2
0
0
9
-
0
4
3

放
射

線
状

況
の

変
化

に
即

応
し

て
，

汚
染

管
理

方
法

や
検

査
所

の
移

転
・

退
避

な
ど

助
言

で
き

る
事

故
状

況
に

応
じ

て
変

化
し

得
る

放
射

線
状

況
に

対
し

て
適

切
な

助
言

（
B

G
差
し
引
き
の
要
否
，
測
定
継
続
可
否
，

O
IL
に
基
づ
く

退
避
・
避
難
な
ど
）
が
で
き
る
。

自
治

体
責

任
者

等
に

検
査

所
運

営
方

法
の

改
善

等
を

提
言

で
き

る
検

査
要

員
配

置
・

検
査

動
線

の
最

適
化

，
放

射
線

状
況

に
応

じ
た

検
査

方
法

の
最

適
化

な
ど

の
助

言
が

で
き

る
。

・
実

務
人

材
研

修
（

避
難

退
域

時
検

査
等

）
試

行
研

修
「

避
難

退
域

時
検

査
等

に
お

い
て

検
査

責
任

者
等

が
知

っ
て

お
く

べ
き

項
目

 
テ

キ
ス

ト
」

（
J
A
E
A
-
N
E
A
T
；

非
公

開
）

検
査

・
除

染
の

内
容

を
住

民
等

に
分

か
り

や
す

く
説

明
で

き
る
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退
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R2
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-5
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緊
急
時
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射
線
防
護
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築
事
業

第
２
回
検
討
会
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演
習

概
要

•日
時

，
場

所
•
令

和
3
年

1
月

1
5
日

(金
)

9
:0

0
～

1
5

:0
0

南
郷

体
育

館
（

宮
城

県
遠

田
郡

美
里

町
）

•参
加

機
関

•
宮

城
県

環
境

生
活

部
原

子
力

安
全

対
策

課
•
宮

城
県

保
健

福
祉

部
薬

務
課

•
宮

城
県

北
部

保
健

福
祉

事
務

所
，

東
部

保
健

福
祉

事
務

所
，

登
米

地
域

事
務

所
，

気
仙

沼
保

健
福

祉
事

務
所

他
•
東

北
電

力
株

式
会

社

•訓
練

項
目

（
１

）
ゲ

ー
ト

モ
ニ

タ
の

組
み

立
て

，
設

営
（

２
）

避
難

退
域

時
検

査
（

指
定

箇
所

検
査

，
確

認
検

査
，

簡
易

除
染

）
（

３
）

安
定

ヨ
ウ

素
剤

の
緊

急
配

布

•視
察

参
加

者
百

瀬
，

吉
田

，
渡

邊
，

富
岡

計
4
名

2



演
習

の
流

れ
•全

体
概

要
説

明
（

体
育

館
内

；
県

担
当

者
に

よ
る

）

•車
両

ゲ
ー

ト
モ

ニ
タ

組
立

・
操

作
説

明
（

体
育

館
内

；
メ

ー
カ

に
よ

る
）

•検
査

場
レ

イ
ア

ウ
ト

に
基

づ
く

コ
ー

ス
設

置
・

機
器

組
立

配
置

（
屋

外
）

•模
擬

車
両

を
用

い
た

指
定

箇
所

／
確

認
検

査
／

簡
易

除
染

及
び

安
定

ヨ
ウ

素
剤

／
通

行
証

配
布

の
実

技
（

屋
外

）
（

タ
イ

ベ
ッ

ク
ス

ー
ツ

を
着

用
し

て
）

•車
両

の
検

査
に

係
る

一
連

の
流

れ
に

要
す

る
時

間
測

定
（

屋
外

；
プ

レ
ス

公
開

）

3



演
習

の
様

子
（

1
/
2
）

検
査

場
レ

イ
ア

ウ
ト

に
基

づ
く

コ
ー

ス
設

置
車

両
用

ゲ
ー

ト
モ

ニ
タ

を
用

い
た

車
両

指
定

箇
所

検
査

（
有

意
な

汚
染

が
検

出
さ

れ
た

ら
，

確
認

検
査

へ
）

自
家

用
車

用

（
L
U

D
L
U

M
 5

2
-
1
）

自
家

用
車

・
バ

ス
用

（
ガ

ン
マ

・
ポ

ー
ル

）
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演
習

の
様

子
（

2
/
2
）

車
両

確
認

検
査

・
簡

易
除

染
住

民
確

認
検

査
・

簡
易

除
染

（
体

育
館

ロ
ビ

ー
）

安
定

ヨ
ウ

素
剤

・
通

行
証

配
布
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演
習

視
察

に
お

け
る

気
づ

き
点

（
1

/
2
）

•今
回
の
視
察
に
よ
っ
て
，
避
難
退
域
時
検
査
の
一
連
の
流
れ
（
レ
イ
ア
ウ
ト
配

置
，
機
器
組
立
・
設
置
，
検
査
に
お
け
る
作
業
動
線
な
ど
）
や
車
両
用
ゲ
ー
ト

モ
ニ
タ
の
組
立
・
設
置
な
ど
を
把
握
す
る
こ
と
が
で
き
た
。

•汚
染
検
査
の
実
態
を
理
解
す
る
に
は
，
種
々
の
機
器
（
今
回
は
車
両
ゲ
ー
ト
モ

ニ
タ
）
の
特
徴
や
特
性
を
把
握
す
る
必
要
あ
り

→
ガ
ン
マ
ポ
ー
ル
と

LU
DL

UM
 5

2-
1で

は
，
警
報
設
定
値
の
考
え
方
が
異
な

る
な
ど

•避
難
退
域
時
検
査
の
専
門
家
と
し
て
は
，
放
射
線
管
理
員
だ
け
で
な
く
，
測
定

器
メ
ー
カ
技
術
者
な
ど
も
含
む
べ
き

•汚
染
検
査
だ
け
で
な
く
，
除
染
し
き
れ
な
い
携
行
物
品
の
処
置
等
に
つ
い
て
も

専
門
家
が
助
言
す
る
必
要
が
あ
る
か
も
し
れ
な
い

•避
難
退
域
時
検
査
場
所
で
活
動
す
る
薬
剤
師
等
（
安
定
ヨ
ウ
素
剤
配
布
）
は
避

難
退
域
時
検
査
の
知
識
も
必
要
と
な
る
は
ず

6



演
習

視
察

に
お

け
る

気
づ

き
点

（
2

/
2
）

•専
門
家
に
必
要
な
力
量
の
観
点
で
以
下
は
重
要

•避
難
退
域
時
検
査
場
で
用
い
ら
れ
る
最
新
の
機
器
に
関
す
る
知
識

•車
両
用
ゲ
ー
ト
モ
ニ
タ
警
報
設
定
の
考
え
方

•教
材
（
手
引
き
）
に
含
め
ら
れ
る
と
よ
い
事
項

•最
新
の
機
器
の
取
扱
説
明
書
や
技
術
資
料
の
リ
ス
ト
，
入
手
先
（
メ
ー
カ
ー

名
，
連
絡
先
ま
た
は
技
術
情
報
入
手
で
き
る

UR
L)

•警
報
設
定
の
考
え
方
の
一
覧

…
機
器
毎
に
ま
と
め
る
な
ど
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緊急時放射線防護ネットワーク構築の検討状況 

Conceptual study of networking with radiation protection experts for nuclear emergency 
 

○百瀬琢麿、早川剛、高田千恵、中野政尚、吉田忠義（原子力機構） 
○T. Momose, T. Hayakawa, C. Takada, M Nakano, T. Yoshida (JAEA) 
 

1. はじめに 

 2011年3月11日の東日本大震災に伴う東京電力

福島第一原子力発電所事故における災害支援活

動においては、教育研究機関や原子力事業所等の

放射線管理に関連する研究者、技術者は、それぞ

れの専門性を生かして放射線モニタリング、住民

避難、被災地域や避難先における住民サーベイ、

生活環境における除染活動等を支援した。このよ

うな原子力災害等の緊急時に現場で直面する放

射線防護上の課題について平時から事前に関係

者間で共通認識を持つことは有益であると考え

られる。そこで、放射線安全規制研究戦略的推進

事業費（放射線防護研究分野における課題解決型

ネットワーク（NW）とアンブレラ型統合プラッ

トフォームの形成）事業の一環として緊急時放射

線防護NW構築に関する検討に取り組み、万一の

緊急事態発生時に、教育研究機関、原子力事業所

等の放射線防護分野の研究者／技術者、放射線管

理員が、専門性を生かして適材適所で災害支援を

するには平常時からどのような活動を行ってい

くことが必要かを検討し、その標準化、定着化に

向けた活動を行うこととした。 

2. 緊急時放射線防護ネットワーク 

原子力緊急事態発生時にオフサイトセンターに

設置される原子力災害対策組織とNWの関係を

右図に示す。平時において、指定公共機関として

の機能を持ち比較的所属する人数の多いJAEAの

原子力緊急時支援組織等をコアとして、それ以外

の機関に所属する放射線防護分野の関係者も含

む専門家等のリストを整備し、関係者間の協議等

によって災害対応に係る技術的課題等に関する

問題意識を共有し、その改善に向けた活動を提

案・実現する人的なNWを構築する。なお、災害

発生時の活動は専門家等の所属機関の災害支援

の枠組みに基づき行われることから、そのあり方

についてはNW活動の検討対象外とした。 

3. 人材育成のあり方検討 

放射線防護に関連する３つの分野（環境モニタ

リング、放射線管理、個人線量測定・評価）毎に

サブ Gr を設け、人材の確保、育成プラン作り及

び教育用教材（専門家向け緊急事態対応ガイド）

の作成等に関する検討を行っている。これまでに、

現地等へ派遣される環境モニタリング、放射線管

理の専門家等が原子力災害後比較的早期の段階

で活動が期待される場面は、緊急時環境モニタリ

ング、避難退域時検査であると想定して、そのよ

うな場面において的確な助言等が行えるよう力

量、役割認識について整理した。 

４．今後の取り組みについて 

災害支援を行う専門家向けの対応ガイドを作

成するとともに、平時から教育や情報交換を行い

ながら関係者間の交流を深めていく活動を発展

させていく方策について学会等関係者の意見を

まとめ活動に反映していく。 
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緊急時放射線防護ネットワークのあり方について 

～緊急時環境モニタリングと避難退域時検査の支援のために～ 

Conceptual study of networking with radiation protection experts for nuclear emergency preparedness 

-Focuses on technical support for environmental monitoring and contamination survey for residents - 

 

渡邊裕貴 1)、中野政尚 1)、吉田忠義 1)、高田千恵 1)、早川剛 1)、百瀬琢麿 1) 

Yuki WATANABE1), Masanao NAKANO1), Tadayoshi YOSHIDA1), Chie TAKADA1),  
Tsuyoshi HAYAKAWA1), Takumaro MOMOSE1) 

日本原子力研究開発機構 1) 

Japan Atomic Energy Agency1) 

 

１. はじめに 

放射線安全規制研究戦略的推進事業費（放射線防護研究分野における課題解決型ネットワーク（NW）

とアンブレラ型統合プラットフォームの形成）事業の一環として緊急時放射線防護NW構築に関する検

討に取り組み、万一の緊急事態発生時に、教育研究機関、原子力事業所等の放射線防護分野の研究者／

技術者、放射線管理員が、専門性を生かして適材適所で災害支援をするには平常時からどのような活動

を行っていくことが必要かを検討してきており、その概要を2020年6月の日本保健物理学会において報

告してNWのあり方等について意見を集約した。ここでは、NWの制度設計の概要と緊急時環境モニタリ

ングや避難退域時検査を専門的な立場で支援する要員の育成のあり方の検討状況を報告する。 
２. 緊急時放射線防護ネットワーク 

NW制度の全体像を右図に示す。本NWは平時における

取組みを主眼としており、指定公共機関としての機能を持

ち比較的所属する人数の多いJAEAの原子力緊急時支援組

織等をコアとして、それ以外の機関に所属する放射線防護

分野の関係者も含む専門家等を対象とした情報共有、教育

研修の機会を設け、人材育成、技術的課題の抽出と改善に

向けた活動に取り組む人的なNWを構築する。また、自治

体等が開催する基礎研修や訓練を通じて地域内のネットワークを構築するために、それらの活動への参

加者リストを整備して必要に応じて自治体等に提示する。なお、災害発生時の活動自体は、地域の防災

計画や専門家等の所属機関の災害支援の枠組みに基づき行われることから、NW活動の対象外とした。 

３. 人材育成のあり方検討 

放射線防護に関連する３つの分野（環境モニタリング、放射線管理、個人線量測定・評価）毎にサブ

Gr を設け、人材確保、育成プラン作り及び教育用教材（専門家向け緊急事態対応ガイド）の素案作成等

を行っている。これまでに、現地等へ派遣される環境モニタリング、放射線管理の専門家等が原子力災

害後比較的早期の段階で活動が期待される場面は、EMC が行う緊急時環境モニタリングと避難退域時

検査であると想定して、そのような場面で的確な助言等が行えるよう力量、役割認識について整理した。 

４． 今後の取り組みについて 
NW の制度設計についてアンケートや学会等を通じて引き続き意見集約するとともに、防災訓練の視

察・参加を通じて対応の留意点等をまとめ、災害支援を行う専門家向けの対応ガイドの素案を作成する。 

図. ネットワーク制度の全体像（平時における取組み） 
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令和２年度放射線安全規制研究戦略的推進事業費

（放射線防護研究分野における課題解決型ネットワーク

とアンブレラ型統合プラットフォームの形成）事業 

「職業被ばくの最適化推進に関する検討」 

成果報告書 

令和３年 2 月 

国立研究開発法人 日本原子力研究開発機構 

原子力科学研究部門原子力科学研究所 

放射線管理部 

付属資料 3 



本報告書は、原子力規制委員会の令和２年度放射線安全規制研究戦略的推

進事業費（放射線防護研究分野における課題解決型ネットワークとアンブ

レラ型統合プラットフォームの形成）事業による委託業務として、国立研

究開発法人日本原子力研究開発機構 原子力科学研究部門原子力科学研究

所放射線管理部が実施した課題解決型ネットワーク「職業被ばくの最適化

推進に関する検討」の成果をとりまとめたものである。 
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1. 事業名 

令和２年度放射線安全規制研究戦略的推進事業費（放射線防護研究分野における課

題解決型ネットワークとアンブレラ型統合プラットフォームの形成）事業の一部「職

業被ばくの最適化推進に関する検討」 

 

2. 事業全体の目的 

原子力規制委員会（以下「委員会」という。）は原子力に対する確かな規制を通じて

人と環境を守ることを使命としており、委員会が平成 24 年 9 月に設置されて依頼、

課題に応じた安全研究を実施し科学的知見を蓄積してきた。平成 28 年 7 月 6 日には

「原子力規制委員会における安全研究の基本方針」を公表し、放射線源規制・放射線

防護による安全確保のための調査研究を体系的かつ戦略的に実施するために放射線

安全規制研究推進事業、放射線防護研究ネットワーク形成推進事業を実施する。 

本事業では、原子力規制委員会、放射線審議会等が明らかにした技術的課題の解決

に繋がるような研究を推進するとともに、研究活動を通じた放射線防護分野の研究基

盤の強化を図り、得られた成果を最新の知見の国内制度への取入れや規制行政の改善

につなげることで研究と行政施策が両輪となって、継続的かつ効率的・効果的に放射

線源規制・放射線防護による安全確保を最新・最善のものにすることを目指す。 

 

3. 委託事業の内容 

本事業の受託者である日本原子力研究開発機構原子力科学研究所放射線管理部（以

下「受託者」と言う。）は、規制事業を支える放射線防護に関する調査研究を効果的に

推進することに寄与するような関連機関・専門家によるネットワーク（NW）を構築

するために、全体事業計画の一部である以下のものを実施した。 

１．課題解決型 NW によるアウトプット創出 

（３）職業被ばくの最適化推進に関する検討 

２．放射線防護アンブレラによる情報共有と合意形成 

（２）放射線防護に関するアンブレラ内の意思決定 

３．事業進捗の PDCA 

また、受託者は事業の実施結果について、原子力規制庁が開催する成果発表会で報

告し、評価をうけた。研究の実施に当たっては原子力規制庁が指定するプロジェクト

オフィサーの指示に従った。 

 

4. 委託事業実施期間 

令和２年 4 月 1 日～令和３年 2 月 26 日 
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5. 委託事業の概要及び背景・目的等

5.1 ネットワークの概要

放射線防護の最適化(ALARA)は、国際放射線防護委員会(ICRP)が勧告する線量

低減の精神として広く浸透している。しかし、最適化施策検討の基礎データとなる

職業被ばくの実態（放射線業務従事者の人数、線量分布等）については、原子力分

野以外の実態は明らかでない。日本学術会議から国家線量登録制度の確立の提言が

出されているが、その実現に向けた活動が進んでいない。このため、この制度確立

に向けての具体策を関係機関が共同して検討・提案することにより、放射線安全規

制への効果的活用が可能となる。 

また、登録する個人線量データの信頼性確保についても、国際原子力機関(IAEA)

の規制レビュー(IRRS)の勧告を受けて、一部の検討は進められているが、測定機関

全体の制度設計はこれからの課題である。このため、個人線量測定、標準校正、品

質保証の関係機関が協力して検討し制度を提案することにより、国際基準に適合し

た認証制度が確立でき、国際的な信頼を得ることが可能となる。 

さらに、我が国には、欧州 ALARA ネットワークのような、全職業分野を対象と

して最適化を推進する体制ができていない。このため、全職業分野を対象とした最

適化推進ネットワークを立ち上げることで、原子力先進国である我が国の国際的プ

レゼンスを向上できる。

本ネットワークは、量子科学技術研究開発機構が運営するアンブレラの傘下で日

本原子力研究開発機構が運営し、当該分野の関係機関（放射線影響協会、個人線量

測定機関協議会、産業技術総合研究所、放射線計測協会、日本適合性認定協会）が

結集して、効果的なアウトプットを創出する。 

5.2 ネットワーク形成の背景・必要性、目的及び今年度の計画 

（1） 背景・必要性

職業分野の特徴を踏まえた最適化を検討するための基礎データとなる職業被ば

くの実態（放射線業務従事者の人数、線量分布等）については、放射線業務従事者

の被ばく線量登録・管理制度が原子力分野に限られていることから、原子力分野以

外は明らかでない。このため、日本学術会議から国家線量登録制度の確立の提言が

出されているが、実現に向けて進んでいない。このため、国内の関係機関が広く協

働して、そのデータを活用した最適化の推進を含めた具体的提案を行う必要がある。 

また、登録する個人線量データの信頼性確保についても、国際原子力機関(IAEA)

の規制レビュー(IRRS)の勧告を受けて、個人線量測定サービス機関についての検討

は進められているが、自組織の従事者の個人線量測定を行う機関（以下、「インハウ
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ス事業者」と言う。）を含めた我が国全体の制度設計はこれからの課題である。さら

に、環境モニタリングについても測定の信頼性確保が課題である。このため、個人

線量測定サービス機関の他、大規模なインハウス事業者、標準校正機関、品質保証

認定機関等が協力して制度確立に向けた活動を行う必要がある。 

さらに、我が国には、欧州 ALARA ネットワークのような、全職業分野を対象と

して最適化を推進する体制ができていない。このため、我が国全体で職業被ばくの

最適化を推進し、効果的な線量低減を行うためのネットワーク構築が必要である。 

（2） 目的

課題解決型ネットワークの一つとして、職業被ばくの最適化推進を目的としたネ

ットワークを立ち上げる。本ネットワークは、原子力以外を含めた我が国の全ての

職業分野を対象として、 

① 基礎データとなる放射線業務従事者の被ばく状況を把握するために必要な国

家線量登録制度の確立、

② 登録する個人線量の測定の信頼性確保のための認定制度（線量測定機関認定

制度）の確立、及び、

③ 職業被ばくの最適化を効果的に推進するための体制の構築

に係る調査・議論を行い、具体的な制度設計案を提案する。 

（3） 今年度の計画

課題解決型ネットワークの一つとして、職業被ばくの最適化推進を目的としたネ

ットワークを立ち上げる。本ネットワークは、日本原子力研究開発機構を事務局と

した二つのサブネットワーク（以下、サブネットワーク）で構成され、以下の事業

を行う。両サブネットワークは、日本原子力研究開発機構を中心に有機的に結合し

て全体目標を共有しつつ検討を進める。検討を進めるにあたり、事業担当者間の打

合せ並びに本事業に関する打合せ・成果報告を行う。 

①国家線量登録制度の検討

国家線量登録制度に関し、これまでの調査結果に基づき、複数の制度案の検討を

行い、各制度案の長所・短所及び具体化にあたっての課題を整理する。検討に当た

っては、国家線量登録制度検討グループ(構成員 7 名、うち３名は量研および原子

力機構、検討の必要性に応じて関係者を追加)による全体会合を２回程度開催する。

また、検討内容を日本保健物理学会の年次大会等で報告し、ステークホルダーから

の意見を求める。 
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②線量測定機関認定制度の検討 

日本適合性認定協会（ＪＡＢ）が事務局を務める「放射線モニタリングタスクフ

ォースグループ(TFG)」と連携して、令和元年度に改定した認定基準・技能試験等

の具体的な運用・解釈に関する検討を継続する。この検討のため、これまで技能試

験に関する基礎データが少ない線種に対する照射試験及び試験結果のデータ解析

を外注により行う。また、認定分野の環境放射線モニタリング等への拡大の方向性

については、規制庁検討チームの動向に応じて検討する。検討に当たっては、ＪＡ

Ｂ「放射線モニタリング TFG メンバー（７名、必要に応じて関係者を追加）によ

り、TFG 会合に合わせて２回程度検討会を開催する。また、昨年度に引き続き、①

の調査と合わせて、国際標準化機構（ISO）の原子力専門委員会（TC85）/放射線

防護分科会（SC2）/中性子サブグループ会合等の会合に専門家を派遣し、放射線標

準校正等に係る最新動向を調査する。 

 

6. 委託事業の実施内容及び成果 

6.1 職業被ばくの最適化推進に関する検討 

（1） 概要 

課題解決型ネットワークの一つとして、職業被ばくの最適化推進を目的とした、

次の 2 つの検討グループの活動を継続した。 

① 国家線量登録制度検討グループ、及び 

② 線量測定機関認定制度検討グループ 

①について、今年度は、昨年度の検討結果を踏まえ、４つの制度案と各制度案の

長所・短所を整理した内容を日本保健物理学会第 53 回研究発表会（令和２年６月）

及び日本放射線安全管理学会学術大会（令和２年１２月）の企画セッションで報告

し、ステークホルダーからの意見を求めた。その議論を踏まえて、制度案導入によ

り管理を合理化出来る点や制度構築に向けた展開案を整理するとともに、実現に向

けての具体的な課題を明らかにした。 

また、昨年度検討した国外における制度の例及び登録すべき情報に関して、欧州

のガイドラインの翻訳を行い、その内容に基づき、昨年度の結果を確認した。 

 

②については、個人線量測定サービスの認定制度が開始されたことから、今後定

期的に実施する技能試験のために、これまでデータの少ない線種（今年度はβ線）

に対する基礎データの収集及び試験結果の解析を実施した。また、次年度の眼の水

晶体のモニタリングの変更に備えた３mm 線量当量への認定対象の拡大も検討し

た。環境モニタリングへの拡大については、規制庁検討チームの動向を調査したが、

拡大方針が示されなかった。 
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さらに、認定に必要な技能試験に関係する放射線標準に関する国際規格について、

国際規格の改訂に関する外国調査を実施した。 

（2） 国家線量登録制度検討グループ

(ア) 検討内容

放射線防護の最適化(ALARA)は、国際放射線防護委員会(ICRP)が勧告する線

量低減の精神として広く浸透している。しかし、最適化施策検討の基礎データと

なる職業被ばくの実態（放射線業務従事者の人数、線量分布等）については、原

子力分野以外は明らかでない。日本学術会議は、これら職業被ばくの実態を把握

するとともに我が国全体の放射線業務従事者の個人線量管理を一元的に実施す

る必要性があることから、国家線量登録制度の確立について提言を出している。

しかし、その実現に向けた活動が進んでいない。このため、この制度確立に向け

ての具体策を関係機関が共同して検討・提案することにより、放射線安全規制へ

の効果的活用が可能となる。 

国家線量登録の確立に向けての具体策を関係機関が共同して検討するため、日

本原子力研究開発機構（JAEA）を運営主体とした「国家線量登録制度検討グルー

プ」での検討を昨年度に引き続き実施した。検討グループのメンバーを表１に示

す。なお、検討グループ会合開催時には、オブサーバーとして原子力規制庁放射

線防護企画課、厚生労働省労働基準局労働衛生課電離放射線労働者健康対策室及

び厚生労働省医政局地域医療計画課担当者に出席案内をし、可能な範囲で出席い

ただいた。また、プロジェクトオフィサーにも参加いただいた。 

検討グループの会合は、令和２年９月１０日及び令和３年１月１５日の２回開

催した。今年度は、新型コロナウィルス感染拡大防止対策のため、２回ともオン

ライン会議開催とした。会合では、昨年度検討した４つの制度案について、日本

保健物理学会及び放射線安全管理学会でのステークホルダーからの意見を踏ま

えた検討を進めた。 

２回の会合の資料一式及び議事概要を各々別添１−１及び別添１−２に示す。 
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表１ 国家線量登録機関検討グループ 

氏 名 所 属 

主査 吉澤 道夫 日本原子力研究開発機構 

原子力科学研究所 

委員 飯本 武志 東京大学 

環境安全本部 

委員 伊藤 敦夫 放射線影響協会 

放射線従事者中央登録センター 

委員 岡﨑 龍史 産業医科大学 

産業生態科学研究所 

委員 渡部 浩司 東北大学 

サイクロトロン・ラジオアイソトープセンター

委員 神田 玲子 量子科学技術研究開発機構 

委員 百瀬 琢麿 日本原子力研究開発機構 

核燃料サイクル工学研究所 

○第１回検討会の概要

１回目の検討では、昨年度に検討した４つの制度案とその長所・短所等の比較

について、日本保健物理学会第 53 回研究発表会企画セッション（令和 2 年 6 月

29 日）（以下、保物学会と略す。）で報告した結果及び今後の進め方（特に医療分

野へのアプローチ）を検討した。 

１）保物学会での発表について

昨年度の議論に基づいた以下の４つの制度案（制度導入に伴う個人線量管理の

合理化を追加したもの） 

①国家線量登録機関による中央一括管理

②全事業者が共同で線量登録機関を設置して一括管理（全放射線作業者）

③全事業者が共同で線量登録機関を設置して一括管理（一部の放射線作業者） 

④業界・分野別に線量管理制度を運用

並びに、制度案の長所・短所の比較（制度の完全さ、役割分担の明確さ、費用負

担及び個人情報管理の徹底度）を保物学会で報告した。質疑においては４つの制

度案のどれを進めるのがよいかをWeb 投票でアンケートを実施した。その結果、

①国家線量登録機関による一括管理が 54％、②及び③の事業者設置機関が 30％、
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④業界・分野別が 14％となり、最も理想的な制度①を支持する者が多かった。た

だし、④が支持されなかった理由としては、具体的イメージがわからないことも

考えられた。 

質疑においては、 

・大学単体ではシステム整備が困難なため情報の共通化・標準化が望まれる 

・医療分野では線量管理自体が課題である 

・線量管理の一元化の問題は政治的な働きかけがないと進まない 

・制度案 3 と 4 の違いが判りづらい 

などの意見・コメントが出された。 

 

２）今後の進め方 

上記の報告を基に今後の進め方について以下の議論を行った。 

・医療関係の参加が少ないのは保健物理学会員に医療関係者が少ないからであろ

う。大きなステークホルダーである医療関係者へのアプローチの検討が必要。 

・医療放射線防護連絡協議会で扱ってもらうのがよいのではないか。医療放射線

防護連絡協議会での話題提供も考えられる。関係者と相談するのがよい。 

・次は放射線安全管理学会（Web 開催）でも保物学会と同様に企画セッションを

提案する。ただし、放射線安全管理学会では、保物学会と異なり、各々が独立し

たアンブレラ事業である線量登録制度と渡部先生の大学ネットワークの報告と

を分けて、個別に議論できるように提案する。 

 

３）制度案について 

・制度案④の具体例としては、大学関係ネットワークの活動がある。また、中央

登録センターの登録制度は原子力分野の業界・分野別管理である。除染従事者の

制度は、建設業界からの要請で制度立上げに協力してきた実績がある。原子力分

野と除染分野のデータは独立しているが、個人に割り振られる中央登録番号は共

通となっており、個人被ばくの合算は可能となっている。制度構築の相談があれ

ば、これまでの経験等を踏まえて協力したい。 

・4 つの制度案はそれぞれ独立ではなく制度案④をスタートとして、そこから案

②や③などに展開していくことが考えられる。業界・分野別管理でばらばらに検

討してしまうとその後の展開が難しくなるので将来的な制度を念頭に置いて検

討してゆくことが重要である 

・費用負担が具体的に示せるのは、中央登録センターの登録費用であろう。その

額は、従事者一人当たり年間 3,000～4,000 円である。費用の内訳は、人件費、シ
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ステム運用費の割合が多い。登録制度のコスト試算では、どこまでのサービスを

行うか、どのように線量を吸い上げるか、登録者数スケールメリットを考慮する

必要があり、簡単には試算できない。ただし中央登録センターでは線量登録だけ

ではなく被ばく記録の引き渡し機関としての事業も行っている。 

・大学の場合は被ばく線量が低いので、線量の一元化により、放射線業務従事者

に付随する管理（健康診断、教育歴等）が合理化されることは意味がある。 

・原子力分野の放管手帳の電子化の議論は中央登録センターでも進めていたが既

存の手帳制度が緻密に出来上がっているので、これを大きく変更するのは難しく、

現在の制度を継続する方向である。新しい管理制度を構築するのであれば、過去

に縛られることはないので新しいシステムを考えることはできるだろう。 

・大学では必要最小限のデータのみ電子化管理する仕組みを検討している。 

これらの議論を踏まえて、発表内容を修正し、放射線安全管理学会企画セッショ

ンでの報告を行うこととした。発表内容については、事務局が作成しメールで確

認することとした。 

 

○第２回検討会の概要 

２回目の検討では、日本放射線安全管理学会第 19 回学術大会企画セッション

（令和２年 12 月 10 日）（以下、安全管理学会と略す。）での報告を受けた課題等

の検討及び今後の進め方について議論した。 

 

１）安全管理学会での発表について 

第１回会合での議論を踏まえて、各制度案に管理の合理化に関する事項を追加

するとともに、各制度の展開案（制度案④をスタートとして、そこから案②や③

などに展開していく）を追加した報告を行った。また、各分野での制度構築の具

体例として、原子力（除染）分野の制度立上げ及び大学連携ネットワークでの先

行事例も報告いただいた。保物学会と異なり、Web アンケートは行わず、また質

疑の時間がとれず、意見・コメントはチャットのみであった。ここで出された意

見・コメントとしては、内部被ばく管理の扱い、線量の精度の検討があったが、

やはり費用に関するコメントが多かったことから、この点を更に検討する必要性

が認識された。 

これを受けて、費用の検討を更に進めること及び制度構築を分野全体に進める

には国の関与（制度構築に向けた働きかけ等）がやはり必要であることなどを議

論し、次年度に更に検討する事となった。 
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２）今後の進め方 

今後の進め方については、主に医療分野へのアプローチと次年度が事業最終年

度となることを念頭においた次年度の活動について検討した。 

・医療分野へのアプローチについては、第１回検討会での提案に沿って医療放射

線防護連絡協議会関係者へコンタクトした。その結果、活動に協力はいただける

が、やはり合意形成には多くの困難が予測されることから、まず研修会等の機会

を活用して説明から始めることが提案され、この方向で進めることとした。 

・次年度については、事業最終年度としてのまとめを行うとともに、更に検討を

継続するための方策について検討することとした。まとめにおいては、ステーク

ホルダーの視点での課題の整理を行うが、ステークホルダーとしては国から事業

者まで種々考えられることから、ステークホルダーを明確にして、各々の視点で

課題（歴史的経緯を含む）を整理することとした。また、活動の継続については、

上記の医療分野への継続的な働きかけとともに、引き続き大学関係ネットワーク

との連携を進めることとした。 

 

(イ) 検討結果の報告について 

（ア）で記載したとおり、今年度はステークホルダーからの意見を求めること

を目的に、以下のとおり検討結果の報告を行った。なお、両学会ともオンライン

開催であった。 

① 日本保健物理学会第 53 回研究発表会（発表日：令和 2 年 6 月 29 日） 

○企画セッション名：「放射線防護の喫緊課題への提案～職業被ばくの個人

線量管理と緊急時対応人材の確保～」 

第１部 職業被ばくの個人線量管理～流動性の高い現場の問題～ 

（座長： 百瀬琢麿（JAEA）、ラポータ：神田玲子(QST）) 

○発表項目 

1) 職業被ばくの個人線量管理方法の検討状況（13 分） 

  吉澤道夫（日本原子力研究開発機構） 

2) 大学間の放射線業壽従事者一元管理システムの構築(13 分) 

  渡部浩司（東北大学） 

3) 指定発言(21 分) 

  ・大学の実状と課題  寺東宏明（岡山大学） 

  ・医療現場の問題（１） 欅田尚樹（産業医科大学） 

  ・医療現場の問題（２） 渡辺浩（群馬パース大） 

4) 質疑応答及び Web アンケート 
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② 日本放射線安全管理学会第 19 回学術大会（発表日：令和 2 年 12 月 10 日） 

○企画セッション名：「令和２年度放射線防護アンブレラ事業～職業被ばく

の一元化のネットワーク事業～」 

（座長： 百瀬琢麿（JAEA）） 

○発表項目 

1) 職業被ばくの個人線量管理方法の検討状況(15 分) 

  吉澤道夫（日本原子力研究開発機構） 

2) 被ばく線量登録管理制度の現状(10 分) 

  伊藤敦夫（放射線影響協会） 

3) 大学等における放射線業務従事者管理の現状と課題解決 

  への取り組み (10 分) 

  渡部浩司（東北大学） 

4) 医療従事者における個人被ばく線量管理の課題(10 分) 

  欅田尚樹（産業医科大学） 

5) 質疑応答(15 分) 

 

保物学会及び安全管理学会における要旨及び本検討グループからの発表内容

を別添２−１及び別添２−２に示す。 

質疑等の内容は、（ア）検討内容の各会合の概要に記載したとおりである。 

 

(ウ) 文献調査 

昨年度、諸外国における線量登録制度の現状（職業被ばくの分類を含む）につ

いて調査したが、その際、注目すべき文献として、欧州におけるガイドライン

Radiation Protection No.160（2009）“Technical Recommendations for Monitoring 

Individuals Occupationally Exposed to External Radiation”があった。今年度、本

文献を翻訳し、欧州における登録制度及び職業被ばくの分類について調査した。

その結果、各組織が図１に示す役割で登録等を行っていること、また、その職業

分類が表３のとおりとなっていることがわかった。 

その特徴としては、欧州では測定機関からの線量データ（我が国の１cm 線量

当量等）が主体であること、また、職業分類はかなり幅広く、自然線源（いわゆ

る NORM）からの被ばくも含めていることが挙げられる。 
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図１ 欧州における職業被ばくデータ管理 

 

表２ 欧州における職業被ばくの分類（標準例） 

活動分野 具体的な行為 

原子力 ウラン採鉱（地下／地上）、 ウラン精錬、 ウラン濃縮及び転換 
原子炉運転（常勤）、原子炉運転（保守） 
燃料再処理（酸化物／金属）  
核燃料サイクルに関する研究 

医学 放射線診断（従来法、特殊な方法）、 歯科放射線学 
放射線治療（外部線源）、小線源法（手動、ｱﾌﾀｰﾛｰディﾝｸﾞ） 
生物医学研究 
その他すべての医学利用 

工業 工業照射、 工業用ラジオグラフィー、 発光剤、 RI製造、 検層、 
加速器運転、その他すべての工業利用 

自然線源 民間飛行、ラドン、 
採掘（石炭：地下／地上）、 採掘（石炭以外：地下／地上） 
その他の採掘（リン酸塩、石油・ガスなど） 

その他 教育機関、獣医学、他  
原子力船及び補助施設、その他軍事利用 
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（3） 線量測定機関認定制度の検討 

(ア) 検討内容 

個人線量測定の信頼性確保に係る認定制度の検討については、昨年度と同様に、

日本適合性認定協会（JAB）が運営主体である「放射線モニタリングタスクフォ

ースグループ(TFG)」（以下、「TFG」と言う。）に一本化して検討を進めた。線

量測定機関認定制度検討グループのメンバー（TFG メンバーと同じ）を表３に示

す。 

 

表３ 線量測定機関認定制度検討グループ 

 氏 名 所 属 

主査 吉澤 道夫 日本原子力研究開発機構 

原子力科学研究所 

委員 辻村 憲雄 日本原子力研究開発機構 

核燃料サイクル工学研究所 

委員 黒澤 忠弘 産業技術総合研究所 

計量標準センター 

委員 柚木 彰 産業技術総合研究所 

計量標準センター 

委員 當波 弘一 放射線計測協会 

委員 中村 吉秀 株式会社千代田テクノル 

委員 寿藤 紀道 個人線量測定機関協議会 

オブザーバ 小口 靖弘 個人線量測定機関協議会 

オブザーバ 担当者 原子力規制庁 

オブザーバ 担当者 厚生労働省労働基準局労働衛生課 

オブザーバ 担当者 関係電力事業者 

 

個人線量測定の信頼性確保に係る認定制度については、審査基準（ISO/IEC 

17025「試験所及び校正機関の能力に関する一般要求事項」）に追加される個人線

量測定についての補足要求事項（JAB RL380）にしたがって、個人線量測定サー

ビス機関の認定が実施された。一方、原子力事業者の中には、現在の JAB RL380

が対象としていない電子式個人線量計を用いている事業者があることから、昨年

度に認定範囲に電子式線量計を含める改訂を検討し、令和２年度 4 月に JAB 

RL380 の改訂版が発行した。 

今年度は、次年度に眼の水晶体の線量限度が変更されることに伴い、３mm 線
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量当量を用いた眼の水晶体のモニタリングが開始されることから、これに向けた

改訂を検討した。２回の会合（令和２年 4 月 27 日及び 6 月 18 日、いずれもオン

ライン会議）を行い、認定対象に眼の水晶体モニタリング用の個人線量計及び３

mm 線量当量を導入することを検討した。 

各回の検討項目は以下のとおりである。 

① 令和 2 年 4 月 27 日

 眼の水晶体の個人線量（Hp(3)）測定の認定に係る方針の検討

 改訂のマイルストーン

 改訂のポイントについて

 技能試験について

 今後の進め方

 その他（環境モニタリングへの拡大への対応について）

② 令和 2 年 6 月 18 日

 眼の水晶体の個人線量（Hp(3)）測定の認定に係る方針の検討

 改訂のマイルストーンの確認

 改訂内容の検討

 技能試験について

 今後の進め方

この会合の後、メールによる改訂内容の検討を行い、パブリックコメント等の

手続を経て、令和２年 10 月 1 日付けで JAB RL380 の改訂版が発行した。 

環境モニタリングへの拡大については、昨年度に原子力規制庁「環境放射線モ

ニタリング技術検討チーム」（技術検討チーム）から基本方針が示された後に検

討する方針としていた。このため、今年度は技術検討チーム会合の動向に着目し

ていたが、基本方針が示されなかったことから、引き続き基本方針が示された後

に検討を進める方針を確認した。 

(イ) 基礎データ収集作業

個人線量測定機関の認定においては技能試験が義務づけられている。この技能

試験では、測定機関の個人線量計に放射線の種類、エネルギー、入射角度等の様々

な条件を変えて照射を行い、測定機関には照射に関する情報は与えずに測定機関

から測定値を報告してもらい、その測定値と基準照射量を比較して、一定の許容

範囲に入っているかを試験する。現在の許容範囲は、我が国における基礎データ

が少ないことから、個人線量測定機関の認定を先行して運用している米国自主試
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験所認証プログラム（NVLAP）を参考に設定しているが、その妥当性は確認され

ていない。このため、データが少ない線種で基礎データの収集を行ってきた。 

昨年度までは X 線に対するデータを取得したが、今年度はβ線の入射角度を変

えた照射について基礎データの収集を行った。照射は、国家標準とトレーサビリ

ティを有する（JCSS 登録機関）で行った。また、関連する JIS の基準及び技能試

験の判定基準との比較を行うデータ解析も実施した。 

収集したデータを別添３−１に、またデータ解析の結果を別添３−２に示す。 

β線の角度を変えた照射に対しても、昨年度までの X 線と同様、現在の技能試

験の判定基準は妥当であることが明らかになった。 

 

(ウ) 外国調査 

技能試験等において重要な放射線標準校正技術に関する最新情報を調査する

ため、国際標準化機構（ISO）の放射線防護分科会（TC85/SC2）基準中性子場に係

るサブグループ（WG2/SG3）専門家会合（令和 2 年 11 月 17 日から 19 日）に専門

家を参加させ、放射線標準校正技術関連の国際規格に関する情報を収集した。な

お、今回はオンライン会議開催となったため外国出張はしなかった。 

サブグループ会合では中性子標準場における中性子線の発生方法に関する規

格（ISO8529-1）の改訂案について前回に引き続き議論した。中性子に対する技

能試験で使用される（又は可能性のある）中性子線源（252Cf、241Am-Be、重水減速
252Cf 等）や新しい中性子源の基準スペクトル等に関する改訂内容等が検討された。

また、現在入手が困難となっている 252Cf 線源の代替となり得る中性子線源の情

報を提供し、採用されることとなった。中性子標準場において個人線量計や中性

子モニタを校正するときに必要となるフルエンスから線量当量への換算係数等

を規定した ISO8529-3 の改訂ドラフトについては、次回に議論されることにな

った。詳細を別添４に示す。 

 

6.2 放射線防護アンブレラによる情報共有と合意形成 

（1） ネットワーク合同報告会 

6.1 で記載した職業被ばく最適化推進ネットワークの活動の概要については、

令和３年２月９日に開催された「第４回ネットワーク合同報告会」において報告

を行った。報告会で使用したスライドを別添５に示す。 

 

（2） 代表者会議 

アンブレラ構成団体の代表者からなる会議に受託者も実施側として参加し、職

業被ばく最適化推進ネットワークの計画及び活動の概要について適宜報告した。 
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6.3 事業進捗の PDCA 

受託者は、委託契約期間内において、全体を統括する量子科学技術研究開発機構

放射線医学総合研究所の代表者と密接に連絡を取り、進捗状況を報告するとともに

助言を仰いだ。また、研究の実施に当たっては原子力規制庁が指定するプログラム

オフィサーの指示に従った。 

さらに、事業の実施結果について、原子力規制庁が開催する成果発表会（令和２

年２月１８日）で他の活動と合わせて報告し、評価をうけた。 

 

7. まとめ 

放射線安全規制事業を支える放射線防護に関する調査研究を効果的に推進するこ

とに寄与できる関連機関・専門家によるネットワークを構築するために、課題解決型

ネットワークとして、職業被ばくの最適化推進を目的とした、国家線量登録制度検討

グループ、及び、線量測定機関認定制度検討グループの活動を継続した。 

国家線量登録制度検討グループについては、これまでの検討してきた内容（４つの

制度案とその長所・短所、制度構築に向けての展開案など）を日本保健物理学会及び

日本放射線安全管理学会の企画セッションで報告し、ステークホルダーからの意見を

求めた。その結果、制度構築に向けてのモチベーション及び費用負担が最も大きな課

題であることが明らかになった。次年度、医療分野へのアプローチを行うとともに、

事業最終年度として成果をまとめる。また、線量登録制度については、事業終了後も

制度構築に向けた活動を実施する必要があることから、その具体的方策を検討する。 

線量測定機関認定制度検討グループについては、次年度に眼の水晶体の線量限度の

変更に伴い３mm 線量当量のモニタリングが開始されることから、認定範囲の拡大を

行った。また、これまでデータが少なかった技能試験領域（β線に対する角度依存性）

における基礎データを収集するとともにデータ解析を行い、現在の技能試験の判定基

準が妥当であることを確認した。次年度は、これらの成果をまとめる。 

 

以上 
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別添１ 国家線量登録制度検討グループ会合について 

別添１−１ 国家線量登録制度検討グループ第１回会合 資料 

別添１−２ 国家線量登録制度検討グループ第１回会合議事概要 

別添１−３ 国家線量登録制度検討グループ第 2 回会合 資料 

別添１−４ 国家線量登録制度検討グループ第２回会合議事概要（案） 
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別添１−１ 国家線量登録制度検討グループ第１回会合 資料 
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令和２年度原子力規制委員会委託事業「放射線安全規制研究戦略的推進事業費 

（放射線防護研究分野における課題解決ネットワークとアンブレラ型統合プラットフォームの形成） 

職業被ばく最適化推進ネットワーク 

国家線量登録制度検討グループ令和 2年度第１回会合 議事次第 

 

1. 日 時 ： 2020 年 9 月 10 日（木） 13:30～16:00 頃 

 

2. 場 所 ： Webex によるオンライン会合 

 

3．出席予定者（敬称略） 

検討会メンバー 飯本武志、岡﨑龍史、渡部浩司、伊藤敦夫、 

 神田玲子、百瀬琢麿、吉澤道夫  

オブザーバー 高橋ＰＯ（京都大学） 

  原子力規制庁（放射線防護企画課）：大町、他 

  厚生労働省（地域医療計画課）：  

  同 上    （労働衛生課電離放射線労働者健康対策室）；   

  放射線影響協会： 浅野 

事務局：      原子力機構（原科研）放射線管理部：木内、橘、高橋（聖）、小野瀬 

 

4．議題  

（１） 保健物理学会企画セッションの報告 

（２） 線量登録制度案についての検討 

（３） 今後の進め方 

（４） その他 

 

５．資料 

資料１： 令和元年度第２回検討会議事概要 

資料２： 日本保健物理学会での質疑・アンケート 

資料３： 線量登録制度案についての検討 

資料４： 今後の進め方について 

参考資料：日本保健物理学会発表資料 

①吉澤、②渡部、③寺東、④欅田、⑤渡邉 
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国家線量登録制度検討グループ第 2回会合 議事概要（案） 

 

１．日時：2019年 12月 22日（日）13：30～16：00 

２．場所：日本原子力研究開発機構 東京事務所 第 7会議室 

３．出席者（敬称略）： 

検討会メンバー主査：吉澤道夫 

委員：岡﨑龍史、渡部浩司、伊藤敦夫、神田玲子、百瀬琢磨、飯本武志 

原子力規制庁 放射線防護企画課 大町康、荻野晴之 

厚生労働省 労働基準局 労働衛生課 電離放射線労働者健康対策室（欠席） 

厚生労働者 医政局 地域医療計画課（欠席） 

オブザーバ  高橋知之（PO）、浅野智宏 

事務局      木内伸幸、小野瀬政浩、高橋聖 

 

４．主な議事項目 

（１）線量登録制度案についての検討 

（２）職業被ばく分類等について 

（３）今後の進め方 

 

５．配布資料 

資料１ 国家線量登録制度検討グループ第一回会合 議事概要（案） 

資料２ 海外の線量一元化の現状 

資料３－１ 線量登録制度案の検討 

資料３－２ 登録すべき情報について 

資料３－３ 原子力被ばく線量登録管理制度におけるＩＤ登録について 

資料４ 職業被ばく分類等について 

資料５ 今後の進め方について 

参考資料 RADIATION PROTECTION NO 160 

 

６．議事概要 

６．１ 前回議事概要（案）の確認 

主査より、前回議事概要（案）の説明があり、了承された。 

 

６．２ 海外の線量一元化についての報告 
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主査より、資料２に基づき海外の線量一元化の現状について欧州、韓国及び米国の例の説明

があった。 

欧州では、線量の中央登録が進んでおり欧州委員会の EU 指令（RP160）に基づいて各国が

統一的な形で国家線量登録制度を構築することが推進されている。欧州では、国が登録機関を設

置し、測定機関が直接線量測定データを登録することとなっている。また、ESOREX（European 

Study on Occupational Radiation Exposure）という枠組みにより、各国の規制制度、職業被ば

くの現状がレビューされている。被ばくの分類にNORMが入っているのが特徴である。 

韓国では、韓国原子力安全技術院(KINS)が KISOE（Korean Information System on 

Occupational Exposure）を運用し、韓国 RI協会が線量測定データを、原子力事業者が健康診

断等のデータを提供する形で国家線量登録を行っている。 

米国は NRC （Nuclear Regulatory Commission ）がＲＥ Ｉ Ｒ Ｓ (Radiation Exposure 

Information and Reporting System)を運用し、各事業者が個人線量を識別番号とともに電子

的に登録し、NRCが名寄せ、統計解析や個人線量の照会に対する回答を行っている。 

 

６．３ 線量登録制度案の検討 

 主査より、資料３－１に基づき次の説明があった。 

 前回の議論では、制度を誰のために構築するのかといった意義を明確にすべきであるとの

意見があった。これを受けて、今回は、線量登録制度に組み込む対象者の範囲について議

論したい。放射線作業者の多くが検出下限値未満であることから、制度を構築すべき対象者

として、従事する事業所を頻繁に異動する者や一定以上の被ばく線量（例えば、労災認定等

の対象となる年数 mSv 以上）のある者を対象とする案が考えられる。例えば、欧州では線量

限度の 3/10 を超えるか超えないかによってカテゴリー分けしている。この考え方を制度案に

組み込むことについて検討したい。 

 これについて、議論が行われた。主な意見・コメントは以下のとおり。 

① 1mSv以下の従事者がほとんどなので、コストがかかる制度を新たに導入する必要はないとい

う意見がいつもでる。対象者を被ばく線量で限定することで制度の目的が明確化しやすい。 

② 対象者を限定すると制度の目的である被ばく前歴の完全さが失われるため疑問である。 

③ 複数の制度案に含めて、広く議論することはよい。 

④ 検出限界を対象者の閾値とすると、測定機関（線量計のタイプ）でばらばらとなり煩雑になるの

で、全体として記録レベル以上を対象者とした方がよいのではないか。 

⑤ 線量で区分する場合は明確な説得力ある理由が必要。単独事業所のみの場合、登録の対象

者となる閾値が年 5mSvは高いのではないか。記録レベルの 1～2 mSvが妥当であろう。 

⑥ 年１mSvを制度へ登録する閾値としていれば、５年積算線量の閾値は不要である。 
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⑦ 実効線量のみで区分するのではなく、水晶体線量（組織線量）も考慮して良いのではないか。

整形外科医などは水晶体の被ばくが高くなり、リミットとなることが多い。 

⑧ 有意な被ばくがあって制度の対象者となった場合、それ以前の被ばくも合わせて登録する必

要があり、これを確実に行う必要がある。 

⑨ 下請け会社ほど被ばく線量が大きい傾向があるため、対象者の割合が大きくなることが予想さ

れる。費用負担に不公平感がでないような課金の仕組みが必要である。 

⑩ 単年で複数の事業所で被ばくする場合、対象者となる閾線量を超えたかどうかをしっかり把握

できるようにする必要がある。雇用主が前歴を確認し、対象者に該当する場合は制度に登録

するような仕組みにするべき。 

⑪ 制度の第４案（業界・分野別の管理）の目的・役割に“疫学研究等へのデータ提供”がないが、

限定的なデータ提供は可能なので、目的に追加すべき。 

⑫ 個線協の被ばく線量分布データによると、約 54 万人の業務従事者のうち、１mSv 以上の被

ばくのある者は３万人程度になる。しかし、医療分野の管理状況等を考えると、線量管理が必

要とされる者がどの程度かの実態調査が必要ではないか。 

⑬ 学会を通じて在籍した職場の数についてアンケート調査を実施したことがあるが、アンケート

調査では質問の仕方に注意が必要である。 

⑭ 次年度に実態調査を行うことを検討する。なお、調査方法等の検討は早く始める必要がある。 

⑮ 本日の議論を踏まえ、対象者を線量で絞る案についても本検討グループからの提案として挙

げることとしたい。 

⑯ 国家公務員や自衛隊の扱いも要検討課題として認識しておく必要がある。 

 

６．４ 登録すべき情報について 

 主査より資料３−２に基づき、制度に登録すべき情報について日本学術会議報告書（記録）の

検討結果について説明があった。また、伊藤委員より資料３－３に基づき、中央登録センター

の個人識別番号の制度について説明があった。これらに基づき、線量関連情報をどこまでに

するか、個人識別情報をどうするかを議論した。主な内容は以下のとおりである。 

＜線量関連情報について＞ 

① 中央登録センターでは現状、実効線量のみ登録しており、令和３年度から水晶体線量も導入

予定である。外部被ばくと内部被ばくを分けて登録していない。緊急時被ばくは分けている。 

② 登録情報としては、中央登録センターと同じでよいのではないか。 

③ 欧州等では NORM を対象に含めているが、我が国では実態も把握できておらず、まず規制

レベルの検討からであろう。放射線審議会の中間とりまとめには今後の検討課題としては挙げ

られている。 
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＜個人識別情報について＞ 

① 個人識別番号は名寄せ等のために必須であり、新登録制度でも ID付番は必要である。中央

登録センターの ID保有者はそれを使えばよい。医師、技師、看護師の場合は免許等の個人

番号を持っており利用できるのはないか。

② マイナンバーの使用は、法的な制約があり困難である。

③ 大学等の RI 事業者は、医療関係者のような独自の番号を持たないため、新たに ID 番号の

付与が必要であろう。これには既存の中央登録センターの制度を活用することが考えられる。

ただし、付与機関（手帳発行機関）が原子力施設周辺に限られているため拡大する必要があ

る。また費用負担の問題もある。

④ 分野・業種別の制度案では業種ごとに登録システムを持つため ID による識別ができず二重

登録の可能性がある。これは、制度の比較検討における課題として明記しておく必要がある。

６．５ 職業被ばく分類等について 

 主査より資料４に基づき職業被ばく分類についての調査結果の報告があった。

将来的に欧州のような職業被ばく全体の実態分析、最適化のためには、職業被ばくの分類を標

準化しておく必要がある。欧州では細かく分類され、欧州全体で標準化するための文書がされて

いる。国連科学委員会（UNSCEAR）の分類は、欧州の分類とほぼ同一で有り、国際的な標準に

なってきている。 

これについて、実態として複数に該当する場合があるが、この場合はどうしているのかとの質問

があり、欧州でも実情は同じだが、登録する者が代表的なものに割り切って運用しているようである

との回答があった。 

６．６ 今後の進め方について 

 主査より資料５に基づき、制度案についてステークホルダーを巻き込んだ議論を進めてゆくた

めに、学会での発表をとおして議論していきたいとの説明があり、具体的な発表先を議論した。

その結果、次年度は、以下の学科等で発表していくこととした。

① 日本保健物理学会（２０２０年６月２９−３０日、大阪）： できればネットワーク事業全体でセッシ

ョンを組んで議論したい。

② アイソトープ・放射線研究発表会（２０２０年７月７日～９日、東京）： 各セッションに特別講演

を考えているので、この枠での発表を検討する。

③ 日本放射線安全管理学会（沖縄）： 予定がわかり次第、発表の方向で検討する。

④ 医療関係で議論を進めることが重要であるが、医療分野では職業被ばくの管理自体が大きな

課題であるので、これらの議論の中で線量登録制度も扱う方向がよい。循環器診療における
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放射線被ばくに関するガイドラインが複数の医療系学会の共同で作成された。 

⑤ 対象となる学会には、日本循環器学会、日本脳神経血管内治療学会、日本医学放射線学会、

IVR 学会、日本整形外科学会、日本消化器病学会、核医学学会がある。これらの学会にア

プローチしていく。 

 

以上 
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理

（全
作
業
者
）

57
%

②
事
業
者
設
置
機
関
一
括
管
理

（全
作
業
者
）

17
%

③
事
業
者
設
置

機
関
一
括
管
理

（一
部
作
業
者
）

9%

④
業
界
・
分
野

別
管
理

17
%

ど
の
制
度
を
進
め
て
い
く
の
が
よ
い
か

6
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ア
ン
ケ
ー
ト
の
結
果
（
そ
の
5
：
医
療
関
係
）

原
子
力
分
野

19
%

研
究
教
育
機
関

(医
療
以
外
)

44
%

医
療
関
係

4%

そ
の
他

33
%

所
属

分
野
（
全
70

名
）
（
医
療
関
係
：
3名
）

原
子
力
分
野

研
究
教
育
機
関
(医
療
以
外
)

医
療
関
係

そ
の
他

①
国
家
機
関
一
括
管
理

（全
作
業
者
）

33
%

③
事
業
者
設
置

機
関
一
括
管
理

（一
部
作
業
者
）

67
%

ど
の
制
度
を
進
め
て
い
く
の
が
よ
い
か

7
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ア
ン
ケ
ー
ト
結
果
の
ま
と
め


ア
ン
ケ
ー
ト
回
答
者
：
全
7
0
名


原
子
力
分
野
:1
9
％
、
研
究
教
育
機
関
:4
4
％
、
医
療
:4
％
、
そ
の
他
:3
3
％


医
療
関
係
者
の
回
答
が
少
な
い
（３
名
の
み
）


ど
の
制
度
案
を
進
め
て
い
く
の
が
よ
い
か


国
家
機
関
一
括
管
理
：
54
％
、
事
業
者
設
置
機
関
：
30
％
、
業
界
・分
野
別
：
14
％


国
か
事
業
者
か
の
観
点
：
ほ
ぼ
半
々


業
界
・分
野
別
の
支
持
は
少
な
い
（具
体
的
イ
メ
ー
ジ
が
わ
か
な
か
っ
た
可
能
性
も
）


所
属
分
野
別
で
意
見
に
大
き
な
差
は
な
か
っ
た
。

8
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主
な
質
疑
・
コ
メ
ン
ト
（
そ
の
１
）


指
定
発
言
か
ら


大
学
関
係
の
業
務
従
事
者
情
報
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化
の
課
題


学
内
で
の
整
備
：
情
報
の
共
通
化
、
一
元
管
理
、
標
準
化


医
療
分
野
の
課
題
は
、
線
量
管
理
そ
の
も
の
の
適
正
化


職
業
被
ば
く
管
理
の
抜
本
的
改
革


一
元
化
が
管
理
業
務
の
合
理
化
や
支
援
に
繋
が
れ
ば


異
動
時
の
管
理
業
務
簡
素
化
、
高
線
量
従
事
者
へ
の
注
意
喚
起
等

特
に
医
師
の
５
年
間
管
理
は
必
須


一
元
化
は
政
治
判
断

9
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主
な
質
疑
・
コ
メ
ン
ト
（
そ
の
２
）

1
0


質
疑
か
ら


本
来
の
目
的
で
あ
る
全
て
の
従
事
者
の
(生
涯
)線
量
管
理
に
基
づ
く
安

全
性
の
確
保
の
観
点
か
ら
見
る
と
、
50
年
以
上
の
長
期
間
に
わ
た
る

デ
ー
タ
管
理
と
い
う
事
業
は
、
国
以
外
の
実
施
機
関
に
お
い
て
は
そ
の

存
続
そ
の
も
の
を
保
証
で
き
る
の
か
?


案
３
と
案
４
の
区
別
が
よ
く
わ
か
ら
な
い


一
部
の
従
事
者
だ
け
登
録
す
る
こ
と
は
、
そ
れ
を
選
別
す
る
た
め
の
負

担
、
抜
け
へ
の
対
応
が
難
し
い
の
で
は


費
用
負
担
が
大
き
な
課
題
。
他
国
で
は
国
が
実
施
し
て
い
る
が
、
日
本

で
で
き
な
い
の
か
。
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日
本
保
健
物
理
学
会
（
企
画
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
）
を
受
け
て

1

資
料
３
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今
回
の
議
論


保
健
物
理
学
会
を
受
け
て
、
検
討
案
を
ど
う
し
て
い
く
か


保
健
物
理
学
会
で
の
議
論
の
ポ
イ
ン
ト


国
が
制
度
と
し
て
や
っ
て
欲
し
い
と
い
う
希
望
が
強
い
傾
向


や
は
り
懸
案
は
費
用


制
度
構
築
に
よ
る
管
理
の
合
理
化
（メ
リ
ッ
ト
）が
欲
し
い


例
え
ば
、
記
録
保
存
義
務
の
免
除
（軽
減
）
、
一
定
線
量
以
上
の
警
告
等

2
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事
務
局
か
ら
の
提
案

①
４
つ
の
検
討
案
は
そ
の
ま
ま


た
だ
し
、
（
案
４
）
業
界
・
分
野
別
の
管
理

に
つ
い
て
は
具
体
化
が
必
要

②
費
用
負
担
が
ど
の
程
度
に
な
る
か


特
に
（
案
２
＆
３
）
事
業
者
設
置
機
関
に
よ
る
管
理
（
中
央
登
録
セ
ン
タ
ー
の
対

象
拡
大
）
に
つ
い
て

③
制
度
構
築
に
よ
る
管
理
の
合
理
化
（
メ
リ
ッ
ト
）
の
提
示


次
ペ
ー
ジ
以
降
の
よ
う
に

3
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①
国
家
線
量
登
録
機
関
に
よ
る
中
央
一
括
管
理


対
象
：
全
て
の
放
射
線
業
務
従
事
者


目
的
・
役
割
：

①
規
制
の
有
効
性
確
認

②
日
本
人
の
完
全
な
職
業
被
ば
く
線
量
統
計
の
作

成
、
国
民
線
量
の
把
握

③
疫
学
研
究
、

UN
SC

EA
R等

へ
の
デ
ー
タ
提
供

④
労
災
保
険
に
係
る
被
ば
く
デ
ー
タ
提
供

⑤
被
ば
く
前
歴
等
の
把
握
（
照
会
対
応
）

⑥
個
人
被
ば
く
線
量
記
録
の
一
括
保
存


費
用
負
担
：


機
関
の
運
営
は
国
の
予
算


各
事
業
者
は
人
数
に
応
じ
た
手
数
料
負
担


制
度
導
入
に
伴
う
個
人
線
量
管
理
の
合
理
化


被
ば
く
前
歴
の
照
会
対
応


線
量
記
録
の
保
管
義
務
の
免
除


あ
る
線
量
レ
ベ
ル
に
達
し
た
場
合
の
作
業
者
及
び

雇
用
主
へ
の
通
知

4

国
（
放
射
線
防
護
関
連
）

厚
労
省
、
原
子
力
規
制
委
員
会
、
経
産
省

国
家
線
量
登
録
機
関

（
名
寄
せ
、
前
歴
デ
ー
タ
提
供
、
被
ば
く
統
計
作
成
等
）

放
射
線
影
響
協
会

（
中
登
セ
ン
タ
ー
）

各
原
子
力
・
除
染

事
業
者

そ
の
他
各
事
業
者

各
雇
用
主

従
事
者
登
録
番
号
取
得

測
定
サ
ー
ビ
ス
機
関

（
登
録
代
行
）

被
ば
く
統
計
等
の
報
告

日
本
学
術
会
議

「
記
録
」
の
内
容
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②
事
業
者
設
置
機
関
に
よ
る
一
括
管
理


対
象
：
全
て
の
放
射
線
業
務
従
事
者


目
的
・
役
割
：

①
被
ば
く
前
歴
等
の
把
握
（
照
会
対
応
）

②
労
災
保
険
に
係
る
被
ば
く
デ
ー
タ
提
供

③
個
人
被
ば
く
線
量
記
録
の
一
括
保
存


法
的
位
置
付
け
要

＜
国
か
ら
の
委
託
等
が
あ
れ
ば
対
応
＞

①
規
制
の
有
効
性
確
認

②
日
本
人
の
完
全
な
職
業
被
ば
く
線
量
統
計
の
作

成
、
国
民
線
量
の
把
握

③
疫
学
研
究
、

UN
SC
EA
R等

へ
の
デ
ー
タ
提
供


費
用
負
担
：


各
事
業
者
が
人
数
に
応
じ
た
費
用
を
負
担


制
度
導
入
に
伴
う
個
人
線
量
管
理
の
合
理
化


被
ば
く
前
歴
の
照
会
対
応


線
量
記
録
の
保
管
義
務
の
軽
減
？


５
年
間
積
算
の
代
行
？
（
眼
の
水
晶
体
線
量
？
）

5

国
（
放
射
線
防
護
関
連
）

厚
労
省
、
原
子
力
規
制
委
員
会
、
経
産
省

線
量
登
録
機
関

（
放
射
線
影
響
協
会
中
登
セ
ン
タ
ー
）

（
名
寄
せ
、
前
歴
デ
ー
タ
提
供
等
）

各
原
子
力
・
除
染

事
業
者

そ
の
他
各
事
業
者

各
雇
用
主

従
事
者
登
録
番
号
取
得

被
ば
く
統
計
等
の
作
成
依
頼
・
報
告

疫
学
調
査
等
へ
の
協
力

測
定
サ
ー
ビ
ス
機
関

（
登
録
代
行
）
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③
事
業
者
設
置
機
関
に
よ
る
管
理

6


対
象
：
一
部
の
放
射
線
業
務
従
事
者


複
数
事
業
所
や
異
動
が
頻
繁
な
作
業
者


一
定
線
量
(１

or
 ２

mS
v）

以
上
の
作
業
者


た
だ
し
原
子
力
・
除
染
は
全
て
（
制
度
有
）


目
的
・
役
割
：

①
被
ば
く
前
歴
等
の
把
握
（
照
会
対
応
）

②
労
災
保
険
に
係
る
被
ば
く
デ
ー
タ
提
供

③
疫
学
研
究
等
へ
の
デ
ー
タ
提
供


費
用
負
担
：


各
事
業
者
が
人
数
に
応
じ
た
費
用
を
負
担


制
度
導
入
に
伴
う
個
人
線
量
管
理
の
合
理
化


被
ば
く
前
歴
の
照
会
対
応


線
量
記
録
の
保
管
義
務
の
軽
減
？


５
年
間
積
算
の
代
行
？
（
眼
の
水
晶
体
線
量
？
）

線
量
登
録
機
関

（
放
射
線
影
響
協
会
中
登
セ
ン
タ
ー
）

（
名
寄
せ
、
前
歴
デ
ー
タ
提
供
等
）

各
原
子
力
・
除
染

事
業
者

そ
の
他
各
事
業
者

対
象
者
の
い
る
雇
用
主

従
事
者
登
録
番
号
取
得

疫
学
調
査
へ
の
協
力

測
定
サ
ー
ビ
ス
機
関

（
登
録
代
行
）

国
（
放
射
線
防
護
関
連
）

厚
労
省
、
原
子
力
規
制
委
員
会
、
経
産
省

対
象
者
の
通
知
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④
業
界
・分
野
別
の
管
理

7


対
象
：
一
部
の
放
射
線
業
務
従
事
者


複
数
事
業
所
や
異
動
が
頻
繁
な
作
業
者


一
定
線
量

(１
or

 ２
mS
v）

以
上
の
作
業
者


た
だ
し
原
子
力
・
除
染
は
全
て
（
制
度
有
）


目
的
・
役
割
：

①
被
ば
く
前
歴
等
の
把
握
（
照
会
対
応
）

②
労
災
保
険
に
係
る
被
ば
く
デ
ー
タ
提
供

③
疫
学
研
究
等
へ
の
デ
ー
タ
提
供


費
用
負
担
：


各
業
界
で
の
取
組
み


制
度
導
入
に
伴
う
個
人
線
量
管
理
の
合
理
化


被
ば
く
前
歴
の
照
会
対
応


線
量
記
録
の
保
管
義
務
の
軽
減
？


５
年
間
積
算
の
代
行
？
（
眼
の
水
晶
体
線
量
？
）

各
業
界
の

担
当
機
関

（
名
寄
せ
、
前
歴
デ
ー
タ

提
供
等
）

各
原
子
力
・
除
染

事
業
者

そ
の
他
各
事
業
者

対
象
者
の
い
る
雇
用
主

従
事
者
登
録
番
号
取
得

測
定
サ
ー
ビ
ス
機
関

（
登
録
代
行
）

対
象
者
の
通
知

放
射
線
影
響
協

会
（
中
央
登
録

セ
ン
タ
ー
）

（
名
寄
せ
、
前
歴
デ
ー

タ
提
供
等
）

具
体
例
を
出
せ
な
い
か
？

大
学
Ｎ
Ｗ
な
ど
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今
後
の
進
め
方
に
つ
い
て


今
年
度
の
活
動
：

検
討
し
た
結
果
を
学
会
等
で
発
表
し
、
議
論
を
進
め
る
。

1.
対
象
学
会

①
日
本
保
健
物
理
学
会
（
６
月
２
９
～
３
０
日
）
W
eb
開
催

→
企
画
セ
ッ
シ
ョ
ン
と
し
て
実
施
（
6
月
2
9
日
）

②
ア
イ
ソ
ト
ー
プ
・放
射
線
研
究
発
表
会
（
2
0
2
0
年
7
月
7
～
9
日
）

→
中
止

③
日
本
放
射
線
安
全
管
理
学
会
（
１
２
月
９
～
１
１
日
）
W
eb
開
催

→
保
健
物
理
学
会
等
同
様
の
セ
ッ
シ
ョ
ン

発
表
申
込
み
（ま
も
な
く
開
始
）
演
題
締
切
：
1
0
月
3
1
日
（土
）
1
7
時

1

資
料
４
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医
療
分
野
へ
の
ア
プ
ロ
ー
チ

①
放
射
線
を
扱
う
学
会
に
お
け
る
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
あ
る
い
は
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ


線
量
管
理
を
扱
う
際
に
混
ぜ
て
も
ら
う
の
が
適
当
か
？


日
本
循
環
器
学
会
、
脳
神
経
血
管
内
治
療
学
会
、
医
学
放
射
線
学
会
、

IV
R
学
会
、
整
形
外
科
学
会
、
消
化
器
病
学
会
、
核
医
学
学
会


複
数
学
会
共
同
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
（循
環
器
関
係
）


こ
ち
ら
か
ら
申
込
み
、
依
頼
を
す
る
必
要
あ
り

↑ 上
記
は
前
回
の
検
討
内
容

こ
れ
を
具
体
的
に
ど
う
進
め
る
の
が
よ
い
か
？

2
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1 

 

令和 2 年度国家線量登録制度検討グループ第 1 回会合  議事概要 

 

１．日時：2020年 9月 10日（木）13：30～15：40 

２．場所：Web会議開催 

３．出席者（敬称略）： 

検討会メンバー主査：吉澤道夫 

委員：飯本武志、伊藤敦夫、岡﨑龍史、神田玲子、百瀬琢磨、渡部浩司 

オブザーバ  高橋知之（PO） 

原子力規制庁 放射線防護企画課 大町康、他 

厚生労働省 労働基準局 労働衛生課 電離放射線労働者健康対策室（欠席） 

厚生労働者 医政局 地域医療計画課（欠席） 

放射線影響協会 浅野智宏 

事務局      谷村嘉彦、小野瀬政浩、高橋聖 

 

４．議事項目 

（１）保健物理学会企画セッションの報告 

（２）今後の進め方 

（３）線量登録制度案についての検討 

（４）その他 

 

５．配布資料 

資料１ 令和元年度国家線量登録制度検討グループ第２回会合議事概要（案） 

資料２ 保健物理学会（企画シンポジウム）の質疑・アンケート 

資料３ 線量登録制度案の検討 

資料４ 今後の進め方について 

参考資料 保健物理学会第 53回研究発表会発表資料 

 

６．議事概要 

６．１ 前回議事概要について 

資料１の前回議事概要については、気付きの点があれば事務局に連絡することで了解された。 

 

６．２ 保健物理学会企画セッションの報告 

主査より、資料２に基づき保健物理学会企画セッションの質疑及びアンケート結果の分析につ
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いて説明があった。セッションには 130 名以上の参加登録があったが、アンケート回答数は 70 件

であった。回答者の所属は原子力分野 19%、研究教育機関 44%、医療関係 4%、その他 33%で

あり、残念ながら医療関係は 3名のみであった。推進すべき制度案についての回答としては、国家

登録機関による一括管理が 50％強、事業者実施機関による管理方式が半数以上であった。分野

別の回答の差はほとんどなかった。 

質疑・コメントでは、大学単体ではシステム整備が困難なため情報の共通化・標準化が望まれる、

医療分野では線量管理自体が課題、一元化の問題は政治的な働きかけがないと進まない、制度

案 3 と 4の違いが判りづらい、などが寄せられた。 

○保健物理学会の報告ついて以下の議論があった

・医療関係の参加が少ないのは保健物理学会員に医療関係者が少ないからであろう。大きなステ

ークホールダーである医療関係者へのアプローチの検討が必要。

・Web会議に不慣れのためにアンケート回答数が増えなかったことも考えられる。今後もWeb会議

形式は続くと考えられるので改善策を検討したい

６．２ 今後の進め方について 

主査より、上記の議論を踏まえて議事の順番を入替、今後の進め方を先に議論することとした。

資料４に基づき、今後の進め方について説明があり、議論が行われた。 

○今後の学会での報告ついての主な議論と方針

・次は放射線安全管理学会（沖縄開催が中止となり Web 開催が決まった）での報告を考える。保

健物理学会と同様に企画セッションを提案することとする。

・放射線安全管理学会では、保物学会と異なり、各々が独立したアンブレラ事業である線量登録

制度と渡部先生の大学ネットワークの報告とを分けて、個別に議論できるようにして欲しい。

・アンブレラ事業のセッションとしては、百瀬先生の緊急時活動の人材育成もセッションを設けて欲

しい。

○医療分野へのアプローチについての議論と今後の方針

・医療分野は大きなステークホールダーである。現在、線量管理自体が問題となっているので、そ

れらの議論の中で線量登録管理制度も扱ってもらうのがよい。

・どの制度が良いかのアンケートを実施することは可能だが、説明がなければ難しいであろう。

・医療放射線防護連絡協議会で扱ってもらうのがよいのではないか。10 月、12 月、2 月に医療放

射線防護連絡協議会が開催されるのでそこの場で話題提供してもよい。連絡協議会で一元化に

ついて説明を行ったうえでアンケート調査を行うなどのアプローチが考えられる。大野先生、菊池

先生と相談するのがよい。 
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・医療放射線防護連絡協議会に参加していないが被ばくが課題となっている学会（循環器、整形

外科など）もある。これらについては、個別にアプローチする必要がある。 

・医療分野では水晶体の被ばく管理の変更によってようやく注意がむいてきたところである。医療

関係の注意が向いているうちに少しずつでも一元化の啓蒙を進めるべきである。

・医療分野と言っても放射線技師と医師では温度差がある。欅田先生など被ばく管理の実態把握

の実績のある医師の先生方と一緒に進めるべき。しっかり動いていただける医療分野の先生に

協力を求めて、そのための情報提供を行っていくべきである。

・厚労省が本格的に被ばく管理に取り組むことも重要なモチベーションとなる。厚労省労働基準局

から線量管理に関する自主点検アンケートが各事業者を対象に行われており、対応に苦慮して

いるとの声もあるようだ。その印象が残っているうちにアプローチするとよい。

６．３ 線量登録制度案の検討 

主査より資料３に基づき、保健物理学会企画セッションでの議論を踏まえた制度案の改善のポイ

ントについて説明があった。

①制度案 4 の業界・分野別管理が分かりづらいとの回答が多かったので具体的イメージを伝える

必要がある。 

②事業者設置機関による管理（中央登録センターの対象拡大）では、やはり費用負担がどの程度

になるかの提示が必要である。 

③制度導入に伴う管理の合理化についてもセットで示したい。

これらの改善ポイントについて以下の議論があった。

○制度案の具体化

・制度案４の具体的な例としては、大学関係ネットワークの活動があげられる。現在、大学内では病

院施設と研究施設では管理が分かれている。将来的にはネットワーク事業を拡大して統合を進

めたい。

・医療分野については、まだ線量管理自体の課題がある状況なので、管理制度の具体化には時

間がかかるであろう。

・中央登録センターの登録制度は原子力分野の業界・分野別管理である。除染従事者の制度は、

建設業界からの要請で制度立上げに協力してきた実績がある。原子力分野と除染分野のデータ

は独立しているが、個人に割り振られる中央登録番号は共通となっており、個人被ばくの合算は

可能となっている。医療分野から制度構築の相談があれば、これまでの経験等を踏まえて協力し

たい。

・4 つの制度案はそれぞれ独立ではなく制度案４をスタートとして、そこから案 2 や 3 などに展開し

ていくことが考えられる。業界・分野別管理でばらばらに検討してしまうとその後の展開が難しくな
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るので将来的な制度を念頭に置いて検討してゆくことが重要である。 

・今回の議論を踏まえて事務局で提案を練り直すこととする。 

 

○費用負担について 

・費用負担が具体的に示せるのは、中央登録センターの登録費用であろう。その額は、従事者一

人当たり年間 3,000～4,000 円である。費用の内訳は、人件費、システム運用費の割合が多い。

登録制度のコスト試算では、どこまでのサービスを行うか、どのように線量を吸い上げるか、登録

者数スケールメリットを考慮する必要があり、簡単には試算できない。ただし中央登録センターで

は線量登録だけではなく被ばく記録の引き渡し機関としての事業も行っている。 

 

○制度導入による管理の合理化について 

・大学の場合は被ばく線量が低いので、線量の一元化により、放射線業務従事者に付随する管理

（健康診断、教育歴等）が合理化されることは意味がある。 

・中央登録制度では、放管手帳により健康診断や教育歴などが統一的に記載されており、各事業

者がそれらを活用している。これらの線量以外の情報は中央登録センターのシステムには登録さ

れず、個人や事業者により管理が行われている。 

・原子力分野の放管手帳の電子化の議論は中央登録センターでも進めていたが既存の手帳制度

が緻密に出来上がっているので、これを大きく変更するのは難しく、現在の制度を継続する方向

である。新しい管理制度を構築するのであれば、過去に縛られることはないので新しいシステム

を考えることはできるだろう。 

・大学では必要最小限のデータのみ電子化管理する仕組みを検討している。 

・線量管理のメリットの一つとして線量レベルによるアラート機能の提案があるが、労災認定と線量

限度の関係が明確ではないので検討が必要であるとの意見があった。これについて、学術会議

での提案は、労災までを考えているわけではなく、線量限度以下に制限するための管理レベル

（線量限度より下の管理レベル）を想定しているとの説明があった。 

 

○その他 

・渡部先生より大学における従事者管理についてプレゼンがあり、大学ではクロスアポイントメント

が進み部局間をまたいだ従事者作業が多くなってきたため管理が複雑化していること、職員と学

生の管理、ＲＩとＸ線発生装置でも規制する法律が異なることも複雑化を助長していること、各大

学の現状の管理方法についてアンケート調査により現状把握を進めていることの説明があった。 

・大学、医療以外にも検討が必要な分野がないか全体を俯瞰していただきたい。例えば民間の非

破壊事業者などとりこぼしがないようにして欲しい。 
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・線量拘束値を用いた放射線防護の最適化も念頭に置いておくと将来的によい議論ができるので

はないかとの提案があった。

６．４ 今後の予定 

主査より今後の会合について以下の提案があり了解された。 

制度案について本日の議論を踏まえて主査の方で資料を整理する。放射線安全管理学会が

12月にあるのでその前までにメールベースで制度案を議論し、学会後に第 2回会合を開催する。 

以上 
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令和２年度原子力規制委員会委託事業「放射線安全規制研究戦略的推進事業費 

（放射線防護研究分野における課題解決ネットワークとアンブレラ型統合プラットフォームの形成） 

職業被ばく最適化推進ネットワーク 

国家線量登録制度検討グループ令和 2年度第２回会合 議事次第 

 

1. 日 時 ： 2021 年 1 月 15 日（木） 13:30～15:30 頃 

 

2. 場 所 ： Webex によるオンライン会合 

 

3．出席予定者（敬称略） 

検討会メンバー 飯本武志、岡﨑龍史、渡部浩司、伊藤敦夫、 

神田玲子、吉澤道夫 

（欠席）百瀬琢麿 

オブザーバー 高橋ＰＯ（京都大学） 

  原子力規制庁（放射線防護企画課）：欠席 

  厚生労働省（地域医療計画課）： 欠席 

  同 上    （労働衛生課電離放射線労働者健康対策室）： 欠席  

  放射線影響協会： 浅野 

事務局：      原子力機構（原科研）放射線管理部：小野瀬、他 

 

4．議題  

（１） 日本放射線安全管理学会企画セッションの報告 

（２） 線量登録制度案についての検討 

（３） 今後の進め方 

（４） その他 

 

５．資料（変更の可能性があります） 

資料１： 令和２年度第１回検討会議事概要（案） 

資料２： 日本放射線安全管理学会企画セッションでの報告（発表資料抜粋＋質疑） 

資料３： 医療分野へのアプローチについて 

資料４： 今後の進め方について 

参考資料：日本放射線安全管理学会発表資料一式 
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令和 2年度国家線量登録制度検討グループ第 1回会合 議事概要（案） 

 

１．日時：2020年 9月 10日（木）13：30～15：40 

２．場所：Web会議開催 

３．出席者（敬称略）： 

検討会メンバー主査：吉澤道夫 

委員：飯本武志、伊藤敦夫、岡﨑龍史、神田玲子、百瀬琢磨、渡部浩司 

オブザーバ  高橋知之（PO） 

原子力規制庁 放射線防護企画課 大町康、他 

厚生労働省 労働基準局 労働衛生課 電離放射線労働者健康対策室（欠席） 

厚生労働者 医政局 地域医療計画課（欠席） 

放射線影響協会 浅野智宏 

事務局      谷村嘉彦、小野瀬政浩、高橋聖 

 

４．議事項目 

（１）保健物理学会企画セッションの報告 

（２）今後の進め方 

（３）線量登録制度案についての検討 

（４）その他 

 

５．配布資料 

資料１ 令和元年度国家線量登録制度検討グループ第２回会合議事概要（案） 

資料２ 保健物理学会（企画シンポジウム）の質疑・アンケート 

資料３ 線量登録制度案の検討 

資料４ 今後の進め方について 

参考資料 保健物理学会第 53回研究発表会発表資料 

 

６．議事概要 

６．１ 前回議事概要について 

資料１の前回議事概要については、気付きの点があれば事務局に連絡することで了解された。 

 

６．２ 保健物理学会企画セッションの報告 

主査より、資料２に基づき保健物理学会企画セッションの質疑及びアンケート結果の分析につ

資料－１ 
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いて説明があった。セッションには 130 名以上の参加登録があったが、アンケート回答数は 70 件

であった。回答者の所属は原子力分野 19%、研究教育機関 44%、医療関係 4%、その他 33%で

あり、残念ながら医療関係は 3名のみであった。推進すべき制度案についての回答としては、国家

登録機関による一括管理が 50％強、事業者実施機関による管理方式が半数以上であった。分野

別の回答の差はほとんどなかった。 

質疑・コメントでは、大学単体ではシステム整備が困難なため情報の共通化・標準化が望まれる、

医療分野では線量管理自体が課題、一元化の問題は政治的な働きかけがないと進まない、制度

案 3 と 4の違いが判りづらい、などが寄せられた。 

○保健物理学会の報告ついて以下の議論があった 

・医療関係の参加が少ないのは保健物理学会員に医療関係者が少ないからであろう。大きなステ

ークホールダーである医療関係者へのアプローチの検討が必要。 

・Web会議に不慣れのためにアンケート回答数が増えなかったことも考えられる。今後もWeb会議

形式は続くと考えられるので改善策を検討したい 

 

６．２ 今後の進め方について 

主査より、上記の議論を踏まえて議事の順番を入替、今後の進め方を先に議論することとした。

資料４に基づき、今後の進め方について説明があり、議論が行われた。 

○今後の学会での報告ついての主な議論と方針 

・次は放射線安全管理学会（沖縄開催が中止となり Web 開催が決まった）での報告を考える。保

健物理学会と同様に企画セッションを提案することとする。 

・放射線安全管理学会では、保物学会と異なり、各々が独立したアンブレラ事業である線量登録

制度と渡部先生の大学ネットワークの報告とを分けて、個別に議論できるようにして欲しい。 

・アンブレラ事業のセッションとしては、百瀬先生の緊急時活動の人材育成もセッションを設けて欲

しい。 

 

○医療分野へのアプローチについての議論と今後の方針 

・医療分野は大きなステークホールダーである。現在、線量管理自体が問題となっているので、そ

れらの議論の中で線量登録管理制度も扱ってもらうのがよい。 

・どの制度が良いかのアンケートを実施することは可能だが、説明がなければ難しいであろう。 

・医療放射線防護連絡協議会で扱ってもらうのがよいのではないか。10 月、12 月、2 月に医療放

射線防護連絡協議会が開催されるのでそこの場で話題提供してもよい。連絡協議会で一元化に

ついて説明を行ったうえでアンケート調査を行うなどのアプローチが考えられる。大野先生、菊池

先生と相談するのがよい。 
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・医療放射線防護連絡協議会に参加していないが被ばくが課題となっている学会（循環器、整形

外科など）もある。これらについては、個別にアプローチする必要がある。 

・医療分野では水晶体の被ばく管理の変更によってようやく注意がむいてきたところである。医療

関係の注意が向いているうちに少しずつでも一元化の啓蒙を進めるべきである。 

・医療分野と言っても放射線技師と医師では温度差がある。欅田先生など被ばく管理の実態把握

の実績のある医師の先生方と一緒に進めるべき。しっかり動いていただける医療分野の先生に

協力を求めて、そのための情報提供を行っていくべきである。 

・厚労省が本格的に被ばく管理に取り組むことも重要なモチベーションとなる。厚労省労働基準局

から線量管理に関する自主点検アンケートが各事業者を対象に行われており、対応に苦慮して

いるとの声もあるようだ。その印象が残っているうちにアプローチするとよい。 

 

６．３ 線量登録制度案の検討 

主査より資料３に基づき、保健物理学会企画セッションでの議論を踏まえた制度案の改善のポイ

ントについて説明があった。 

①制度案 4 の業界・分野別管理が分かりづらいとの回答が多かったので具体的イメージを伝える

必要がある。 

②事業者設置機関による管理（中央登録センターの対象拡大）では、やはり費用負担がどの程度

になるかの提示が必要である。 

③制度導入に伴う管理の合理化についてもセットで示したい。 

これらの改善ポイントについて以下の議論があった。 

○制度案の具体化 

・制度案４の具体的な例としては、大学関係ネットワークの活動があげられる。現在、大学内では病

院施設と研究施設では管理が分かれている。将来的にはネットワーク事業を拡大して統合を進

めたい。 

・医療分野については、まだ線量管理自体の課題がある状況なので、管理制度の具体化には時

間がかかるであろう。 

・中央登録センターの登録制度は原子力分野の業界・分野別管理である。除染従事者の制度は、

建設業界からの要請で制度立上げに協力してきた実績がある。原子力分野と除染分野のデータ

は独立しているが、個人に割り振られる中央登録番号は共通となっており、個人被ばくの合算は

可能となっている。医療分野から制度構築の相談があれば、これまでの経験等を踏まえて協力し

たい。 

・4 つの制度案はそれぞれ独立ではなく制度案４をスタートとして、そこから案 2 や 3 などに展開し

ていくことが考えられる。業界・分野別管理でばらばらに検討してしまうとその後の展開が難しくな
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るので将来的な制度を念頭に置いて検討してゆくことが重要である。 

・今回の議論を踏まえて事務局で提案を練り直すこととする。 

 

○費用負担について 

・費用負担が具体的に示せるのは、中央登録センターの登録費用であろう。その額は、従事者一

人当たり年間 3,000～4,000 円である。費用の内訳は、人件費、システム運用費の割合が多い。

登録制度のコスト試算では、どこまでのサービスを行うか、どのように線量を吸い上げるか、登録

者数スケールメリットを考慮する必要があり、簡単には試算できない。ただし中央登録センターで

は線量登録だけではなく被ばく記録の引き渡し機関としての事業も行っている。 

 

○制度導入による管理の合理化について 

・大学の場合は被ばく線量が低いので、線量の一元化により、放射線業務従事者に付随する管理

（健康診断、教育歴等）が合理化されることは意味がある。 

・中央登録制度では、放管手帳により健康診断や教育歴などが統一的に記載されており、各事業

者がそれらを活用している。これらの線量以外の情報は中央登録センターのシステムには登録さ

れず、個人や事業者により管理が行われている。 

・原子力分野の放管手帳の電子化の議論は中央登録センターでも進めていたが既存の手帳制度

が緻密に出来上がっているので、これを大きく変更するのは難しく、現在の制度を継続する方向

である。新しい管理制度を構築するのであれば、過去に縛られることはないので新しいシステム

を考えることはできるだろう。 

・大学では必要最小限のデータのみ電子化管理する仕組みを検討している。 

・線量管理のメリットの一つとして線量レベルによるアラート機能の提案があるが、労災認定と線量

限度の関係が明確ではないので検討が必要であるとの意見があった。これについて、学術会議

での提案は、労災までを考えているわけではなく、線量限度以下に制限するための管理レベル

（線量限度より下の管理レベル）を想定しているとの説明があった。 

 

○その他 

・渡部先生より大学における従事者管理についてプレゼンがあり、大学ではクロスアポイントメント

が進み部局間をまたいだ従事者作業が多くなってきたため管理が複雑化していること、職員と学

生の管理、ＲＩとＸ線発生装置でも規制する法律が異なることも複雑化を助長していること、各大

学の現状の管理方法についてアンケート調査により現状把握を進めていることの説明があった。 

・大学、医療以外にも検討が必要な分野がないか全体を俯瞰していただきたい。例えば民間の非

破壊事業者などとりこぼしがないようにして欲しい。 
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・線量拘束値を用いた放射線防護の最適化も念頭に置いておくと将来的によい議論ができるので

はないかとの提案があった。 

 

６．４ 今後の予定 

主査より今後の会合について以下の提案があり了解された。 

制度案について本日の議論を踏まえて主査の方で資料を整理する。放射線安全管理学会が

12月にあるのでその前までにメールベースで制度案を議論し、学会後に第 2回会合を開催する。 

 

以上 

【55】





発
表
資
料
抜
粋
＋
質
疑

資
料
－
２ 【

1】
【
56
】



放
射
線
安
全
管
理
学
会
企
画
セ
ッ
シ
ョ
ン

令
和
２
年
度
放
射
線
防
護
ア
ン
ブ
レ
ラ
事
業

職
業
被
ば
く
の
一
元
化
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
事
業

座
長
：
百
瀬
琢
麿
（日

本
原
子
力
研
究
開
発
機
構
）

1.
職
業
被
ば
く
の
個
人
線
量
管
理
方
法
の
検
討
状
況

15
分

吉
澤
道
夫
（
日
本
原
子
力
研
究
開
発
機
構
）

2.
被
ば
く
線
量
登
録
管
理
制
度
の
現
状

10
分

伊
藤
敦
夫
（
放
射
線
影
響
協
会
）

3.
大
学
等
に
お
け
る
放
射
線
業
務
従
事
者
管
理
の
現
状
と
課
題
解
決
へ
の
取
り
組
み

10
分

渡
部
浩
司
（
東
北
大
学
）

4.
医
療
従
事
者
に
お
け
る
個
人
被
ば
く
線
量
管
理
の
課
題

10
分

欅
田
尚
樹
（
産
業
医
科
大
学
）

5.
質
疑
応
答
*各

講
演
に
対
す
る
質
問
も
ま
と
め
て
行
い
ま
す
。

15
分

1
2
月
1
0
日
（木

）
15
:4
0
〜
1
6
:4
0

【
2】

【
57
】



職
業

被
ば

く
の

個
人

線
量

管
理

方
法

の
検

討
状

況

ア
ン

ブ
レ

ラ
事

業
国

家
線

量
登

録
制

度
検

討
グ

ル
ー

プ

吉
澤

道
夫

国
立

研
究

開
発

法
人

日
本

原
子

力
研

究
開

発
機

構

原
子

力
科

学
研

究
所

日
本
放
射
線
安
全
管
理
学
会
第

1
9
回
学
術
大
会

令
和
２
年
１
２
月
１
０
日

令
和

2
年
度
放
射
線
防
護
ア
ン
ブ
レ
ラ
事
業

職
業
被
ば
く
の
一
元
化
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
事
業

本
発
表
は
、
原
子
力
規
制
委
員
会
令
和

2
年
度
放
射
線
安
全
規
制
研
究
戦
略
的
推
進
事
業
費
（
放
射
線
防
護
研
究
分
野
に

お
け
る
課
題
解
決
型
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
と
ア
ン
ブ
レ
ラ
型
統
合
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の
形
成
）
事
業
の
成
果
で
あ
る
。
【
3】

【
58
】



①
国

家
線

量
登

録
機

関
に

よ
る

中
央

一
括

管
理

9

国
（
放
射
線
防
護
関
連
）

厚
労
省
、
原
子
力
規
制
委
員
会
、
経
産
省

国
家
線
量
登
録
機
関

（
名
寄
せ
、
前
歴
デ
ー
タ
提
供
、
被
ば
く
統
計
作
成
等
）

放
射
線
影
響
協
会

（
中
登
セ
ン
タ
ー
）

各
原
子
力
・
除
染

事
業
者

そ
の
他
各
事
業
者

各
雇
用
主

従
事
者
登
録
番
号
取
得

測
定
サ
ー
ビ
ス
機
関

（
登
録
代
行
）

被
ば
く
統
計
等
の
報
告


対

象
：
全

て
の

放
射

線
業

務
従

事
者


目

的
・役

割
：

①
規

制
の

有
効

性
確

認
②

日
本

人
の

完
全

な
職

業
被

ば
く
線

量
統

計
の

作
成

、
国

民
線

量
の

把
握

③
疫

学
研

究
、

U
N

S
C

E
A

R
等

へ
の

デ
ー

タ
提

供
④

労
災

保
険

に
係

る
被

ば
く
デ

ー
タ

提
供

⑤
被

ば
く
前

歴
等

の
把

握
（照

会
対

応
）

⑥
個

人
被

ば
く
線

量
記

録
の

一
括

保
存


費

用
負

担
：


機

関
の

運
営

は
国

の
予

算


各
事

業
者

は
人

数
に

応
じ

た
手

数
料

負
担


制

度
導

入
に

伴
う

個
人

線
量

管
理

の
合

理
化

①
被

ば
く
前

歴
の

把
握

が
容

易
②

線
量

記
録

の
保

管
義

務
の

免
除

③
あ

る
線

量
レ

ベ
ル

に
達

し
た

場
合

の
作

業
者

及
び

雇
用

主
へ

の
通

知
日
本
放
射
線
安
全
管
理
学
会
第

1
9
回
学
術
大
会
令
和
２
年
１
２
月
１
０
日

【
4】

【
59
】



②
事

業
者

設
置

機
関

に
よ

る
一

括
管

理

1
0

国
（
放
射
線
防
護
関
連
）

厚
労
省
、
原
子
力
規
制
委
員
会
、
経
産
省

線
量
登
録
機
関

（
放
射
線
影
響
協
会
中
登
セ
ン
タ
ー
）

（
名
寄
せ
、
前
歴
デ
ー
タ
提
供
等
）

各
原
子
力
・
除
染

事
業
者

そ
の
他
各
事
業
者

各
雇
用
主

従
事
者
登
録
番
号
取
得

被
ば
く
統
計
等
の
作
成
依
頼
・
報
告

疫
学
調
査
等
へ
の
協
力

測
定
サ
ー
ビ
ス
機
関

（
登
録
代
行
）


対

象
：
全

て
の

放
射

線
業

務
従

事
者


目

的
・役

割
：

①
被

ば
く
前

歴
等

の
把

握
（照

会
対

応
）

②
労

災
保

険
に

係
る

被
ば

く
デ

ー
タ

提
供

③
個

人
被

ば
く
線

量
記

録
の

一
括

保
存


法

的
位

置
付

け
要

＜
国

か
ら

の
委

託
等

が
あ

れ
ば

対
応

＞
①

規
制

の
有

効
性

確
認

②
日

本
人

の
完

全
な

職
業

被
ば

く
線

量
統

計
の

作
成

、
国

民
線

量
の

把
握

③
疫

学
研

究
、

U
N

S
C

E
A

R
等

へ
の

デ
ー

タ
提

供


費

用
負

担
：


各

事
業

者
が

人
数

に
応

じ
た

費
用

を
負

担


制

度
導

入
に

伴
う

個
人

線
量

管
理

の
合

理
化

①
被

ば
く
前

歴
の

把
握

が
容

易
②

線
量

記
録

の
保

管
義

務
の

軽
減

③
５

年
間

積
算

（実
効

線
量

、
眼

の
水

晶
体

線
量

）が
容

易
日
本
放
射
線
安
全
管
理
学
会
第

1
9
回
学
術
大
会
令
和
２
年
１
２
月
１
０
日

【
5】

【
60
】



③
事

業
者

設
置

機
関

に
よ

る
管

理

1
4

線
量
登
録
機
関

（
放
射
線
影
響
協
会
中
登
セ
ン
タ
ー
）

（
名
寄
せ
、
前
歴
デ
ー
タ
提
供
等
）

各
原
子
力
・
除
染

事
業
者

そ
の
他
各
事
業
者

対
象
者
の
い
る
雇
用
主

従
事
者
登
録
番
号
取
得

疫
学
調
査
へ
の
協
力

測
定
サ
ー
ビ
ス
機
関

（
登
録
代
行
）

国
（
放
射
線
防
護
関
連
）

厚
労
省
、
原
子
力
規
制
委
員
会
、
経
産
省

対
象
者
の
通
知


対

象
：
一

部
の

放
射

線
業

務
従

事
者

①
複

数
事

業
所

や
異

動
が

頻
繁

な
作

業
者

②
一

定
線

量
(１

o
r 

２
m

S
v）

以
上

の
作

業
者

た
だ

し
原

子
力

・除
染

は
全

て
（制

度
有

）


目

的
・役

割
：

①
被

ば
く
前

歴
等

の
把

握
（照

会
対

応
）

②
労

災
保

険
に

係
る

被
ば

く
デ

ー
タ

提
供

③
疫

学
研

究
等

へ
の

デ
ー

タ
提

供


費

用
負

担
：


各

業
界

で
の

取
組

み
に

依
存


制

度
導

入
に

伴
う

個
人

線
量

管
理

の
合

理
化

①
被

ば
く
前

歴
の

照
会

対
応

②
線

量
記

録
の

保
管

義
務

の
軽

減
？

③
５

年
間

積
算

（実
効

線
量

、
眼

の
水

晶
体

線
量

）
が

容
易

日
本
放
射
線
安
全
管
理
学
会
第

1
9
回
学
術
大
会
令
和
２
年
１
２
月
１
０
日

【
6】

【
61
】



④
業

界
・
分

野
別

の
管

理

1
5

各
業
界
の

担
当
機
関

（
名
寄
せ
、
前
歴
デ
ー
タ

提
供
等
）

各
原
子
力
・
除
染

事
業
者

そ
の
他
各
事
業
者

対
象
者
の
い
る
雇
用
主

従
事
者
登
録
番
号
取
得

測
定
サ
ー
ビ
ス
機
関

（
登
録
代
行
）

対
象
者
の
通
知

放
射
線
影
響
協

会
（
中
央
登
録

セ
ン
タ
ー
）

（
名
寄
せ
、
前
歴
デ
ー

タ
提
供
等
）


対

象
：
一

部
の

放
射

線
業

務
従

事
者

①
複

数
事

業
所

や
異

動
が

頻
繁

な
作

業
者

②
一

定
線

量
(１

o
r 

２
m

S
v）

以
上

の
作

業
者

た
だ

し
原

子
力

・除
染

は
全

て
（制

度
有

）


目

的
・役

割
：

①
被

ば
く
前

歴
等

の
把

握
（照

会
対

応
）

②
労

災
保

険
に

係
る

被
ば

く
デ

ー
タ

提
供

③
疫

学
研

究
等

へ
の

デ
ー

タ
提

供


費

用
負

担
：


各

業
界

で
の

取
組

み


制

度
導

入
に

伴
う

個
人

線
量

管
理

の
合

理
化

①
被

ば
く
前

歴
の

把
握

が
容

易
②

線
量

記
録

の
保

管
義

務
の

軽
減

？
③

５
年

間
積

算
（実

効
線

量
、

眼
の

水
晶

体
線

量
）が

容
易

先
行
事
例
：
原
子
力
・
除
染

大
学
連
携
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

必
要
な
業
界
が
独
自
に
構
築

（
例
）

日
本
放
射
線
安
全
管
理
学
会
第

1
9
回
学
術
大
会
令
和
２
年
１
２
月
１
０
日

【
7】

【
62
】



各
制

度
体

系
案

の
比

較

1
6

制
度

①
国
家
線
量
登
録
機
関

に
よ
る
一
括
管
理

②
事
業
者
設
置
機
関
に
よ

る
一
括
管
理

③
事
業
者
設
置
機
関
に
よ

る
管
理
（
対
象
限
定
）

④
業
界
・
分
野
別
の
管
理

（
対
象
限
定
）

線
量
管
理
制
度
と

し
て
の
完
全
さ

国
と
し
て
の
運
用
で
、

完
全
さ
は
高
い

参
加
状
況
に
依
存

（
規
制
要
求
必
要
）

必
要
な
者
に
限
定
し
た

制
度
（
規
制
要
求
必

要
）
前
歴
把
握
の
完
全

さ
に
は
欠
け
る
お
そ
れ

必
要
な
者
に
限
定
し
た
制

度
。
業
界
の
取
り
組
み
に

強
く
依
存

役
割
分
担
の
明
確

さ
国
が
こ
こ
ま
で
実
施

す
る
必
要
性
が
論
点

基
本
機
能
の
分
担
が

明
確

基
本
機
能
の
分
担
が

明
確

管
理
制
度
が
統
一
さ
れ
な

い
た
め
、
曖
昧
さ
が
残
る

費
用
負
担

国
の
負
担
が
大

受
益
者
負
担
が
明
確

事
業
者
の
負
担
大

受
益
者
負
担
が
明
確

事
業
者
の
負
担
は
②
よ

り
限
定
的

管
理
方
式
に
依
存

個
人
情
報
管
理
の

徹
底
度

一
括
管
理
の
た
め
◎

た
だ
し
、
国
と
し
て

は
重
い
。

設
置
機
関
が
一
括
管
理

す
る
た
め
◎

設
置
機
関
が
一
括
管
理

す
る
た
め
◎

各
々
の
制
度
に
依
存
す
る

が
、
他
に
比
べ
て
低
い
。

日
本
放
射
線
安
全
管
理
学
会
第

1
9
回
学
術
大
会
令
和
２
年
１
２
月
１
０
日

【
8】

【
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線
量

登
録

管
理

制
度

構
築

の
進

め
方


理

想
的

な
制

度
は

、
①

国
家

線
量

登
録

機
関

に
よ

る
中

央
一

括
管

理
で

あ
る

が
、

実
現

に
向

け
た

関
係

者
の

コ
ン

セ
ン

サ
ス

は
低

い


現

実
的

な
路

線
と

し
て

は
、

以
下

が
考

え
ら

れ
る

。
④

（
③

）
→

 ②
・
・
・
・
>
①


④

業
界

・分
野

別
の

構
築

を
進

め
る

。
（こ

の
中

で
③

が
検

討
の

範
囲

に
入

る
）

•
原

子
力

・除
染

分
野

は
、

構
築

済
み

•
線

量
管

理
の

必
要

性
の

高
い

業
界

（
人

材
流

動
化

、
線

量
管

理
の

必
要

性
の

高
ま

っ
た

業
界

が
、

現
実

的
・合

理
的

な
管

理
方

法
を

導
入

（
た

だ
し

、
将

来
展

開
を

見
据

え
た

検
討

が
必

要
）

•
（
理

工
系

）
大

学
関

係
は

、
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
に

よ
る

一
元

管
理

を
検

討
中

•
医

療
分

野
の

線
量

管
理

の
必

要
性

・重
要

性
の

認
識

が
高

ま
っ

て
い

る
。

議
論

は
こ

れ
か

ら
。


そ

の
上

で
、

②
事

業
者

設
置

機
関

に
よ

る
管

理
（中

央
登

録
セ

ン
タ

ー
の

拡
大

と
分

野
統

一
）

（又
は

①
国

家
線

量
登

録
機

関
に

よ
る

中
央

一
括

管
理

）
を

目
指

す
。

1
7

日
本
放
射
線
安
全
管
理
学
会
第

1
9
回
学
術
大
会
令
和
２
年
１
２
月
１
０
日

【
9】
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ま
と

め


我

が
国

の
制

度
や

各
々

の
現

場
の

実
態

を
考

慮
し

、
既

存
シ

ス
テ

ム
を

で
き

る
だ

け
活

用
し

た
実

現
可

能
性

の
あ

る
合

理
的

方
法

を
複

数
提

案
す

る
と

と
も

に
、

展
開

を
提

案
。


本

日
の

論
点


議

論
の

中
心

は
、

人
材

流
動

性
の

あ
る

大
学

等
、

医
療

関
係


複

数
施

設
を

利
用

す
る

者
、

異
動

が
あ

る
者

に
対

し
て

、
ど

の
よ

う
な

管
理

制
度

が
合

理
的

か
？

ま
た

、
こ

れ
ら

を
ど

の
よ

う
に

実
現

し
て

ゆ
け

ば
よ

い
か

？

•
大

学
等

：
被

ば
く
線

量
は

低
い

。
合

理
的

な
管

理
は

？

•
医

学
関

係
：

比
較

的
高

い
被

ば
く
を

す
る

者
あ

り
。

複
数

施
設

で
の

業
務

の
実

態
は

？
眼

の
水

晶
体

の
積

算
管

理
も

必
要

。
ど

の
よ

う
な

管
理

を
実

現
し

て
ゆ

け
ば

よ
い

か
？


こ

れ
ら

に
つ

い
て

、
是

非
、

意
見

を
い

た
だ

き
た

い
。

1
8

日
本
放
射
線
安
全
管
理
学
会
第

1
9
回
学
術
大
会
令
和
２
年
１
２
月
１
０
日

【
10
】
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被
ば
く
線
量
登
録
管
理
制
度
の
現
状

中
央
登
録
管
理
制
度
の
紹
介
と
除
染
登
録
管
理
制
度
の
立
ち
上
げ
の
経
緯

公
益
財
団
法
人

放
射
線
影
響
協
会

放
射
線
従
事
者
中
央
登
録
セ
ン
タ
ー

伊
藤
敦
夫

日
本
放
射
線
安
全
管
理
学
会
第

1
9
回
学
術
大
会

令
和
２
年
１
２
月
１
０
日

【
11
】

【
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３
．
「除

染
等
業
務
従
事
者
等
被
ば
く
線
量
登
録
管
理
制
度
検
討
会
」の

発
足


2
0
1
3
年
8
月
8
日

：
制
度
検
討
会
が
発
足
。
除
染
事
業
を
受
注
し
て
い
る
ゼ
ネ
コ
ン
7
社
、
線
量
管
理
関
係
の
事
業
者

2
社
、
そ
の
他
1
社
が
参
集
。
オ
ブ
ザ
ー
バ
ー
と
し
て
、
厚
生
労
働
省
、
環
境
省
、
日
本
建
設
業
連

合
会
、
全
国
建
設
業
協
会
、
電
気
事
業
連
合
会
等
。
事
務
局
は
放
射
線
影
響
協
会
。


2
0
1
3
年
1
1
月
1
5
日
：
環
境
省
直
轄
工
事
に
つ
い
て
、
制
度
の
暫
定
運
用
を
開
始
。


2
0
1
3
年
1
2
月
2
6
日
：
検
討
会
「
最
終
と
り
ま
と
め
」公

表
。
こ
れ
に
伴
い
厚
生
労
働
省
「
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
改
正
。


2
0
1
4
年
4
月
1
日

：
地
方
自
治
体
及
び
環
境
省
以
外
の
国
の
機
関
の
発
注
事
業
に
つ
い
て
運
用
を
開
始
。

参
集
者
企
業
名

備
考

株
式
会
社
大
林
組

日
本
建
設
業
連
合
推
薦

鹿
島
建
設
株
式
会
社

日
本
建
設
業
連
合
推
薦

清
水
建
設
株
式
会
社

日
本
建
設
業
連
合
推
薦

大
成
建
設
株
式
会
社

日
本
建
設
業
連
合
推
薦

株
式
会
社
熊
谷
組

日
本
建
設
業
連
合
推
薦

株
式
会
社
奥
村
組

建
設
労
務
安
全
研
究
会
推
薦

前
田
建
設
工
業
株
式
会
社

建
設
労
務
安
全
研
究
会
推
薦

株
式
会
社
ア
ト
ッ
ク
ス

除
染
・
廃
棄
物
技
術
協
議
会
推
薦

株
式
会
社
千
代
田
テ
ク
ノ
ル

除
染
・
廃
棄
物
技
術
協
議
会
推
薦

東
京
パ
ワ
ー
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
株
式
会
社

除
染
・
廃
棄
物
技
術
協
議
会
推
薦

オ
ブ
ザ
ー
バ
ー

厚
生
労
働
省

環
境
省

(一
般
社
団
)日
本
建
設
業
連
合
会

(一
般
社
団
)全
国
建
設
協
会

電
気
事
業
連
合
会

東
京
電
力
(株

)

日
本
原
子
力
発
電
(株

)

事
務
局

(公
益
財
団
)放
射
線
影
響
協
会

2
8

【
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】
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５
．
除
染
登
録
管
理
制
度
に
お
け
る
線
量
登
録
の
し
く
み


中
央
登
録
番
号
、
放
射
線
管
理
手
帳
は
原
子
力
登
録
管
理
制
度
と
共
通
で
使
用


除
染
被
ば
く
線
量
の
登
録
及
び
経
歴
照
会
は
、
除
染
シ
ス
テ
ム
で
運
用
す
る


原
子
力
、
除
染
シ
ス
テ
ム
と
で
被
ば
く
線
量
情
報
の
相
互
照
会
を
可
能
と
す
る

除
染
登
録
管
理
制
度

シ
ス
テ
ム

原
子
力
登
録
管
理
制
度

シ
ス
テ
ム

除
染
事
業

元
請
事
業
者

関
係
請
負
人

（
雇
用
事
業
者
）

除
染
等
業
務
従
事
者

手
帳
発
効
機
関

④
事
業
場
、
工
事
件
名
登
録

(ｵ
ﾝ
ﾗ
ｲ
ﾝ
）

定
期
線
量
登
録

(ｵ
ﾝ
ﾗ
ｲ
ﾝ
)

法
定
記
録
の
引
渡

経
歴
照
会

放
射
線
影
響
協
会

中
央
登
録
セ
ン
タ
ー

相 互 照 会

②
手
帳
の
発
行
登
録

中
央
登
録
番
号
の
付
与

①
手
帳
及
び
中
央

登
録
番
号
の
申
請
・

取
得

個
人
記
録
の
開
示
請
求

③
制
度
参
加
契
約
の
締
結

線 量 評 価 機 関 【
13
】

【
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７
．
除
染
線
量
登
録
管
理
制
度
設
立
の
成
功
要
因

１
．
被
ば
く
管
理
に
つ
い
て
業
界
全
体
が
問
題
意
識
を
共
有
し
て
い
た
。

２
．
事
業
者
が
当
事
者
意
識
を
も
っ
て
制
度
設
計
に
積
極
的
に
参
画

し
た
。

３
．
厚
生
労
働
省
の
除
染
電
離
則
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
及
び
環
境
省
の
除
染

等
工
事
共
通
仕
様
書
に
、
事
業
者
の
制
度
へ
の
参
加
が
明
記
さ

れ
た
。

４
．
運
用
開
始
後
も
、
参
加
事
業
者
が
登
録
制
度
の
維
持
に
つ
い
て

必
要
性
を
認
識
し
て
い
る
。

５
．
運
用
開
始
後
も
参
加
事
業
者
と
協
会
と
の
意
見
交
換
の
場
を
維

持
し
て
い
る
。

【
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】
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R
I

(
)

R
I

/

R
I

X

R
I

【
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C
S
V

【
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医
療
従
事
者
に
お
け
る
個
人
被
ば
く
線
量
管
理
の
課
題

産
業
医
科
大
学
産
業
保
健
学
部

欅
田
尚
樹
＆
労
災
疾
病
臨
床
研
究
事
業
研
究
班

日
本
放
射
線
安
全
管
理
学
会
第

19
回
学
術
大
会

W
EB

 令
和

2年
12
月

9日
（水
）～

12
月

11
日
（金
）

令
和
２
年
度
放
射
線
防
護
ア
ン
ブ
レ
ラ
事
業
「職
業
被
ば
く
の
一
元
化
検
討
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
」

・
発
表
者
は
、
放
射
線
審
議
会
・
眼
の
水
晶
体
の
放
射
線
防
護
検
討
部
会
専
門
委
員
、
厚
生
労
働
省
・
眼
の
水
晶

体
の
被
ば
く
限
度
の
見
直
し
等
に
関
す
る
検
討
会
委
員
を
務
め
て
お
り
ま
し
た
。

・
本
発
表
は
労
災
疾
病
臨
床
研
究
事
業
研
究
班
に
よ
る
成
果
の
一
部
で
す
。

・
開
示
す
べ
き
CO

I関
係
に
あ
る
企
業
等
は
あ
り
ま
せ
ん
。

【
20
】
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集
計
結
果

表
1
職
種
別
個
人
被
ば
く
線
量
計
装
着
率

＊
手
指
に
関
し
て
は
、
『
持
っ
て
な
い
か
ら
“
無
い
”
』
と
『
持
っ
て
い
る
け
ど
“
装
着
し
て
い
な
い
“
』
を
見
分
け
る
こ
と

が
困
難
。

全
体
（電
離
則
第
８
条
第
１
項
）

不
均
等
被
ば
く
管
理
の
み

職
種
別
人
数

線
量
計
装
着
（胸
・腹
部
）

職
種
別
人
数

線
量
計
装
着
（胸
・腹
部
）

線
量
計
装
着
（頸
部
）
線
量
計
装
着
（手
指
）

人
数

（
％
）

（
有
）
の
人
数

装
着
率

（
％
）

人
数

（
％
）
（
有
）
の
人
数
装
着
率
（
％
）
（
有
）
の
人
数

装
着
率

（
％
）

（
有
）
の
人
数
装
着
率

（
％
）

医
師

51
9

38
.5

20
3

39
.1

27
2

43
.5

12
3

45
.2

91
33

.5
3

1.
1

看
護
師

36
6

27
.2

28
2

77
.0

14
4

23
.0

12
2

84
.7

93
64

.6
1

0.
7

診
療
放
射
線
技
師

34
7

25
.7

32
4

93
.4

17
2

27
.5

16
3

94
.8

12
5

72
.7

9
5.
2

臨
床
工
学
技
士

10
0

7.
4

67
67

.0
37

5.
9

24
64

.9
24

64
.9

0
0.
0

そ
の
他

16
1.
2

4
25

.0
1

0.
2

1
10

0.
0

0
0.
0

0
0.
0

合
計

13
48

88
0

65
.3

62
6

43
3

69
.2

33
3

53
.2

13
2.
1

個
人
被
ば
く
線
量
計
（電
離
則
第
８
条
第
３
項
の
均
等
被
ば
く
（第
１
号
）＝
胸
・腹
部
）装
着
率
は
、
診

療
放
射
線
技
師
が
高
く
、
一
般
的
に
被
ば
く
線
量
が
高
い
と
言
わ
れ
て
い
る
医
師
は
一
番
低
い
。 【

21
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集
計
結
果

表
2
医
師
診
療
科
別
個
人
被
ば
く
線
量
計
装
着
率
（
全
体
）

医
師
診
療
科
別
人
数

個
人
被
ば
く
線
量
計

（
胸
・
腹
部
）

個
人
被
ば
く
線
量
計

（
頸
部
）

個
人
被
ば
く
線
量
計

（
手
指
）

人
数

比
率
（
％
）
（
有
）
の
人
数
装
着
率
（
％
）
（
有
）
の
人
数
装
着
率
（
％
）
（
有
）
の
人
数
装
着
率
（
％
）

循
環
器
内
科

13
0

25
.0

56
43

.1
40

30
.8

1
0.
8

外
科

38
7.
3

11
28

.9
6

15
.8

0
0

消
化
器
外
科

20
3.
9

2
10

.0
0

0
0

0
消
化
器
内
科

87
16

.8
37

42
.5

12
13

.8
0

0
整
形
外
科

56
10

.8
5

8.
9

1
1.
8

0
0

脳
神
経
外
科

32
6.
2

15
46

.9
12

37
.5

0
0

泌
尿
器
科

31
6.
0

10
32

.3
3

9.
7

0
0

放
射
線
科

35
6.
7

26
74

.3
9

25
.7

1
2.
9

そ
の
他

90
17

.3
41

45
.6

11
12

.2
1

1.
1

全
体

51
9

20
3

39
.1

94
18

.1
3

0.
6

医
師
の
診
療
科
別
、
個
人
被
ば
く
線
量
計
（胸
・腹
部
）装
着
率
は
放
射
線
科
が
一
番
高
く
、
消
化
器
外

科
、
整
形
外
科
が
低
い
。
さ
ら
に
、
他
の
診
療
科
で
も
40
％
程
度
し
か
装
着
さ
れ
て
い
な
い
。

【
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集
計
結
果

表
3
観
察
場
所
別
個
人
被
ば
く
線
量
計
装
着
率
（
全
体
）

観
察
場
所
別
人
数

個
人
被
ば
く
線
量
計

（
胸
・
腹
部
）

個
人
被
ば
く
線
量
計

（
頸
部
）

個
人
被
ば
く
線
量
計

（
手
指
）

人
数

比
率
（
％
）
（
有
）
の
人
数
装
着
率
（
％
）
（
有
）
の
人
数
装
着
率
（
％
）
（
有
）
の
人
数
装
着
率
（
％
）

血
管
造
影
検
査
室

49
0

36
.4

32
6

66
.5

17
7

36
.1

3
0.
6

透
視
検
査
室

37
7

28
.0

23
0

61
.0

11
4

30
.2

2
0.
5

CT
室

11
6

8.
6

10
2

87
.9

15
12

.9
1

0.
9

手
術
室

16
6

12
.3

48
28

.9
14

8.
4

0
0

ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
手
術
室

40
3.
0

24
60

.0
9

22
.5

0
0

一
般
撮
影
室

58
4.
3

58
10

0.
0

14
24

.1
0

0
核
医
学
検
査
室

27
2.
0

23
85

.2
8

29
.6

9
33

.3
放
射
線
治
療
室

52
3.
9

49
94

.2
8

15
.4

0
0

そ
の
他

22
1.
6

20
90

.9
1

4.
5

0
0

全
体

13
48

88
0

65
.3

36
0

26
.7

15
1.
1

観
察
場
所
別
で
は
、
手
術
室
に
お
け
る
個
人
被
ば
く
線
量
計
装
着
率
が
非
常
に
低
か
っ
た
。
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【令
和

３
年

４
月

１
日

施
行

】改
正

電
離

放
射

線
障

害
防

止
規

則
及

び
関

連
事

業
に

つ
い

て

ht
tp
s:
//
w
w
w
.m

hl
w
.g
o.
jp
/s
tf
/n
ew

pa
ge
_0
68

24
.h
tm

l
ht
tp
s:
//
w
w
w
.m

hl
w
.g
o.
jp
/s
tf
/s
ei
sa
ku
ni
ts
ui
te
/b
un

ya
/k
oy
ou

_r
ou

do
u/
ro
ud

ou
ki
ju
n/
an
ze
n/
00

00
18

67
14

_0
00

03
.h
tm

l

眼
の
水
晶
体
の
被
ば
く
限
度
の
見
直
し
等
に
関
す
る
検
討
会
報
告
書

(令
和

元
年

9月
24

日
労

働
基

準
局

安
全

衛
生

部
労

働
衛

生
課

電
離

放
射

線
労

働
者

健
康

対
策

室
)

è
ア
国
は
、
（
中
略
）
事
業
者
が
、
放
射
線
防
護
設
備
の
設
置
や
改
善
に
よ
る
被
ば
く
低
減
措
置
を
講
ず
る
た
め
の
支
援
を
行
う
こ
と
が
望
ま
し
い
。

イ
国
は
、
水
晶
体
へ
の
被
ば
く
線
量
が
高
い
業
務
を
行
う
事
業
者
が
、
労
働
安
全
衛
生
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
等
の
取
組
を
着
実
に
進
め
、
安

全
衛
生
管
理
体
制
を
確
立
す
る
た
め
の
支
援
を
行
う
こ
と
が
望
ま
し
い
。

被
ば
く
線
量
低
減
設
備
改
修
等
補
助
金
事
業

本
事
業
は
、
病
院
及
び
診
療
所
に
対
し
、
眼
の
水
晶
体
が
受
け
る
被
ば
く
線
量
を
低
減
す
る
た
め
の
器
具
の
購
入
経

費
の
一
部
に
対
し
て
補
助
金
を
交
付
す
る
も
の
で
す
。
眼
の
水
晶
体
の
被
ば
く
限
度
が
引
き
下
げ
ら
れ
る
改
正
電
離

則
に
対
応
す
る
に
当
た
り
、
水
晶
体
に
受
け
る
被
ば
く
線
量
が
高
い
労
働
者
が
い
る
病
院
及
び
診
療
所
の
皆
さ
ま
は

ぜ
ひ
ご
活
用
く
だ
さ
い
。

電
離
健
診
対
象
事
業
場
に
対
す
る
自
主
点
検
等
事
業

本
事
業
は
、
放
射
線
業
務
を
行
っ
て
い
る
事
業
者
に
お
け
る
放
射
線
管
理
が
、
電
離
則
等
に
定
め
ら
れ
て
い
る
内
容

と
照
ら
し
て
問
題
な
い
か
を
自
ら
点
検
し
、
事
業
場
内
に
お
け
る
放
射
線
管
理
の
課
題
を
自
主
的
に
改
善
す
る
き
っ
か

け
と
し
て
い
た
だ
く
と
と
も
に
、
令
和
３
年
度
か
ら
施
行
さ
れ
る
改
正
電
離
則
に
対
応
す
る
準
備
を
進
め
て
い
た
だ
く
こ
と

を
目
的
と
し
て
お
り
ま
す
。

放
射
線
被
ば
く
管
理
に
関
す
る
労
働
安
全
衛
生
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
導
入
支
援
事
業

本
事
業
は
、
放
射
線
業
務
に
従
事
す
る
医
療
従
事
者
の
被
ば
く
低
減
の
た
め
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
に
つ
い
て
ご

説
明
し
、
貴
機
関
に
お
け
る
放
射
線
管
理
を
支
援
し
ま
す
。
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ま
と
め

・電
離
則
第
２
条
第
３
項
の
「放
射
線
業
務
」に
従
事
す
る
者
の
う
ち
、
約
90
％
が
従
事
者
管
理
が
さ
れ
て
い
た
。

・放
射
線
業
務
従
事
者
登
録
さ
れ
て
い
る
者
の
う
ち
、
均
等
被
ば
く
管
理
と
不
均
等
被
ば
く
管
理
の
比
率
は
、
ほ

ぼ
同
じ
で
あ
る
。

・電
離
則
第
８
条
第
１
項
（外
部
被
ば
く
量
の
測
定
）に
基
づ
く
個
人
被
ば
く
線
量
計
は
、
本
来
な
ら
ば
10
0％
の

装
着
率
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
が
、
い
か
な
る
職
種
も
そ
う
な
っ
て
い
な
い
。
現
状
の
被
ば
く
線
量
は
、
過
小
評

価
さ
れ
て
い
る
と
予
想
さ
れ
る
。

・個
人
被
ば
く
線
量
計
（電
離
則
第
８
条
第
３
項
の
均
等
被
ば
く
（第
１
号
）＝
胸
・腹
部
）装
着
率
は
、
診
療
放
射

線
技
師
が
高
く
、
一
般
的
に
被
ば
く
線
量
が
高
い
と
言
わ
れ
て
い
る
医
師
は
一
番
低
い
。

・個
人
被
ば
く
線
量
計
（不
均
等
被
ば
く
に
お
け
る
頸
部
）装
着
率
は
、
診
療
放
射
線
技
師
が
高
い
が
、
70
％
程

度
で
あ
る
。
ま
た
そ
の
他
を
除
け
ば
、
医
師
は
33
％
と
、
一
番
低
い
。

・個
人
被
ば
く
線
量
計
（手
指
）を
使
用
し
て
い
る
者
は
、
職
種
を
問
わ
ず
、
ほ
と
ん
ど
い
な
い
。

・医
師
の
診
療
科
別
、
個
人
被
ば
く
線
量
計
（胸
・腹
部
）装
着
率
は
放
射
線
科
が
一
番
高
く
、
消
化
器
外
科
、

整
形
外
科
が
低
い
。
さ
ら
に
、
他
の
診
療
科
で
も
40
％
程
度
し
か
装
着
さ
れ
て
い
な
い
。

・観
察
場
所
別
で
は
、
手
術
室
に
お
け
る
個
人
被
ば
く
線
量
計
装
着
率
が
非
常
に
低
か
っ
た
。

・放
射
線
業
務
従
事
者
登
録
さ
れ
て
い
な
い
医
師
が
散
見
さ
れ
た
。

【
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主
な
質
疑
・コ
メ
ン
ト


質
疑
は
時
間
の
関
係
で
チ
ャ
ッ
ト
の
コ
メ
ン
ト
の
み


チ
ャ
ッ
ト
で
は
以
下
の
質
問
・コ
メ
ン
ト
が
あ
っ
た
。


質
問


（伊
藤
さ
ん
の
報
告
に
つ
い
て
）制
度
登
録
者
数
が
年
度
ご
と
に
示
さ
れ
て
い
ま
し
た
が
，

こ
れ
は
そ
の
年
度
に
新
規
に
登
録
し
た
人
の
数
で
し
ょ
う
か
？
つ
ま
り
年
度
ご
と
の
数
に

は
同
一
人
物
が
含
ま
れ
て
い
な
い
と
考
え
て
よ
ろ
し
い
で
し
ょ
う
か
？


内
部
被
ば
く
の
管
理
も
必
要
だ
と
思
い
ま
す
。
除
染
分
野
で
は
内
部
被
ば
く
の
デ
ー
タ
も

登
録
し
て
い
る
の
で
し
ょ
う
か
?


い
ろ
い
ろ
課
題
の
あ
る
こ
と
が
わ
か
り
ま
し
た
が
、
「制
度
」で
は
な
く
、
集
約
す
る
線
量
の

「精
度
」に
つ
い
て
は
議
論
さ
れ
て
い
る
の
で
し
ょ
う
か
？


コ
メ
ン
ト


い
ず
れ
の
形
に
せ
よ
、
大
学
は
従
事
者
（特
に
学
生
）が
多
い
の
で
費
用
負
担
が
発
生
す

る
と
厳
し
い
で
す
。
費
用
負
担
が
大
き
く
な
る
と
、
一
時
立
入
を
隠
れ
蓑
に
モ
グ
リ
が
増
え

る
こ
と
を
懸
念
し
ま
す

1
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医
療
分
野
へ
の
ア
プ
ロ
ー
チ
（
医
療
放
射
線
防
護
連
絡
協
議
会
）
-1

①
日
本
学
術
会
議
提
言
作
成
に
参
画
し
て
い
た
の
で
、
協
力
し
た
い
。

②
放
射
線
診
療
に
係
る
数
十
の
学
会
・診
療
分
野
か
ら
の
合
意
形
成
を
ま
と
め
る
こ
と
が

不
可
欠

③
医
療
従
事
者
の
被
ば
く
管
理
を
一
元
化
管
理
に
す
る
必
要
性
に
つ
い
て
、
医
療
機
関

の
理
解
を
得
る
に
は
、
こ
れ
ま
で
の
議
論
で
は
難
し
く
、
医
療
分
野
の
線
量
管
理
の
必

要
性
・重
要
性
の
認
識
が
医
療
法
施
行
規
則
改
正
に
伴
い
、
医
療
放
射
線
安
全
管

理
者
が
設
置
さ
れ
そ
れ
な
り
の
高
ま
り
が
あ
り
、
議
論
は
ど
の
様
に
始
め
る
か
が
重
要

④
当
協
議
会
で
は
、
今
の
と
こ
ろ
医
療
分
野
の
放
射
線
診
療
従
事
者
の
被
ば
く
管
理
の

意
義
・効
果
的
な
被
ば
く
測
定
と
被
ば
く
評
価
、
さ
ら
に
各
放
射
線
診
療
に
伴
う
被
ば
く

防
護
を
中
心
に
実
施
し
て
お
り
、
被
ば
く
の
一
元
化
管
理
制
度
に
よ
り
、
医
療
分
野
の

放
射
線
安
全
利
用
・防
護
に
対
し
て
、
ど
の
様
な
役
割
と
期
待
が
あ
る
の
か
少
し
時
間

を
掛
け
て
議
論
を
進
め
た
い
。

1
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料
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医
療
分
野
へ
の
ア
プ
ロ
ー
チ
（
医
療
放
射
線
防
護
連
絡
協
議
会
）
-2

⑤
一
部
の
医
療
関
係
者
は
、
線
量
登
録
管
理
制
度
を
お
そ
ら
く
、
「縛
り
」
「
管
理
」
と
条
件

反
射
的
に
嫌
う
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。
ま
ず
は
、
そ
の
よ
う
な
こ
と
が
考
え
ら
れ
て
き
た
背

景
と
必
要
性
に
つ
い
て
、
医
療
関
係
者
と
話
し
合
う
場
を
設
け
る
こ
と
か
ら
始
め
る
必

要
が
あ
る
。

⑥
放
射
線
管
理
を
行
っ
て
い
る
医
療
ス
タ
ッ
フ
の
勉
強
会
で
ま
ず
は
話
題
を
提
供
し
て
み

る
こ
と
か
ら
始
め
る
必
要
が
あ
る
と
考
え
る
。

⑦
2
0
2
1
年
夏
の
医
療
放
射
線
安
全
管
理
講
習
会
（
医
療
放
射
線
防
護
連
絡
協
議
会
主

催
）の
話
題
提
供
に
組
み
込
む
こ
と
で
あ
れ
ば
、
委
員
会
へ
提
案
す
る
。

2
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
医
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が
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(ポ
イ
ン
ト
）
東
京
医
療
保
健
大
学
な
ど
の
グ
ル
ー
プ
は
、

5
00
0の

医
療
機
関
に
過
去
の
被
ば
く
歴
を
ど
う
把

握
し
て
い
る
か
調
査
を
行
い
、
89
9の

機
関
か
ら
回
答
を
得
た
。

そ
の
結
果
、
54
％
に
あ
た
る

48
6の

医
療
機
関
が
「
何
も
し
て
い
な
い
」
と
回
答
し
、
他
の
勤
務
先
で
の
過
去

の
被
ば
く
量
が
引
き
継
が
れ
ず
、
積
算
の
被
ば
く
量
が
正
確
に
把
握
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
が
分
か
っ
た
。

調
査
を
し
た
東
京
医
療
保
健
大
学
の
名
誉
教
授
で
日
本
放
射
線
看
護
学
会
の
理
事
長
も
務
め
る
草
間
朋
子
さ
ん

は
、
健
康
に
も
影
響
す
る
可
能
性
の
あ
る
積
算
の
被
ば
く
量
が
把
握
さ
れ
な
い
と
安
心
し
た
勤
務
が
で
き
な
い

と
し
て
、
一
元
的
な
管
理
の
仕
組
み
を
国
や
業
界
が
検
討
す
べ
き
と
し
て
い
ま
す
。


医
師
の

6
割
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で
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業
医
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査
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今
後
の
進
め
方
に
つ
い
て
（
意
見
交
換
）

◎
令
和
３
年
度
：最
終
年
度


こ
れ
ま
で
の
活
動
の
ま
と
め


制
度
案
と
構
築
に
向
け
て
の
ア
プ
ロ
ー
チ
の
提
案


ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
視
点
で
の
課
題
の
整
理


実
現
に
向
け
て
の
大
き
な
課
題
：

実
現
に
向
け
た
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
、
費
用


今
後
の
検
討
継
続
に
向
け
て
の
策


関
係
各
所
（ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
）へ
の
ア
プ
ロ
ー
チ
（
検
討
結
果
の
説
明
、
報
告
）

→
医
療
放
射
線
防
護
連
絡
協
議
会
、
・・
・
、
・・
・

実
現
に
向
け
て
の
提
案
）


大
学
関
係
N
W
の
活
動
の
今
後
？


医
療
分
野
へ
の
ア
プ
ロ
ー
チ

1
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1 

 

令和 2年度国家線量登録制度検討グループ第 2回会合 議事概要（案） 

 

１．日時：2021年 1月 15日（金）13：30～15：20 

 

２．場所： Webexによるオンライン会議 

 

３．出席者（敬称略）： 

検討会メンバー主査：吉澤道夫 

委員：飯本武志、伊藤敦夫、岡﨑龍史、神田玲子、渡部浩司、百瀬琢磨（欠席） 

オブザーバー 高橋知之（PO） 

原子力規制庁 放射線防護企画課 （欠席） 

厚生労働省 労働基準局 労働衛生課 電離放射線労働者健康対策室（欠席） 

厚生労働者 医政局 地域医療計画課（欠席） 

放射線影響協会 浅野智宏 

事務局      谷村嘉彦、小野瀬政浩、橘晴夫、仁平敦 

 

４．議事項目 

（１）日本放射線安全管理学会企画セッションの報告 

（２）線量登録制度案についての検討 

（３）今後の進め方 

（４）その他 

 

５．配布資料 

資料１ 令和 2年度第 1回検討会議事概要（案） 

資料２ 日本放射線安全管理学会企画セッションでの報告（発表資料抜粋+質疑） 

資料３ 医療分野へのアプローチについて 

資料４ 今後の進め方について 

参考資料 日本放射線安全管理学会発表資料一式 

 

６．議事概要 

６．１ 令和 2年度第 1回検討会議事概要（案） 

 資料１の前回議事概要については、既に配付・確認済みで有賀、気付きの点があれば事務局に

連絡することで了解された。 
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６．２ 日本放射線安全管理学会企画セッションでの報告 

○主査より、資料２に基づき日本放射線安全管理学会企画セッションで報告した発表内容につい

て以下の説明があった。 

・4 つの制度案に“制度導入に伴う個人線量管理の合理化”の部分を足して報告した。また、制度

構築の展開として、制度案 4 の業界・分野別管理を必要な分野が各々制度を作って、その上で

全分野統一的な制度構築を進めるといった方向性を提示した。これに沿って、原子力・除染、大

学連携ネットワークの先行事例を発表いただいた。 

・除染登録管理制度については、検討会発足から実際の運用に至るまでの流れと、除染制度設立

の成功要因（①被ばく管理について業界全体が問題意識を共有していたこと、②事業者が積極

的に制度設計に参画したこと、③国が除染制度の後押しをしていること、④運用開始後も登録制

度の維持について必要性を認識していること）について報告があった。 

・大学間の放射線業務従事者一元管理システムの構築については、SINET5 を利用した従事者

証明発行システムの中で共通フォーマットを考え、将来的に学内の複数部局で従事者管理が可

能となるシステムを構築しているとの紹介があった。 

・医療従事者における個人被ばく線量管理については、医者の方々の線量計の装着率が診療放

射線技師で70％程度、医師は33％と非常に低く、診療科別でも消化器外科、整形外科が低い。

観察場所別では手術室の装着率が低いなど、登録制度以前に管理そのものに課題があることが

報告された。これらの課題については、厚労省から指導・自主点検や補助金事業が出されており、

今後医療の線量管理に大きな動きがあるとの報告があった。 

・質疑は、発言の時間がなかったためチャットで以下のコメントがあったとの紹介があった。 

除染制度登録者数が年度ごとに示しているが新規だけか。同一人物は含まれていないか。 

内部被ばく管理も必要では。除染分野では内部被ばくのデータも登録しているのか。 

集約する線量の“精度”について議論しているのか。 

大学関係は従事者数（特に学生）が多いので、費用負担が発生すると厳しい。費用負担が大き

くなると、一時立入を隠れ蓑に従事者にしないで管理区域内で作業させるモグリが増える。 

○本報告に関連して、放射線業務従事者の電離則上の扱いについて、健康診断において、従事

者（電離則第 56 条）は採血するが、特定業務従事者（安衛則第 45 条）は検尿することになり検

査項目に違いがある。病院では、放射線技師が特定業務、医師が電離則に分けられている。今

後情報を登録する上で検討が必要になるのではないか。 

 

６．３ 医療分野へのアプローチについて 

○主査より、資料３に基づき医療放射線防護連絡協議会関係者とメール上で取り交わした内容に

ついて説明があった。 

・日本学術会議提言作成に参画していたので協力したい。放射線診療に係る数十の学会・診療分
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野からの合意形成をまとめないと一体的な動きとならない。医療従事者の一元管理は、線量管理

の必要性・重要性の認識が高まっているので、議論をどの様に始めるかが重要で、どの様な役     

割と期待があるのか時間を掛けて進めたい。線量登録管理制度の必要性については、医療スタッ

フの勉強会が 2021年夏に医療放射線安全管理講習会の開催があるので、そこに話題提供として

組み込むことの提案があった。 

○医療分野へのアプローチについて以下の議論があった。 

・医師以外にも看護師など医療関係者と問題認識を共有するために学会と連携しながらガイドライ

ンを作成していくことも一つの考え方である。 

・医療放射線防護連絡協議会を窓口にいろんな場で話し合いを設け、医師の人にどう課題を認識

し登録制度の方向性を議論してもらえるか、更に関係者と議論していきたい。 

 

６．４ 今後の進め方について 

主査より、資料４に基づき今後の進め方について説明があった。 

○これまでの活動のまとめについて以下の議論があった。 

・ステークホルダーの視点としては、実際に管理している事業者、特に大学、医療関係者が大きな

ステークホルダーである。各ステークホルダーによってモチベーションの内容、強さも異なるので、

ステークホルダーを明確にし、それぞれの視点で課題を整理した方がよい。 

○国の関与について 

・現在の登録制度（原子力と除染）は、業界（原子力やゼネコン）が積極的に関与し非常にうまく機

能している。仮に医療分野で考えると、積極的な病院とそれほどでもない病院があると、登録制度

としては成り立たない。登録制度に参加させる仕組みとして、やはり国の関与が必要である。 

・事業者には法令等で 4 つの義務として測定、記録、個人通知、保管が課せられているが、これに

登録義務を付けないと日本全体の大きな視野での国家登録制度は難しいのではないか。 

・除染登録制度の国の関与は、検討会発足時に厚労省、環境省がオブザーバーとして参加し、立

上げには厚労省の補助金で専用サーバーを組み上げた。それ以降は参加事業者からの分担金

で賄っている。 

・大学のシステムの制度立上げは、法令的な国の後ろ盾があると情報のやり取りができ動きやすい。

国の主導がないとやる大学とやらない大学とかがでてきてしまう。 

・国で法律・法令としてある程度の強制力を持たせるのか、ガイドラインを作成するのか。費用負担

についても制度案 1 のようにかなり大きな部分を国の予算で運営するのか。キックオフの部分を

国である程度持つのか。それ以降は事業者で運用するのか。いろんな選択肢を含め整理した方

がよい。 

・国を含むそれぞれのステークホルダー（規制当局、医師、医療現場の管理者、大学関係者など）

がこの問題に対してどんな立ち位置で、どういった姿勢で考えているか整理する必要がある。また、
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我が国には、国際的な動きとは異なる制度発足の歴史があるので、この歴史的背景も書いておく

べきである。 

・制度構築のためには国の関与が必須であること（メリットではなく）を示すことが必要ではないか。 

・日本学術会議の制度が実現していない大きな理由が、国が動く必須性、必要性を説得できなか

ったことであることを考えると、国の関与を異なる形、例えば制度構築に向けた業界への働きかけ

といったことが考えられる。今後更に議論していきたい。 

○費用について 

・事業者側の最大の懸念は、やはり費用である。費用負担について、受入れ可能な合理的な提案

を考える必要がある。 

・大学のネットワークの一元管理を動かすための試算を最終年度に行いたい。 

・予算規模については、今までの試算データを収集し、一人当たりの試算値を比較すること、シス

テム立上げの初期費用、運用費を試算し比較することで整理していきたい。 

・中央登録センターの登録費用は、制度運営の費用を各事業者の人数に応じた手数料負担で賄

っている。従事者一人当たり年間 3,000 円～4,000 円であるが、新しい制度の費用は、どこまで

の機能を登録制度の中でやるかで費用が変わる。ある程度の制度設計は立てておく必要がある。

制度設計においては、登録制度加入事業者のメリットとして線量記録の保管義務が免除となる仕

組みがよい。 

・大学においては管理負担の軽減化が一元管理に関するモチベーションになり、その管理負担の

軽減化のため費用負担が可能になると考えている。 

〇今後の検討継続について 

・次年度でアンブレラ事業は終了となるが、この線量登録制度の検討は、更に継続していく必要が

ある。そのためには、大学関係と医療分野での検討を途切れさせないことが重要である。医療分

野は、先のとおり、医療放射線防護連絡協議会からアプローチしていきたい。大学関係は別なネ

ットワーク事業で動いているが、今後はどのような予定になっているか。 

・大学関係のネットワークについては、SINET による限定的な大学のみの利用から、最終的には

インターネット上にサーバーを置き、複数の大学で利用できることを目指している。その中で様々

な問題点が洗い出され、何をすれば一元管理が動きだせるかをまとめていきたい。 

 

６．５ その他 

プログラムオフィサーから、大学、医療以外も検討が必要な分野がないか、それぞれの分野の特

徴を把握し、問題の有無など全体を俯瞰していただきたい、とのコメントがあった。 

 

以上 
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別添２ 学会での報告内容 

 

 

別添２−１ 日本保健物理学会第 53 回研究発表会企画セッション 

要旨及び発表スライド 

別添２−２ 日本放射線安全管理学会第 19 回学術大会企画セッション 

要旨及び発表スライド 
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別添２−１ 日本保健物理学会第 53 回研究発表会企画セッション 

要旨及び発表スライド 
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職業被ばくの個人線量管理方法の検討状況 

Status of study on individual dose registry system for occupational exposure 
 

○吉澤道夫 1、神田玲子 2、飯本武志 3、伊藤敦夫 4、岡﨑龍史 5、百瀬琢麿 1、渡部浩司 6 
（1原子力機構、2量研機構、3東大、4放影協、5産業医科大、6東北大） 
○M. Yoshizawa1, R. Kanda2, T. Iimoto3, A. Ito4, R. Okazaki5, T. Momose1, H. Watabe6  

(1JAEA, 2QST, 3UTokyo, 2REA, 2UOEH, 2Tohoku U, 2QST ) 
 

1. はじめに 

 原子力規制庁放射線防護研究アンブレラ型ネ

ットワーク推進事業（アンブレラ事業）の課題解

決型ネットワークの一つとして、職業被ばくの個

人線量登録制度の検討を進めている。この検討状

況を報告する。 

2. 検討の背景及び目的 

我が国では、放射線作業者の全ての職業被ば

くの線量（個人線量）を登録管理する制度が原子

力分野を除き整っていない。一方、国際的には、

国の制度として個人線量の登録管理と職業被ば

く状況の把握を実施している国が多い。このため、

日本学術会議から提言「放射線作業者の被ばくの

一元管理について」が出された。しかし、その後

具体化が進んでいない。そこで、アンブレラ事業

の中に設置された課題解決型ネットワークの一

つとして、国家線量登録制度検討グループを設置

し、大学、原子力、医療分野のメンバーで検討を

進めている。この検討では、従来の検討が広くス

テークホルダーを巻き込んだものとなっていな

かったこ

と等を踏

まえて、

人材流動

がある分

野を主な

対象とし

て、我が

国の制度

や各々の現場の実態を考慮し、既存システムをで

きるだけ活用した実現可能性のある合理的方法

を複数提案し、ステークホルダーと広く議論を行

い、具体的な解決策を提示することが目的である。 

3. 検討状況 

検討グループでは、これまでに４回の会合を行

い、上記の方針に沿って複数の制度案を検討して

きた。現在、全作業者を対象とした完全な制度か

ら、既存の放射線従事者中央登録制度を拡張する

案（全作業者と一部作業者の２案）、分野別に実

施する制度案までの４つの案をまとめた。原子力

分野は制度が確立していることから、主な議論の

対象は、最も作業者の多い医療分野と大学関係で

ある。これらの分野における実態（複数施設で作

業する人数やその被ばく線量）が不明なため、制

度の必要性の調査・検討が特に重要と考えられる。 

3. まとめ 

我が国の実情を踏まえた合理的な制度案をま

とめたいと考えている。このため、特に医療・大

学関係者から、広く意見をいただきたい。 
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職業被ばくの個人線量管理方法の検討状況

アンブレラ事業国家線量登録制度検討グループ

吉澤 道夫

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構

原子力科学研究所

保健物理学会第５３回研究発表会
令和２年６月２９日

放射線防護の喫緊課題への提案（アンブレラ事業）
～職業被ばくの個人線量管理と緊急時対応人材の確保～

第１部 職業被ばくの個人線量管理
～流動性の高い現場の問題～

本発表は、原子力規制委員会平成31年度放射線安全規制研究戦略的推進事業費（放射線防護研究分野
における課題解決型ネットワークとアンブレラ型統合プラットフォームの形成）事業の成果である。

アンブレラ事業の概要

課題別ネットワーク
リンケージ

学術コミュニティ
“放射線防護アカデミア”

放射線リスク・防
護研究基盤 事務局

量研

国際動向の情報提供(原安協) 国内状況の情報収集

分野別の組織と課題別に組織されたネットワークを統合し、アンブレラ型プラットフォームを形成
当面の課題として、
①放射線安全規制研究の重点テーマ
②緊急時対応人材の育成
③職業被ばくの最適化、に関する検討を実施

放射線防護アンブレラ
代表者会議

放射線安全
管理学会

放射線影響
学会

放射線事故･
災害医学会

保健
物理学会

緊急時放射
線防護検討

統括
JAEA

職業被ばく
最適化推進

統括
JAEA

事務局
量研
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２．職業被ばくの最適化推進ネットワークの構築

アンブレラ型プラットフォームの課題解決型ネットワークの１つとして
「職業被ばくの最適化推進ネットワーク」を設置

運営主体： 日本原子力研究開発機構（JAEA)

２つのグループで活動

① 国家線量登録制度検討グループ
目標： 国家線量登録制度(NDR)の設立に向けた具体的な提案と合意形成

② 線量測定機関認定制度検討グループ
目標： 個人線量測定機関（外部サービス機関及びインハウス事業者）の

認定要件（技能試験の内容・方法等を含む）の確立

3

３．国家線量登録制度検討グループの活動（１）

検討グループメンバー：

4

氏名 所属

主査 吉澤 道夫 日本原子力研究開発機構 原子力科学研究所

委員 飯本 武志 東京大学環境安全本部

委員 伊藤 敦夫 放射線影響協会 放射線従事者中央登録センター

委員 岡﨑 龍史 産業医科大学 産業生態科学研究所

委員 神田 玲子 量子科学技術研究開発機構

委員 百瀬 琢麿 日本原子力研究開発機構 核燃料サイクル工学研究所

委員 渡部 浩司 東北大学サイクロトロン・ラジオアイソトープセンター
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３．国家線量登録制度検討グループの活動（２）

これまでの関連活動のレビュー

放射線作業者の被ばくの一元管理についての日本学術会議の提言
2010年7月（提言） 「放射線作業者の被ばくの一元管理について」

2011年9月（記録）「放射線作業者の被ばくの一元管理を実現するための具体的な方法」
省庁等への働きかけ → 具体化せず。
2017年３月 セミナー「職業被曝の線量把握に関する国際活動を考える」 主催：放医研

具体化に向けた多くの課題が抽出

事業者（ステークスホルダー）間の議論（合意形成）が進んでいない

最近の被ばく管理に関する動き
大学での人材流動化に伴い、大学の放射線管理関係者のネットワークで線量管

理を検討

眼の水晶体の線量限度変更に伴い、特に異動の多い医療関係者の複数年に亘

る線量管理の必要性が増大

5

３．国家線量登録制度検討グループの活動（３）

6

平成30年日本保健物理学会特別セッションでの課題抽出と情報共有

特別セッション「原子力規制庁放射線防護研究アンブレラ型ネットワーク推進事業」（2018年6月29日）

・神田玲子（量研）：職業被ばく最適化ネットワークの紹介（量研・神田玲子）

・藤淵俊王（九州大学）：職業被ばくの線量登録制度に向けて－現状の課題（医療関係者）－

・渡部浩司（東北大学）：職業被ばく管理における現状の課題(大学)

国家線量登録制度導入では解決できない
医療現場の問題（藤淵氏発表資料より）

人の管理が複雑化する大学が抱える
問題（渡部氏資料より）
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３．国家線量登録制度検討グループの活動（４）

これまでの関連活動からの教訓

実際に線量管理を行う事業者等（ステークスホルダー）を巻き込んだ議論が必要

国と事業者の役割分担（誰のための制度か）が不明確

検討の基本方針

我が国の制度や各々の現場の実態を考慮し、既存システムをできるだけ活用した
実現可能性のある合理的方法を複数、各々のメリット・デメリットとともに提案する。

これらを学会等で報告し、ステークホルダーによる議論を進め、課題を整理する。

活動概要

これまでに３回の会合を実施し、４つの制度案に整理した。

7

４．線量登録制度の検討内容（１）

線量登録制度 実施主体 対象者

①国家線量登録機関による中央一括管理 国 全放射線作業者

②全事業者が共同で線量登録機関を設置して
一括管理

全事業者 全放射線作業者

③全事業者が共同で線量登録機関を設置して
管理

全事業者
一部の作業者
・複数施設を利用
・異動が頻繁

・一定線量以上の被ばく④業界・分野別に線量管理制度を運用 業界別

8

４つの線量登録制度の方式の提案
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①国家線量登録機関による中央一括管理

対象：全ての放射線業務従事者

目的・役割：

① 規制の有効性確認

② 日本人の完全な職業被ばく線量統計の作成、
国民線量の把握

③ 疫学研究、UNSCEAR等へのデータ提供

④ 労災保険に係る被ばくデータ提供

⑤ 被ばく前歴等の把握（照会対応）

⑥ 個人被ばく線量記録の一括保存

費用負担：

機関の運営は国の予算

各事業者は人数に応じた手数料負担

9

国（放射線防護関連）
厚労省、原子力規制委員会、経産省

国家線量登録機関
（名寄せ、前歴データ提供、被ばく統計作成等）

放射線影響協会
（中登センター）

各原子力・除染
事業者

その他各事業者

各雇用主
従事者登録番号取得

測定サービス機関
（登録代行）

被ばく統計等の報告

②事業者設置機関による一括管理

対象：全ての放射線業務従事者

目的・役割：

① 被ばく前歴等の把握（照会対応）

② 労災保険に係る被ばくデータ提供

③ 個人被ばく線量記録の一括保存

法的位置付け要

＜国からの委託等があれば対応＞

① 規制の有効性確認

② 日本人の完全な職業被ばく線量統計の作
成、国民線量の把握

③ 疫学研究、UNSCEAR等へのデータ提供

費用負担：

各事業者が人数に応じた費用を負担

10

国（放射線防護関連）
厚労省、原子力規制委員会、経産省

線量登録機関
（放射線影響協会中登センター）

（名寄せ、前歴データ提供等）

各原子力・除染
事業者 その他各事業者

各雇用主
従事者登録番号取得

被ばく統計等の作成依頼・報告
疫学調査等への協力

測定サービス機関
（登録代行）
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②の例：原子力分野の中央登録制度

11

 年間関係 
事業所数 1 2 3 4 5 6以上 

年間線量（mSv) 人 (%)

57,284 5,927 940 214 42 22 64,429 (96.2)

1,111 139 37 10 1 1 1,299 (1.9)

616 76 6 2 0 0 700 (1.0)

463 37 1 0 0 0 501 (0.8)

42 0 0 0 0 0 42 (0.1)

26 0 0 0 0 0 26 (0.0)

7 0 0 0 0 0 7 (0.0)

0 0 0 0 0 0 0 (0.0)

0 0 0 0 0 0 0 (0.0)

59,549 6,179 984 226 43 23

(88.9) (9.2) (1.5) (0.3) (0.1) (0.0)

 30を超え40以下

 40を超え50以下

0.70.7
（mSv）

合計人数

 50を超える

平均線量

67,004

(100.0)

 20を超え25以下

 25を超え30以下

 5以下

 5を超え10以下 

 10を超え15以下 

 15を超え20以下 

（％）

計

0.7 0.2 0.70.8 0.8 0.8

• 複数事業所で従
事する作業者の
個人線量が把握
可能

• 手帳制度により
教育歴、健康診
断結果も把握で
きる

放射線影響協会 放射線従事者中央登録センターHP公開データ

放射線業務従事者の年間関係事業所数及び線量［平成２９年度］

研究開発機関の被ばく線量分布

12
個人線量測定機関協議会ＨＰ公開データから作成

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

50超過 0 0 0 0

25.01〜50.00 1 0 0 0

20.01〜25.00 0 0 1 1

15.01〜20.00 1 1 0 3

10.01〜15.00 5 3 3 5

5.01〜10.00 34 36 30 31

1.01〜5.00 389 343 340 345

0.10〜1.00 1,857 1,714 1,731 1,557

検出限界未満 64,666 64,587 63,982 62,524

64,666 64,587 63,982 62,524 

1,857 1,714 1,731 1,557 
389 343 340 345 
34 36 30 31 
5 3 3 5 
1 1 0 3 
0 0 1 1 
1 0 0 0 
0 0 0 0 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

人
数
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一般医療機関の被ばく線量分布

13
個人線量測定機関協議会ＨＰ公開データから作成

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

50超過 14 10 6 8

25.01〜50.00 125 126 108 76

20.01〜25.00 108 124 83 101

15.01〜20.00 302 293 262 216

10.01〜15.00 855 831 697 683

5.01〜10.00 3,635 3,552 3,194 2,930

1.01〜5.00 27,246 27,327 27,219 26,315

0.10〜1.00 64,786 65,388 65,096 65,637

検出限界未満 246,524 254,950 263,458 271,788

246,524 254,950 263,458 271,788 

64,786 65,388 65,096 65,637 
27,246 27,327 27,219 26,315 3,635 3,552 3,194 2,930 

855 831 697 683 
302 293 262 216 
108 124 83 101 
125 126 108 76 
14 10 6 8 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

人
数

③事業者設置機関による管理

14

対象：一部の放射線業務従事者

複数事業所や異動が頻繁な作業者

一定線量(１ or ２mSv）以上の作業者

ただし原子力・除染は全て（制度有）

目的・役割：

① 被ばく前歴等の把握（照会対応）

② 労災保険に係る被ばくデータ提供

③ 疫学研究等へのデータ提供

費用負担：

各事業者が人数に応じた費用を負担

線量登録機関
（放射線影響協会中登センター）

（名寄せ、前歴データ提供等）

各原子力・除染
事業者 その他各事業者

対象者のいる雇用主
従事者登録番号取得

疫学調査への協力

測定サービス機関
（登録代行）

国（放射線防護関連）
厚労省、原子力規制委員会、経産省

対象者の通知
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④業界・分野別の管理

15

対象：一部の放射線業務従事者

複数事業所や異動が頻繁な作業者

一定線量(１ or ２mSv）以上の作業者

ただし原子力・除染は全て（制度有）

目的・役割：

① 被ばく前歴等の把握（照会対応）

② 労災保険に係る被ばくデータ提供

③ 疫学研究等へのデータ提供

費用負担：

各業界での取組み

各業界の
担当機関

（名寄せ、前歴データ
提供等）

各原子力・除染
事業者 その他各事業者

対象者のいる雇用主
従事者登録番号取得

測定サービス機関
（登録代行）

対象者の通知

放射線影響協
会（中央登録
センター）
（名寄せ、前歴デー

タ提供等）

各制度体系案の比較

16

制度 ①国家線量登録機関
による一括管理

②事業者設置機関によ
る一括管理

③事業者設置機関によ
る管理（対象限定）

④業界・分野別の管理
（対象限定）

線量管理制度と
しての完全さ

国としての運用で、
完全さは高い

参加状況に依存
（規制要求必要）

必要な者に限定した
制度（規制要求必
要）前歴把握の完全
さには欠けるおそれ

必要な者に限定した制
度。業界の取り組みに
強く依存

役割分担の明確
さ

国がここまで実施
する必要性が論点

基本機能の分担が
明確

基本機能の分担が
明確

管理制度が統一されな
いため、曖昧さが残る

費用負担 国の負担が大 受益者負担が明確
事業者の負担大

受益者負担が明確

事業者の負担は②よ
り限定的

管理方式に依存

個人情報管理の
徹底度

一括管理のため◎
ただし、国として
は重い。

設置機関が一括管理
するため◎

設置機関が一括管理
するため◎

各々の制度に依存する
が、他に比べて低い。
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まとめ

我が国の制度や各々の現場の実態を考慮し、既存システムをできるだけ活用
した実現可能性のある合理的方法を複数提案したい。

各々のメリット・デメリットの整理

実現に向けての課題の整理

本日の論点
議論の中心は、人材流動性のある大学等、医療関係

複数施設を利用する者、異動がある者に対して、どのような管理制度が合理的か？
また、これらをどのように実現してゆけばよいか？

• 大学等： 被ばく線量は低い。合理的な管理は？

• 医学関係： 比較的高い被ばくをする者あり。複数施設での業務の実態は？
眼の水晶体の積算管理も必要。どのような管理を実現してゆけばよいか？

これらについて、是非、意見をいただきたい。

17
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放射線防護アンブレラ事業「職業被ばくの一元化検討ネットワーク」 

Study on individual dose registry system for occupational exposure 

 

吉澤道夫 1)、神田玲子 2)、飯本武志 3)、伊藤敦夫 4)、岡﨑龍史 5)、百瀬琢麿 1)、渡部浩司 6)、欅田尚樹 5) 

Michio YOSHIZAWA1), Reiko KANDA2), Takeshi. IIMOTO3), Atsuo ITOH4), Ryuji OKAZAKI5), 

Takumaro MOMOSE1), Hiroshi WATABE6), Naoki KUNUGITA5) 

原子力機構 1)，量研機構 2)，東大 3)，放影協 4)，産業医科大 5)，東北大 6) 

JAEA1), QST2), UTokyo3), REA4), UOEH5), Tohoku U6) 

 

1. はじめに 

 原子力規制庁放射線防護研究アンブレラ型ネットワーク推進事業（アンブレラ事業）の課題解決型ネ

ットワークの一つとして、職業被ばくの個人線量登録制度を検討している。この検討状況を報告する。 

2. 検討の背景及び目的 

我が国では、放射線作業者の全ての職業被ばくの線量（個人線量）を登録管理する制度が原子力分野

を除き整っていない。一方、国際的には、国の制度として個人線量の登録管理と職業被ばく状況の把握

を実施している国が多い。このため、日本学術会議から提言「放射線作業者の被ばくの一元管理につい

て」が出された。しかし、その後具体化が進んでいない。そこで、アンブレラ事業の中に設置された課

題解決型ネットワークの一つとして、国家線量登録制度検討グループを設置し、大学、原子力、医療分

野のメンバーで検討を進めている。この検討では、従来の検討が広くステークホルダーを巻き込んだも

のとなっていなかったこと等を踏まえて、実現可能性のある合理的方法を複数提案し、ステークホルダ

ーと広く議論を行い、具体的な解決策を提示することが目的である。 

3. 検討状況 

検討グループでは、これまでに５回の会合を行い、複数の制度案とそれらの展開を検討してきた。現

在、表に示す４つの案をまとめた。原子力分野は制度が確立していることから、主な議論の対象は、最

も作業者の多い医療分野と大学関係である。検討ｸﾞﾙｰﾌﾟでは、これらの分野において各々制度の構築を

進め、それらを基に全分野統一的な制度を構築するのがよいのではないかと考えている。 

4. 本セッションの内容 

本セッションでは、上記の検討グループの検討状況、既に制度が構築されている原子力・除染分野の

放射線従事者中央登録制度の現状、大学における放射線業務従事者管理の現状と課題解決への取組み及

び医療従事者に

おける個人被ば

く線量管理の課

題を報告いただ

き、これらを基に

線量登録制度の

構築に向けて広

く意見をいただ

きたい。 
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職業被ばくの個人線量管理方法の検討状況

アンブレラ事業国家線量登録制度検討グループ

吉澤 道夫

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構

原子力科学研究所

日本放射線安全管理学会第19回学術大会
令和２年１２月１０日

令和2年度放射線防護アンブレラ事業
職業被ばくの一元化のネットワーク事業

本発表は、原子力規制委員会令和2年度放射線安全規制研究戦略的推進事業費（放射線防護研究分野に
おける課題解決型ネットワークとアンブレラ型統合プラットフォームの形成）事業の成果である。

1. アンブレラ事業の概要

課題別ネットワーク
リンケージ

学術コミュニティ
“放射線防護アカデミア”

放射線リスク・防
護研究基盤 事務局

QST

国際動向の情報提供(原安協) 国内状況の情報収集

分野別の組織と課題別に組織されたネットワークを統合し、アンブレラ型プラットフォームを形成
当面の課題として、
①放射線安全規制研究の重点テーマ
②緊急時対応人材の育成
③職業被ばくの最適化、に関する検討を実施

放射線防護アンブレラ
代表者会議

放射線安全
管理学会

放射線影響
学会

放射線事故･
災害医学会

保健
物理学会

緊急時放射
線防護検討

統括
JAEA

職業被ばく
最適化推進

統括
JAEA

事務局
QST

日本放射線安全管理学会第19回学術大会 令和２年１２月１０日
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２．職業被ばくの最適化推進ネットワークの構築

アンブレラ型プラットフォームの課題解決型ネットワークの１つとして
「職業被ばくの最適化推進ネットワーク」を設置

運営主体： 日本原子力研究開発機構（JAEA)

２つのグループで活動

① 国家線量登録制度検討グループ
目標： 国家線量登録制度(NDR)の設立に向けた具体的な提案と合意形成

② 線量測定機関認定制度検討グループ
目標： 個人線量測定機関（外部サービス機関及びインハウス事業者）の

認定要件（技能試験の内容・方法等を含む）の確立

3

日本放射線安全管理学会第19回学術大会 令和２年１２月１０日

３．国家線量登録制度検討グループの活動（１）

検討グループメンバー：

4

氏名 所属

主査 吉澤 道夫 日本原子力研究開発機構 原子力科学研究所

委員 飯本 武志 東京大学環境安全本部

委員 伊藤 敦夫 放射線影響協会 放射線従事者中央登録センター

委員 岡﨑 龍史 産業医科大学 産業生態科学研究所

委員 神田 玲子 量子科学技術研究開発機構

委員 百瀬 琢麿 日本原子力研究開発機構 核燃料サイクル工学研究所

委員 渡部 浩司 東北大学サイクロトロン・ラジオアイソトープセンター

日本放射線安全管理学会第19回学術大会 令和２年１２月１０日
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３．国家線量登録制度検討グループの活動（２）

これまでの関連活動のレビュー

放射線作業者の被ばくの一元管理についての日本学術会議の提言
2010年7月（提言） 「放射線作業者の被ばくの一元管理について」

2011年9月（記録）「放射線作業者の被ばくの一元管理を実現するための具体的な方法」
省庁等への働きかけ → 具体化せず。
2017年３月 セミナー「職業被曝の線量把握に関する国際活動を考える」 主催：放医研

具体化に向けた多くの課題が抽出

事業者（ステークホルダー）間の議論（合意形成）が進んでいない

最近の被ばく管理に関する動き
大学での人材流動化に伴い、大学の放射線管理関係者のネットワークで線量管

理を検討

眼の水晶体の線量限度変更に伴い、特に異動の多い医療関係者の複数年に亘

る線量管理の必要性が増大

5
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日本学術会議が提案した一元管理

6

国（放射線防護関連）
厚労省、原子力規制委員会、経産省

国家線量登録機関
（名寄せ、前歴データ提供、被ばく統計作成等）

放射線影響協会
（中登センター）

各原子力・除染
事業者

その他各事業者

各雇用主
従事者登録番号取得

測定サービス機関
（登録代行）

被ばく統計等の報告

対象：全ての放射線業務従事者
目的・役割：

① 被ばく前歴等の把握（照会対応）
② 日本人の完全な職業被ばく線量統計の作成、

国民線量の把握
③ 疫学研究、UNSCEAR等へのデータ提供

特徴：
特録期間は国が設置
原子力分野は既存の管理方法を活用
測定サービス機関の登録代行
制度導入に伴う個人線量管理の合理化

被ばく前歴の照会対応
線量記録の保管義務の免除
ある線量レベルに達した場合の作業者及び雇
用主への通知
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３．国家線量登録制度検討グループの活動（３）

これまでの関連活動からの教訓

実際に線量管理を行う事業者等（ステークホルダー）を巻き込んだ議論が必要

国と事業者の役割分担（誰のための制度か）が不明確

検討の基本方針

我が国の制度や各々の現場の実態を考慮し、既存システムをできるだけ活用した
実現可能性のある合理的方法を複数、各々のメリット・デメリットとともに提案する。

これらを学会等で報告し、ステークホルダーによる議論を進め、課題を整理する。

活動概要

これまでに４回の会合を実施し、４つの制度案に整理するとともに制度の発展案を
検討した。

7
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４．線量登録制度の検討内容（１）

線量登録制度 実施主体 対象者

①国家線量登録機関による中央一括管理 国 全放射線作業者

②全事業者が共同で線量登録機関を設置して
一括管理

全事業者 全放射線作業者

③全事業者が共同で線量登録機関を設置して
管理

全事業者

一部の作業者
・複数施設を利用
・異動が頻繁

・一定線量以上の被ばく

④業界・分野別に線量管理制度を運用 業界別 全部/一部の作業者

8

４つの線量登録制度の方式の提案
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①国家線量登録機関による中央一括管理

9

国（放射線防護関連）
厚労省、原子力規制委員会、経産省

国家線量登録機関
（名寄せ、前歴データ提供、被ばく統計作成等）

放射線影響協会
（中登センター）

各原子力・除染
事業者

その他各事業者

各雇用主
従事者登録番号取得

測定サービス機関
（登録代行）

被ばく統計等の報告

対象：全ての放射線業務従事者

目的・役割：
① 規制の有効性確認
② 日本人の完全な職業被ばく線量統計の作成、

国民線量の把握
③ 疫学研究、UNSCEAR等へのデータ提供
④ 労災保険に係る被ばくデータ提供
⑤ 被ばく前歴等の把握（照会対応）
⑥ 個人被ばく線量記録の一括保存

費用負担：
機関の運営は国の予算
各事業者は人数に応じた手数料負担

制度導入に伴う個人線量管理の合理化
① 被ばく前歴の把握が容易
② 線量記録の保管義務の免除
③ ある線量レベルに達した場合の作業者及び

雇用主への通知
日本放射線安全管理学会第19回学術大会 令和２年１２月１０日

②事業者設置機関による一括管理

10

国（放射線防護関連）
厚労省、原子力規制委員会、経産省

線量登録機関
（放射線影響協会中登センター）

（名寄せ、前歴データ提供等）

各原子力・除染
事業者 その他各事業者

各雇用主
従事者登録番号取得

被ばく統計等の作成依頼・報告
疫学調査等への協力

測定サービス機関
（登録代行）

対象：全ての放射線業務従事者

目的・役割：
① 被ばく前歴等の把握（照会対応）
② 労災保険に係る被ばくデータ提供
③ 個人被ばく線量記録の一括保存

法的位置付け要
＜国からの委託等があれば対応＞
① 規制の有効性確認
② 日本人の完全な職業被ばく線量統計の作成、

国民線量の把握
③ 疫学研究、UNSCEAR等へのデータ提供

費用負担：
各事業者が人数に応じた費用を負担

制度導入に伴う個人線量管理の合理化
① 被ばく前歴の把握が容易
② 線量記録の保管義務の軽減
③ ５年間積算（実効線量、眼の水晶体線量）が

容易 日本放射線安全管理学会第19回学術大会 令和２年１２月１０日
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②の例：原子力分野の中央登録制度

11

 年間関係 
事業所数 1 2 3 4 5 6以上 

年間線量（mSv) 人 (%)

57,284 5,927 940 214 42 22 64,429 (96.2)

1,111 139 37 10 1 1 1,299 (1.9)

616 76 6 2 0 0 700 (1.0)

463 37 1 0 0 0 501 (0.8)

42 0 0 0 0 0 42 (0.1)

26 0 0 0 0 0 26 (0.0)

7 0 0 0 0 0 7 (0.0)

0 0 0 0 0 0 0 (0.0)

0 0 0 0 0 0 0 (0.0)

59,549 6,179 984 226 43 23

(88.9) (9.2) (1.5) (0.3) (0.1) (0.0)

 30を超え40以下

 40を超え50以下

0.70.7
（mSv）

合計人数

 50を超える

平均線量

67,004

(100.0)

 20を超え25以下

 25を超え30以下

 5以下

 5を超え10以下 

 10を超え15以下 

 15を超え20以下 

（％）

計

0.7 0.2 0.70.8 0.8 0.8

• 複数事業所で従
事する作業者の
個人線量が把握
可能

• 手帳制度により
教育歴、健康診
断結果も把握で
きる

放射線影響協会 放射線従事者中央登録センターHP公開データ
放射線業務従事者の年間関係事業所数及び線量［平成２９年度］

日本放射線安全管理学会第19回学術大会 令和２年１２月１０日

研究開発機関の被ばく線量分布

12

個人線量測定機関協議会ＨＰ公開データから作成

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

50超過 0 0 0 0

25.01〜50.00 1 0 0 0

20.01〜25.00 0 0 1 1

15.01〜20.00 1 1 0 3

10.01〜15.00 5 3 3 5

5.01〜10.00 34 36 30 31

1.01〜5.00 389 343 340 345

0.10〜1.00 1,857 1,714 1,731 1,557

検出限界未満 64,666 64,587 63,982 62,524

64,666 64,587 63,982 62,524 

1,857 1,714 1,731 1,557 
389 343 340 345 
34 36 30 31 
5 3 3 5 
1 1 0 3 
0 0 1 1 
1 0 0 0 
0 0 0 0 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

人
数
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一般医療機関の被ばく線量分布

13

個人線量測定機関協議会ＨＰ公開データから作成

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

50超過 14 10 6 8

25.01〜50.00 125 126 108 76

20.01〜25.00 108 124 83 101

15.01〜20.00 302 293 262 216

10.01〜15.00 855 831 697 683

5.01〜10.00 3,635 3,552 3,194 2,930

1.01〜5.00 27,246 27,327 27,219 26,315

0.10〜1.00 64,786 65,388 65,096 65,637

検出限界未満 246,524 254,950 263,458 271,788

246,524 254,950 263,458 271,788 

64,786 65,388 65,096 65,637 
27,246 27,327 27,219 26,315 3,635 3,552 3,194 2,930 

855 831 697 683 
302 293 262 216 
108 124 83 101 
125 126 108 76 
14 10 6 8 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

人
数
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③事業者設置機関による管理

14

線量登録機関
（放射線影響協会中登センター）

（名寄せ、前歴データ提供等）

各原子力・除染
事業者 その他各事業者

対象者のいる雇用主
従事者登録番号取得

疫学調査への協力

測定サービス機関
（登録代行）

国（放射線防護関連）
厚労省、原子力規制委員会、経産省

対象者の通知

対象：一部の放射線業務従事者
① 複数事業所や異動が頻繁な作業者
② 一定線量(１ or ２mSv）以上の作業者

ただし原子力・除染は全て（制度有）

目的・役割：
① 被ばく前歴等の把握（照会対応）
② 労災保険に係る被ばくデータ提供
③ 疫学研究等へのデータ提供

費用負担：
各業界での取組みに依存

制度導入に伴う個人線量管理の合理化
① 被ばく前歴の照会対応
② 線量記録の保管義務の軽減？
③ ５年間積算（実効線量、眼の水晶体線量）が

容易
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④業界・分野別の管理

15

各業界の
担当機関

（名寄せ、前歴データ
提供等）

各原子力・除染
事業者 その他各事業者

対象者のいる雇用主
従事者登録番号取得

測定サービス機関
（登録代行）

対象者の通知

放射線影響協
会（中央登録
センター）
（名寄せ、前歴デー

タ提供等）

対象：一部の放射線業務従事者
① 複数事業所や異動が頻繁な作業者
② 一定線量(１ or ２mSv）以上の作業者

ただし原子力・除染は全て（制度有）

目的・役割：
① 被ばく前歴等の把握（照会対応）
② 労災保険に係る被ばくデータ提供
③ 疫学研究等へのデータ提供

費用負担：

各業界での取組み

制度導入に伴う個人線量管理の合理化
① 被ばく前歴の把握が容易
② 線量記録の保管義務の軽減？
③ ５年間積算（実効線量、眼の水晶体線量）が

容易

先行事例：原子力・除染
大学連携ネットワーク

必要な業界が独自に構築

（例）

日本放射線安全管理学会第19回学術大会 令和２年１２月１０日

各制度体系案の比較

16

制度 ①国家線量登録機関
による一括管理

②事業者設置機関によ
る一括管理

③事業者設置機関によ
る管理（対象限定）

④業界・分野別の管理
（対象限定）

線量管理制度と
しての完全さ

国としての運用で、
完全さは高い

参加状況に依存
（規制要求必要）

必要な者に限定した
制度（規制要求必
要）前歴把握の完全
さには欠けるおそれ

必要な者に限定した制
度。業界の取り組みに
強く依存

役割分担の明確
さ

国がここまで実施
する必要性が論点

基本機能の分担が
明確

基本機能の分担が
明確

管理制度が統一されな
いため、曖昧さが残る

費用負担 国の負担が大 受益者負担が明確
事業者の負担大

受益者負担が明確

事業者の負担は②よ
り限定的

管理方式に依存

個人情報管理の
徹底度

一括管理のため◎
ただし、国として
は重い。

設置機関が一括管理
するため◎

設置機関が一括管理
するため◎

各々の制度に依存する
が、他に比べて低い。

日本放射線安全管理学会第19回学術大会 令和２年１２月１０日
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線量登録管理制度構築の進め方

理想的な制度は、①国家線量登録機関による中央一括管理 であるが、実現
に向けた関係者のコンセンサスは低い

現実的な路線としては、以下が考えられる。 ④（③）→ ② ・・・・>①

④業界・分野別の構築を進める。（この中で③が検討の範囲に入る）

• 原子力・除染分野は、構築済み

• 線量管理の必要性の高い業界（人材流動化、線量管理の必要性の高まった業界が、現
実的・合理的な管理方法を導入（ただし、将来展開を見据えた検討が必要）

• （理工系）大学関係は、ネットワークによる一元管理を検討中

• 医療分野の線量管理の必要性・重要性の認識が高まっている。議論はこれから。

その上で、②事業者設置機関による管理（中央登録センターの拡大と分野統一）
（又は①国家線量登録機関による中央一括管理）を目指す。

17

日本放射線安全管理学会第19回学術大会 令和２年１２月１０日

まとめ

我が国の制度や各々の現場の実態を考慮し、既存システムをできるだけ活用
した実現可能性のある合理的方法を複数提案するとともに、展開を提案。

本日の論点

議論の中心は、人材流動性のある大学等、医療関係

複数施設を利用する者、異動がある者に対して、どのような管理制度が合理的か？
また、これらをどのように実現してゆけばよいか？

• 大学等： 被ばく線量は低い。合理的な管理は？

• 医学関係： 比較的高い被ばくをする者あり。複数施設での業務の実態は？
眼の水晶体の積算管理も必要。どのような管理を実現してゆけばよいか？

これらについて、是非、意見をいただきたい。

18
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	・今年度より、若手会員が学会活動に参画し、活躍する機会を増やすために、学会内の主要な委員会に若手部会が推薦する会員を含めて、14名の40歳未満の若手会員を委員として加えた。
	 日本放射線安全管理学会の取り組み（参考資料2）
	・第19回日本放射線安全管理学会学術大会において、若手セッションを企画し、3名の若手が、放射線生物学、核医学、放射線教育分野の発表を行った。
	・若手奨励金事業を学会規程化し、1 名あたり10 万円、各年度2 名を限度に若手が旅費、研究費として使え、研究活動実績ともなる奨励金を公募選考により授与した。また規程を変更し、准教授以上の授与を避けることにした。
	・昨年度行った放射線防護アカデミア会員のアンケート調査を分析し、日本放射線安全管理学会の現状報告を行った。
	 日本保健物理学会の取り組み（参考資料3）
	・「若手研究会（40歳以下の有志学会員）、「学友会（正・準学会員有志）」、「教員等協議会（教職員有志）」の組織を再整備し、確実な活動実施のための予算を優先的に確保、担当理事を新たに設置した。「若手研」「学友会」及び「教員等協議会」の３組織の合同会議を月１回のペースで開催、相互の情報・課題共有や課題解決に向けた議論等を通じて連携を強化した。この成果は、学会企画シンポジウム「学友会と若手研活動を通して見えた日本保健物理学会 ～未来に向けた提案～」（令和３年１月27日）で公表され、学会員と意見交換された。
	・「若手研」及び「学友会」組織の運営について、学会理事会が積極的に後方支援した。
	・若手研主催で「内部被曝モデル勉強会（シリーズ）」をオンライン形式で開始した。
	・IRPAの下で組織されている若手ネットワーク（IRPA-YGN）を通じて、IRPA-15（令和3年1月18～2月5日、オンライン＋韓国）で若手企画セッション等の計画・運営を主導的に行った。
	2.4.2　放射線防護分野のグローバル若手人材育成
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